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発 電 用 原 子 炉 施 設 故 障 等 報 告 書 

平成 30年 4月 13日 

中 部 電 力 株 式 会 社 

件   名 
浜岡原子力発電所 廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 

地下 2階における放射性物質を含む堆積物の確認に伴う立入制限区域の設定について 

事象発生の日時 

平成 29 年 5 月 2 日（火）17 時 10 分 

（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第134条第10号に定める報告事象に

該当すると判断した時刻） 

事象発生の場所 浜岡原子力発電所 廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 

事象発生の発電用

原子炉施設名 
廃棄設備－液体固体廃棄物処理設備 液体廃棄物処理系 

事象の状況 

平成 29 年 5 月 2 日 14 時 30 分頃，廃棄物減容処理装置建屋（第 1 建屋）（以下

「NRW-Ⅰ」という。）※1 の巡視点検を実施していた協力会社社員（委託運転員）※2（以

下「協力会社社員」という。）が NRW-Ⅰ地下 2階（放射線管理区域（以下「管理区域」

という。））ドラム運搬装置メンテナンス室の排水枡まわりの床面（場所①）に粉状の堆

積物を発見し，廃棄物管理課副長（当直）に報告した。この報告を受け，当社社員が

現場を確認したところ，当該箇所に粉状の堆積物（約 70cm×約 80cm）を確認した。 

さらに，廃棄物管理課副長（当直）から指示を受けた協力会社社員が現場調査を

実施したところ，同室で 2 箇所（場所②，③），隣接するドラム保管室で 2 箇所（場所

④，⑤）の排水枡まわりの床面に粉状の堆積物があることを発見し，廃棄物管理課副

長（当直）に報告した。この報告を受け，当社社員が現場を確認したところ，当該箇所

に粉状の堆積物（場所②，③：約 50cm×約 180cm，場所④：約 80cm×約 70cm，場

所⑤：約 240cm×約 120cm）を確認した。 

最初に発見した場所①における粉状の堆積物の放射能濃度を測定した結果，表

面汚染密度が 141Bq/cm2であり，浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定（以下「保

安規定」という。）第93条で定める管理区域内における特別措置※3が必要な基準であ

る 40Bq/cm2を超えたため，17時 10分，場所①に対して保安規定第 93条に基づき，

特別措置を講じた。 

このことから，17 時 10 分，実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第 134

条第 10 号に定める報告事象に該当すると判断した。その他の場所②から⑤に対して

は，18 時 25 分に保安規定第 93 条に基づき，特別措置を講じた。 

また，粉状の堆積物の性状を確認した結果，粒状樹脂，粉末樹脂及び金属屑であ

ることを確認した。 

その後，18 時 40 分から 19 時 20 分にかけて，5箇所の粉状の堆積物を全て回収し

た。 

さらに，5 月 3 日 15 時 45 分から 17 時 15 分に粉状の堆積物のあった 5 箇所の除

染作業を実施した。 

後日，堆積物を確認した排水枡に繋がる建屋内排水系の配管内部を調査したとこ

ろ，NRW-Ⅰ地下 1 階及び地下 2 階の配管内に堆積物を確認したため，回収を実施

した。また，配管内から回収した堆積物の性状を確認した結果，一部の金属屑を除き

粒状樹脂のみであることを確認した。 

本事象に伴う外部への放射性物質による影響はなかった。 

別紙 

 本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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本事象に係った対応者の外部放射線による個人最大線量は 0.22mSv であり，発電所

で定める線量管理の目安値（1日1mSv）を十分に下回っていた。また，本事象で発生した

放射性物質を含む堆積物による身体の汚染及び内部被ばくはなかった。 

※1：発電所の放射線管理区域において発生した放射性固体廃棄物の減容を行うための機器等のあ

る建屋。 

※2：廃棄物減容処理装置建屋に設置された共用施設の運転に従事する委託運転員。 

※3：人の立入制限措置として標識を設けて他の場所と区別し，区画，施錠等の措置の実施。 

（詳細は別添のとおり。） 

事象の原因 

１ 原因調査 

１．１ 粒状樹脂の流入源の特定 

建屋内排水系への粒状樹脂の流入源を特定するため，堆積物を確認した排水枡が

繋がっている「廃棄物減容処理装置床ドレン系，薬液ドレン系ライザー線図」を確認し

た結果，流入源は，①洗浄ドレン受タンク，②除染シンク，③排水枡の 3 箇所に限定で

きたため，以下の調査を実施した。 

なお，計装ドレンについては，計器点検時の計装配管内のドレンが流入するが，補

助蒸気が流れる計装配管であり，粒状樹脂の流入源とならないことが明らかであるた

め，調査対象から除外した。 

 

（１）洗浄ドレン受タンク 

ア 運転操作による排水 

洗浄ドレン受タンクには，樹脂の乾燥処理終了後に実施する乾燥機給液タンク・

乾燥機等の希釈運転（以下「給液系の希釈運転」という。）の際に発生する廃液（以

下「洗浄廃液」という。）が排水されるため，洗浄ドレン受タンク内の洗浄廃液に樹脂

が含まれる。また，洗浄ドレン受タンク内の洗浄廃液は，定期点検前等に実施する洗

浄操作により減容固化用復水系粉末樹脂受入槽（以下「粉末樹脂受入槽」という。）

へ移送された後，同タンク内に残った洗浄廃液（以下「残水」という。）が建屋内排水

系へ自動排水されることから，建屋内排水系へ排水される残水に樹脂が含まれる可

能性がある。 

そこで，洗浄ドレン受タンクの洗浄操作実績を調査した結果，洗浄ドレン受タンク

内に粒状樹脂が含まれた状態での洗浄操作の実績は，平成 29 年 4 月 6 日のみで

あることを確認した。 

 

イ 点検作業による排水 

洗浄ドレン受タンクの点検作業時には，作業前にタンク底部の廃液，作業中にタ

ンク内面の洗浄作業時の廃液を直接，建屋内排水系に排水する手順としている。そ

のため，作業時の排水実績を調査した結果，至近では平成 22 年に当該タンクの点

検を実施しており,点検前の運転操作の実績から,点検時の排水には粉末樹脂が含

まれていた可能性はあるが,粒状樹脂は含んでいないことを確認した。 

 

（２）除染シンク 

除染シンクは，乾燥機の点検時に主軸を洗浄する目的で設置したシンクであり，使

用実績を調査した結果，乾燥機の主軸の洗浄のみに使用しており，シンクから排水さ

れる洗浄後の廃液に含まれる樹脂は，乾燥機の主軸の隙間部に残存したわずかな量

であったことを確認した。 

 

（３）排水枡（平成 30 年 1月 18 日の事象において新たな接続先として確認した排水枡

を含む） 
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堆積物を確認した建屋内排水系に繋がる排水枡に直接排水した点検作業の実績を

調査した結果，樹脂を含んだ廃液を排水した実績はないことを確認した。 

 

以上の結果より，堆積物の主成分である粒状樹脂の建屋内排水系への流入源は洗

浄ドレン受タンクであり，平成 29年 4月 6日の洗浄操作により洗浄ドレン受タンクから

粒状樹脂を排水したと特定した。 

 

１．２ 要因分析図に基づく調査 

平成29年4月6日の洗浄ドレン受タンクの洗浄操作により，建屋内排水系配管内に

粒状樹脂が堆積した原因を特定するため，要因分析図を作成し調査を実施した。 

 

（１）粉末樹脂受入槽の撹拌 

乾燥機給液タンクへの移送前に粉末樹脂受入槽内の使用済樹脂を含んだ廃液の

撹拌が十分に行われていない可能性があるため，復水系粉末樹脂放出混合ポンプの

設計及び保守の調査を実施した。調査の結果，復水系粉末樹脂放出混合ポンプには

設計条件を満足する性能を有したポンプを選定しており，保全作業の結果も異常がな

いことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

（２）粉末樹脂受入槽から乾燥機給液タンクへの移送 

使用済樹脂を含んだ廃液を粉末樹脂受入槽から乾燥機給液タンクへ移送する際に

配管内に使用済樹脂が堆積する可能性があるため，復水系粉末樹脂ブースタポンプ

の設計及び保守の調査を実施した。調査の結果，復水系粉末樹脂ブースタポンプに

は設計条件を満足する性能を有したポンプを選定しており，保全作業の結果も異常が

ないことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

（３）乾燥機給液タンクから乾燥機給液ヘッドタンクへの移送 

乾燥機給液ヘッドタンクへの移送時に乾燥機給液タンク内の使用済樹脂を含んだ

廃液の撹拌及び移送が十分に行われていない可能性があるため，乾燥機給液ポンプ

の設計及び保守の調査を実施した。調査の結果，乾燥機給液ポンプには設計条件を

満足する性能を有したポンプを選定しており，保全作業の結果も異常がないことから，

建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

（４）乾燥機での乾燥及び乾燥機スクリューフィーダでの移送 

乾燥機及び乾燥機スクリューフィーダに想定以上の使用済樹脂が堆積し，洗浄によ

り洗浄ドレン受タンクへ使用済樹脂を含んだ洗浄水が排水される可能性があるため，

乾燥機及び乾燥機スクリューフィーダの設計及び保守の調査を実施した。調査の結

果，乾燥機は，使用済樹脂を含んだ廃液を常時定格流量で処理しており，乾燥機で

全量乾燥された後，乾燥機スクリューフィーダで全量移送可能な設計となっていること

及び保全作業の結果も異常がないことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要

因とならないことを確認した。 

 

（５）洗浄ドレン受タンクからの廃液の移送及び建屋内排水系への排水 

乾燥機給液タンクからの洗浄廃液を受入れた洗浄ドレン受タンクの洗浄操作の際

に，減容固化用濃縮廃液受入タンク（以下「濃縮廃液受入タンク」という。）への洗浄廃

液の移送が設計どおり行われていない可能性があるため，以下に示す調査を実施し

た。 

また，洗浄操作後に建屋内排水系に排水される残水に樹脂が多く含まれている場

合，建屋内排水系配管内に樹脂が堆積する可能性があるため，残水の性状について
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も併せて調査を実施した。 

さらに，平成27年に使用済樹脂を含んだ廃液の移送先を，濃縮廃液受入タンクから

粉末樹脂受入槽へ変更しているため，移送先変更による影響についても調査を実施し

た。 

 

ア 濃縮廃液受入タンクへの移送 

洗浄ドレン移送ポンプを含む洗浄廃液の移送ラインについて設計条件を調査し

た。調査の結果，当該移送ラインは，給液系の希釈運転後の洗浄廃液を移送するこ

とを想定し設計していた。そのため，樹脂濃度が高い廃液の場合は必要な流速が確

保できず，適切に樹脂が移送されない可能性があることから，建屋内排水系配管内

での樹脂堆積の要因となることを確認した。 

なお，洗浄ドレン移送ポンプの保全作業の結果には異常はなかった。 

 

イ 洗浄ドレン受タンクの洗浄操作後における建屋内排水系への残水の排水 

通常操作時の残水（設計上，洗浄ドレン受タンクへの受入れを想定している給液

系の希釈運転後の洗浄廃液に対して洗浄操作を実施した後の残水）及び平成 29

年 4 月 6 日の洗浄操作にて建屋内排水系へ排水した残水について性状を調査し

た。調査の結果，どちらの残水の樹脂濃度も液体廃棄物処理系の設計仕様より高い

ことから，建屋内排水系へ排水する廃液としては適切ではなく，建屋内排水系配管

内での樹脂堆積の要因となることを確認した。 

 

ウ 粉末樹脂受入槽への移送先変更 

移送先を粉末樹脂受入槽に変更したことによる影響を確認するため，移送先変更

後の試運転実績の調査を実施した。調査の結果，移送先変更後の移送配管に対し

て，洗浄ドレン移送ポンプは設計条件を満足する性能を有していることを確認したこ

とから，移送先変更による影響はなく，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因と

ならないことを確認した。 

 

（６）建屋内排水系配管の詰まり 

建屋内排水系配管内で錆，異物により流路の狭窄（きょうさく）あるいは閉塞が生じた

場合，使用済樹脂が配管内に堆積する可能性があるため，排水枡及び点検口から

CCD カメラを挿入して配管内部の詰まり状況について調査を実施した。調査の結果，

配管内には粒状樹脂のみが堆積しており，配管内で流路を閉塞させるような錆，異物

は確認されなかったことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないこと

を確認した。 

 

（７）薬液床ドレンサンプタンク（B）の背圧 

薬液床ドレンサンプタンク（B）内の水の背圧により，使用済樹脂が建屋内排水系配

管内に堆積する可能性があるため，薬液床ドレンサンプタンク（B）のレベルの設計の調

査及び点検を実施した。調査及び点検の結果，建屋内排水系配管流入部のレベル

は，薬液床ドレンサンプタンク（B）の水位レベル高よりも高い位置（水位レベル高高と同

じ高さ）であること，及び事象発生前に同タンクの水位レベル高高の警報が点灯してい

ないことを確認した。さらに，レベル計を点検した結果，水位レベル高及び高高のレベ

ル設定値に異常はないことも確認した。そのため，薬液床ドレンサンプタンク（B）内の

水の背圧による影響はなく，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないこと

を確認した。 
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（８）粉末樹脂受入槽への受入れ 

粉末樹脂受入槽に設計濃度以上の粒状樹脂を受入れた可能性があるため，設計

濃度及び受入れた樹脂濃度について調査を実施した。調査の結果，平成 29 年 4 月 6

日に処理をした粒状樹脂を含む廃液の樹脂濃度は，約 9.4wt%であり，設計濃度である

10 wt%以下であることから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを

確認した。 

 

（９）平成 29 年 4 月 6 日の洗浄ドレン受タンク洗浄操作時のタンク内廃液の性状 

樹脂濃度が高い廃液を洗浄ドレン受タンクへ排水した場合，建屋内排水系へ樹脂

濃度が高い廃液が排水される可能性があるため，運転実績の調査を実施した。調査の

結果，平成 29年 4月 6日に実施した洗浄ドレン受タンク洗浄操作時のタンク内の廃液

は，「乾燥機・B圧力高」警報点灯に伴う対応において，乾燥機給液タンク（B）から排水

された給液系の希釈運転を実施していない樹脂濃度が高い廃液（樹脂濃度 約

7.2wt%，樹脂量 約 81.3kg）であったことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要

因となることを確認した。 

 

（１０）洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運転操作手順書 

洗浄操作の運転操作手順書が不適切であった場合，運転操作手順書どおり操作を

実施しても建屋内排水系配管内に使用済樹脂が堆積する可能性があるため，制定時

の運転操作手順書の内容及び変更履歴について調査を実施した。調査の結果，制定

時の洗浄操作の運転操作手順書は，給液系の希釈運転後の洗浄水に対する手順とし

て設計メーカ提出図書に基づき作成しており，メーカによる確認も行われていることを

確認した。さらに，その後の運転操作手順書の改定において，樹脂堆積の原因となる

可能性がある手順の改定はしていないことを確認した。しかし，運転操作手順書に前

提条件の記載がないことを確認したことから，本来使用すべきでない濃度の高い廃液

が流入した場合においても，本手順を使用する可能性があるため，建屋内排水系配管

内での樹脂堆積の要因となることを確認した。 

 

（１１）平成 29 年 4 月 6 日に実施した洗浄ドレン受タンク洗浄操作 

洗浄ドレン受タンクの洗浄操作により，樹脂濃度の高い廃液を建屋内排水系へ排水

した場合，配管内に樹脂が堆積する可能性があるため，平成 29 年 4 月 6 日に実施し

た洗浄ドレン受タンクの洗浄操作について調査を実施した。調査の結果，「（９）平成 29

年 4月 6 日の洗浄ドレン受タンク洗浄操作時のタンク内廃液の性状」に示したとおり，

洗浄ドレン受タンク内の廃液の樹脂濃度が高い状態であり，本来洗浄ドレン受タンクの

洗浄手順を適用する条件に当てはまらない状況であったが，洗浄操作を実施したこと

により，樹脂濃度が高い残水が建屋内排水系に排水されたため，建屋内排水系配管

内での樹脂堆積の要因となることを確認した。 

 

１．３ 要因分析図に基づく調査から抽出した要因の整理 

要因分析図に基づく調査の結果，建屋内排水系配管内での樹脂堆積に繋がる要

因として，「運転操作に係る要因」及び「設備に係る要因」を抽出したことから，以下のと

おり要因を整理した。 

 

（１）運転操作に係る要因（１．２（９）（１０）（１１）から抽出） 

ア 平成 29 年 4 月 6 日の運転操作にて，乾燥機給液タンク（B）から洗浄ドレン受タ

ンクに樹脂濃度が高い洗浄廃液（樹脂濃度 約 7.2wt%）を排水し，その後，本来，

給液系の希釈運転後の洗浄廃液（樹脂濃度 約 1.36wt%）に対して実施するべき

洗浄ドレン受タンクの洗浄操作を実施した。この操作により，樹脂を多く含んだ残

枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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水（樹脂濃度 約 2.6wt%）を建屋内排水系へ排水したこと。 

 

イ 洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運転操作手順書に適用できる前提条件の記載が

なかったことから，適用すべきでない状態においても当該手順を適用する可能性

があったこと。 

 

（２）設備に係る要因（１．２（５）から抽出） 

洗浄ドレン受タンクの洗浄操作は，給液系の希釈運転後の洗浄廃液（樹脂濃度

約 1.36wt%）に対して実施することを想定して設計している。しかし，給液系の希釈運

転後の洗浄廃液に対して実施する洗浄ドレン受タンクの洗浄操作時に建屋内排水

系へ排水される残水の樹脂濃度（約 0.42wt%）は，液体廃棄物処理系の排水基準値

よりも高く，建屋内排水系へ排水する廃液としては適切ではないこと。 

そのため，平成29年4月6日に実施した樹脂濃度が高い洗浄廃液（樹脂濃度 約

7.2wt%）に対する洗浄ドレン受タンクの洗浄操作時に，適切に樹脂が粉末樹脂受入

槽へ移送されず，洗浄ドレン受タンク内の残水に多くの樹脂が含まれた状態（樹脂

濃度 約2.6wt%）で建屋内排水系へ排水されたため，建屋内排水系配管内に粒状樹

脂が堆積した。 

 

１．４ 運転操作における問題点の抽出及び要因の整理 

要因分析図に基づく調査の結果，運転操作に係る要因として，平成 29年 4月 6日

の運転操作を抽出し，この運転操作が本事象の起因となっていたことから，一連の運

転操作について原因分析を実施した。以下にその詳細を示す。 

 

（１）原因分析の方法 

本事象の人的要因である平成 29年 4月 6日の運転操作における問題点及び要

因について，運転操作に関与した人の行為に焦点を当て原因分析を実施した。原

因分析における観点として，事象に関与した個人の責任や問題点を追及するので

はなく，直接原因に対して事実関係の調査・深掘りを実施することにより，表面上の

直接的な要因に加えてマネジメントシステムの問題点を抽出することとした。なお，原

因分析は，根本原因分析の手法（HINT/ J-HPES）を準用して実施した。 

 

（２）時系列の整理及び問題点の抽出 

廃棄物減容処理設備運転引継日誌及び関係者への聞き取りにより収集した情報

に基づき，平成 29年 4月 6日の運転操作の時系列について，関与した個人を識別

し，実施した行動等を具体的に記述し，事象関連図として整理した。また，各人の運

転操作における役割に対して実施した行動を比較することにより，事象関連図のな

かで本事象に関連する問題点を抽出した。 

 

平成 29年 4月 6日，週間スケジュールに従い可燃性固体廃棄物焼却炉（第 2焼

却炉）（以下「第 2焼却炉」という。）の樹脂焼却を実施していたところ，19 時 03 分に

「乾燥機・B 圧力高」の警報が点灯したため，協力会社社員 Eは，警報の点灯及び

乾燥機（B）の圧力が上昇・下降を繰り返していることを廃棄物管理課副長（当直）B

に報告した。廃棄物管理課副長（当直）B は，警報処置手順書に従い確認項目の確

認及び原因調査を行うよう協力会社社員Eに依頼した。依頼を受けた協力会社社員

Eは，警報処置手順書の確認項目を確認し，処置を実施した。ただし，処置の一部

（抽気エゼクタ不良の場合の弁調整）については，運転中に当該弁を調整した経験

がなかったことから操作をためらい，操作の実施可否について廃棄物管理課副長

（当直）Bに相談した。相談を受けた廃棄物管理課副長（当直）B は，協力会社社員
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ができないのであれば実施できないと判断した。このため，協力会社社員Eは，抽気

エゼクタ不良の場合の弁調整の処置を据え置きし，その他の処置を継続して実施し

た。 

 

【問題点①】 

協力会社社員Eは，警報処置手順書の処置をすべて実施すべきであったが，

処置の一部（抽気エゼクタ不良の場合の弁調整）については，運転中に当該弁を

調整した経験がなかったことから，操作を実施できなかった。 

 

【問題点②】 

廃棄物管理課副長（当直）B は，協力会社社員Eからの警報処置手順書の処

置の一部の実施可否についての相談に対して，配管計装図，電源・弁チェックリ

ストによる情報収集及び他の廃棄物管理課副長（当直）への相談等の対応を実施

した上で実施可否を判断すべきであったが，これらの対応をすることなく協力会社

社員 Eができないのであれば実施できないと判断した。 

 

20時30分頃，乾燥機（B）の圧力が常時正圧になってきたことから，廃棄物管理課

副長（当直）B は，各放射線モニタ（エリア放射線モニタ，建屋ダスト放射線モニタ，

排気筒ガスモニタ，排気筒ダストモニタ）の指示値の確認を協力会社社員 Eに依頼

し，各モニタの指示値に有意な変動がないことを確認した。廃棄物管理課副長（当

直）B は，乾燥機（B）の圧力が復旧せずにゆっくりと上昇する傾向であり，異常な事

象であると認識したことから，乾燥機（B）の停止が必要であると考えた。また，休日の

廃棄物管理課副長（当直）Cに状況説明を行い相談したところ，「乾燥機（B）停止」，

「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」を実施するよう助言

を受けたが，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」の操作

の目的を確認しなかった。 

 

【問題点③】 

廃棄物管理課副長（当直）B は，乾燥機（B）の圧力が常時正圧となった後の対

応について，休日の廃棄物管理課副長（当直）Cに相談し，「乾燥機（B）停止」，

「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」を実施するよう助

言を受けた際に，操作の目的を確認すべきであったが，「乾燥機給液タンク（B）の

排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」の目的を確認していなかった。 

 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，「乾燥機・B圧力高」の警報点灯後の対応として，

「乾燥機（B）停止」を廃棄物管理課長 Aに連絡した。また，連絡を受けた廃棄物管

理課長は，「乾燥機（B）停止」について了承した。 

 

【問題点④】 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，「乾燥機・B圧力高」の警報点灯後の対応（「乾

燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」）

をすべて廃棄物管理課長Aに報告すべきであったが，報告したのは「乾燥機（B）

停止」のみであった。 
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【問題点⑤】 

廃棄物管理課長Aは，廃棄物管理課副長（当直）Bから「乾燥機（B）停止」の連

絡を受けた際に，「乾燥機（B）停止」の報告を了承するだけではなく，その後の対

応まで確認すべきであったが，警報処置手順書の範囲内の対応を実施するという

認識であったため，その後の対応まで確認しなかった。 

 

廃棄物管理課副長（当直）B は，次直への引継時間が迫っており，各モニタ指示

値に変化がないことから緊急性はないと考え，今後の対応については次直で実施す

ることとした。21 時 00 分，廃棄物管理課副長（当直）B は，「乾燥機・B 圧力高」の警

報点灯が継続しているため，「乾燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，

「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」を実施するよう次直の廃棄物管理課副長（当直）Dに

引継を実施した。この際，廃棄物管理課副長（当直）Dは，操作の目的，具体的な対

応手順について説明を求めなかった。 

 

【問題点⑥】 

廃棄物管理課副長（当直）D は，廃棄物管理課副長（当直）B からの引継の際

に，「乾燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗

浄操作」について，操作の目的及び具体的な操作手順を確認すべきであったが，

確認しなかった。 

 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，「乾燥機・B圧力高」の警報が連続点灯しており，

前直で廃棄物管理課長 Aへ停止連絡を実施していることから，乾燥機（B）停止を判

断した。また，乾燥機（B）停止後に「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タ

ンク洗浄操作」を実施するよう協力会社社員 Fに依頼した。依頼を受けた協力会社

社員 Fは，当該操作が久しぶりであり不安があったが，運転操作手順書にて実施可

能であると廃棄物管理課副長（当直）Dに連絡した。廃棄物管理課副長（当直）D

は，運転操作手順書にて対応可能であると判断し，協力会社社員 Fに「乾燥機（B）

停止」操作を依頼した。協力会社社員 Fは，乾燥機（B）の停止準備として，「第 2焼

却炉樹脂混焼停止」，「乾燥機（B）給液系停止」操作を実施した。この操作のうち，

「乾燥機（B）給液系停止」操作は，運転操作手順書を一部流用するものであった。ま

た，廃棄物管理課副長（当直）Dは，協力会社社員Fが使用する運転操作手順書を

確認していなかった。 

 

【問題点⑦】 

廃棄物管理課副長（当直）D は，警報点灯時の対応においては，協力会社社

員 Fが使用する運転操作手順書を確認すべきであったが，運転操作手順書の使

用箇所を確認しなかった。 

 

【問題点⑧】 

協力会社社員Fは，運転操作手順書を一部流用して使用する場合は社内規

定に従い廃棄物管理課副長（当直）Dに報告すべきであったが，報告せずに操作

を実施した。 

 

協力会社社員Fは，「乾燥機給液タンク（B）洗浄・排水」，「乾燥機（B）停止」操作

を実施した。その後，協力会社社員 Fは，給液系の希釈運転を実施せずに乾燥機

給液タンク（B）から排水しているため，通常よりも樹脂濃度が高い廃液が洗浄ドレン
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受タンクに流入していることを廃棄物管理課副長（当直）Dに連絡した。連絡を受け

た廃棄物管理課副長（当直）D は，洗浄ドレン受タンク内の廃液の樹脂濃度が高い

認識ではあったが，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」にて十分希釈され排水可能であ

ると思い，操作を依頼した。依頼を受けた協力会社社員 Fは，「洗浄ドレン受タンク

洗浄操作」を実施した。 

 

【問題点⑨】 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，樹脂濃度が高い廃液に対して「洗浄ドレン受タ

ンク洗浄操作」を依頼すべきではなかったが，操作を依頼した。 

 

（３）要因の分析結果 

事象関連図から，建屋内排水系配管内への樹脂の堆積を直接的に引き起こした行

為（分析対象行為）として「協力会社社員 Fは，洗浄ドレン受タンク洗浄操作を実施し

た」を選定し，事象関連図を踏まえ要因関連図を作成し要因を掘り下げ，要因の分析

を実施した。 

 

【問題点①】 

協力会社社員Eは，警報処置手順書の処置をすべて実施すべきであったが，

処置の一部（抽気エゼクタ不良の場合の弁調整）については，運転中に当該弁を

調整した経験がなかったことから，操作を実施できなかった。 

 

協力会社社員に対して，警報処置手順書に従い対応（確認項目の確認及び処

置の実施）し，手順書どおり実施できない場合には，廃棄物管理課副長（当直）に

報告することを社内規定により要求している。 

問題点①に対して要因を掘り下げた結果，協力会社社員Eは，要求どおりの対

応（警報処置手順書の処置の一部を手順書どおり実施できない場合に廃棄物管

理課副長（当直）Bへ報告）を実施したものの，警報処置手順書の処置の欄に「バ

ルブを調整」としか記載がなく具体的な手順の記載がなかったため，処置の一部

を実施できなかったことから，以下の要因①を抽出した。 

 

【要因①】 

警報処置手順書の処置を実施するための具体的な運転操作手順が不足

していた。 

 

具体的な運転操作手順の不足は，廃棄物減容処理装置（以下「NRW」という。）

の運転操作を試運転時より協力会社へ委託し，当社社員に運転操作を実施した

経験がなかったことにより，協力会社社員への依存心が当社社員に醸成され，警

報処置手順書の記載が，協力会社社員にとって具体的な手順となっていることの

確認と必要な見直しを当社社員がこれまで実施してこなかったためであると推定し

ている。 

 

【問題点②】 

廃棄物管理課副長（当直）B は，協力会社社員Eからの警報処置手順書の処

置の一部の実施可否についての相談に対して，配管計装図，電源・弁チェックリ

ストによる情報収集及び他の廃棄物管理課副長（当直）への相談等の対応を実施

した上で実施可否を判断すべきであったが，これらの対応をすることなく協力会社

社員 Eができないのであれば実施できないと判断した。 
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【問題点③】 

廃棄物管理課副長（当直）B は，乾燥機（B）の圧力が常時正圧となった後の対

応について，休日の廃棄物管理課副長（当直）Cに相談し，「乾燥機（B）停止」，

「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」を実施するよう助

言を受けた際に，操作の目的を確認すべきであったが，「乾燥機給液タンク（B）の

排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」の目的を確認していなかった。 

 

【問題点⑥】 

廃棄物管理課副長（当直）D は，廃棄物管理課副長（当直）B からの引継の際

に，「乾燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗

浄操作」について，操作の目的及び具体的な操作手順を確認すべきであったが，

確認しなかった。 

 

【問題点⑦】 

廃棄物管理課副長（当直）D は，警報点灯時の対応においては，協力会社社

員 Fが使用する運転操作手順書を確認すべきであったが，運転操作手順書の使

用箇所を確認しなかったため，協力会社社員 Fが運転操作手順書を一部流用し

て使用していることに気付かなかった。 

 

廃棄物管理課副長（当直）に対して，警報処置手順書に従い，確認項目の確

認及び処置の実施を協力会社社員に依頼し，警報処置手順書どおり操作ができ

ない場合には，協力会社社員に運転操作を実施させず，一旦立ち止まって報告

させ，廃棄物管理課長に報告することを要求している。 

問題点②，③，⑥，⑦に対して要因を掘り下げた結果，廃棄物管理課副長（当

直）B は，要求通りの対応（警報処置手順書に従い，確認項目の確認及び処置の

実施を協力会社社員Eに依頼）を実施したものの，廃棄物管理課副長（当直）の

役割と権限が社内規定等で明確となっていなかったため，廃棄物管理課副長（当

直）B 及び Dは，トラブル・不具合発生時における自身の役割に対する理解が不

足していた。このため，廃棄物管理課副長（当直）B及びDは，問題点②，③，⑥，

⑦の行為を実施したことから，以下の要因②を抽出した。 

 

【要因②】 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）の役割と権限が

明確となっていなかった。 

 

【問題点④】 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，「乾燥機・B圧力高」の警報点灯後の対応（「乾

燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」）

をすべて廃棄物管理課長Aに報告すべきであったが，報告したのは「乾燥機（B）

停止」のみであった。 

 

問題点④に対して要因を掘り下げた結果，警報点灯時（異常時）における廃棄

物管理課長Aへの報告事項が社内規定等で明確となっていなかったため，報告

内容は報告者に委ねられていた。このため，廃棄物管理課副長（当直）B は，「乾

燥機（B）停止」のみ報告し，乾燥機（B）停止後の対応については報告する必要が

ないと判断したことから，以下の要因③を抽出した。 
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【要因③】 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）から廃棄物管理

課長への報告事項が明確となっていなかった。 

 

【問題点⑤】 

廃棄物管理課長Aは，廃棄物管理課副長（当直）Bから「乾燥機（B）停止」の連

絡を受けた際に，「乾燥機（B）停止」の報告を了承するだけではなく，その後の対

応まで確認すべきであったが，警報処置手順書の範囲内の対応を実施するという

認識であったため，その後の対応まで確認しなかった。 

 

問題点⑤に対して要因を掘り下げた結果，警報点灯時（異常時）における廃棄

物管理課長Aの確認・判断すべき事項が明確となっていなかったため，廃棄物管

理課副長（当直）B からの報告に対して，さらに掘り下げて停止後の操作内容まで

確認しなかったことから，以下の要因④を抽出した。 

 

【要因④】 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課長の確認・判断すべき事項が

明確となっていなかった。 

 

要因①から④は，NRWの運転操作における警報点灯時（異常時）の問題であ

ることから，まとめると以下のとおりとなる。 

 

【要因①から④のまとめ】 

NRWに対して，警報点灯時（異常時）に対する備えが十分ではなかった。 

 

【問題点⑧】 

協力会社社員Fは，運転操作手順書を一部流用して使用する場合は社内規

定に従い廃棄物管理課副長（当直）Dに報告すべきであったが，報告せずに操作

を実施した。 

 

協力会社社員に対して，手順書どおり実施できない場合には，廃棄物管理課

副長（当直）に報告することを社内規定により要求している。 

問題点⑧に対して要因を掘り下げた結果，協力会社社員Fは，要求どおりの対

応（手順書どおり実施できない場合には，廃棄物管理課副長（当直）に報告）を実

施できていなかったが，これは運転操作手順書の使用方法に関する社内規定の

記載内容が明確ではなかったためであり，協力会社社員 Fは運転操作手順書の

一部流用であっても手順書どおりの操作であると認識していた。このため，「乾燥

機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」の操作は，運転操作手順書を一部

流用して実施するものであったが，社内規定に従い廃棄物管理課副長（当直）D

に報告しなかったことから，以下の要因⑤を抽出した。 

 

【要因⑤】 

運転操作手順書の使用方法に関する社内規定の記載内容が明確ではな

かった。 
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【問題点⑨】 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，樹脂濃度が高い廃液に対して「洗浄ドレン受タ

ンク洗浄操作」を依頼すべきではなかったが，操作を依頼した。 

 

問題点⑨に対して要因を掘り下げた結果，洗浄ドレン受タンク洗浄操作は給液

系の希釈運転後の廃液に対して実施するものであったが，運転操作手順書の前

提条件に「給液系の希釈運転後の廃液に対して実施する」という内容が記載され

ていなかった。このため，廃棄物管理課副長（当直）Dは，樹脂濃度が高い廃液が

洗浄ドレン受タンクに入っているという認識がありながら，運転操作手順書に従い

洗浄ドレン受タンク洗浄操作をするよう依頼したことから，以下の要因⑥を抽出し

た。 

 

【要因⑥】 

洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運転操作手順書の前提条件に「給液系の

希釈運転後の廃液に対して実施する」という内容が記載されていなかった。 

 

１．５ 建屋内排水系配管内からの粒状樹脂の噴き上がりに関する調査 

建屋内排水系配管内に堆積した粒状樹脂の挙動（排水枡からの噴き上がり）を確認

するため，ドラム保管室及びドラム運搬装置メンテナンス室の負圧値の測定結果を模

擬した試験を実施した結果，水分を含んだ状態では配管内の粒状樹脂の移動は確認

されなかったが，乾燥後は粒状樹脂が空気の流れにより配管内を移動し，排水枡から

噴き上がることを確認した。 

なお，事象発生時の対応において排水枡まわりの床面を確認した際に，液体又は

液体が蒸発した痕跡がなかったことから，建屋内排水系配管内の詰まりにより樹脂を含

んだ廃液が排水枡から直接漏えいした可能性はないと判断した。さらに，洗浄ドレン受

タンク洗浄操作後の残水は，薬液床ドレンサンプタンク（B）へ排水されるが，同サンプ

タンクの構造上，背圧の影響はなく，建屋内排水系配管内の流れが阻害されないこと

を確認した。 

 

１．６ 粉末樹脂・金属屑の流入源の特定 

排水枡まわりの床面の堆積物の一部に粉末樹脂，排水枡まわりの床面及び建屋内

排水系配管内部の堆積物の一部に金属屑を確認したことから，「６．１ 粒状樹脂の流

入源の特定」の調査に併せて，粉末樹脂及び金属屑（以下「粉末樹脂等」という。）の

流入源について調査を実施した。 

調査の結果，これまでに粉末樹脂を含む廃液及び濃縮廃液の乾燥処理を実施して

おり，洗浄ドレン受タンク及び除染シンクから建屋内排水系に排水した廃液に少量の

粉末樹脂等が含まれていた可能性が高いことを確認した。また，至近では，平成 29 年

4月5日に実施した洗浄ドレン受タンクの洗浄操作にて，粉末樹脂を含む廃液（粉末樹

脂濃度 約0.21wt％，粉末樹脂量 約2.5kg）を建屋内排水系に排水していたことを確認

した。 

従って，排水した廃液に含まれていた少量の粉末樹脂等が建屋内排水系配管内に

堆積したと推定した。 

 

１．７ 事象発生のメカニズム 

原因調査結果より，建屋内排水系配管内に堆積した粒状樹脂及び粉末樹脂が排水

枡から噴き上がり，床面に堆積したメカニズムを以下のとおり推定した。 
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【① 建屋内排水系配管内に粉末樹脂が堆積】 

①：洗浄ドレン受タンクの洗浄操作（建屋内排水系に自動排水） 

平成 29 年 4 月 5 日，洗浄ドレン受タンク洗浄操作を実施した結果，洗浄ドレン受

タンク内の洗浄廃液は，粉末樹脂受入槽に移送された後，粉末樹脂を含む残水（粉

末樹脂濃度 約 0.21wt％，粉末樹脂量 約 2.5kg）が建屋内排水系に自動排水され

た。 

粉末樹脂は，樹脂の形状や密度等の違いから粒状樹脂に比べ沈降速度が遅い

ため，殆どの粉末樹脂は，薬液床ドレンサンプタンク（B）まで排水されたが，建屋内

排水系配管（分岐管）内に僅かに残存した。 

 

【② 建屋内排水系配管内に粒状樹脂が堆積】 

②－1：乾燥機による焼却処理操作（乾燥機給液タンク(B)に粒状樹脂が残存） 

4 月 6 日，第 2 焼却炉にて樹脂焼却を実施していたところ，「乾燥機・B 圧力高」

警報が点灯したため，乾燥機（B）の停止を判断し，給液系の停止操作を実施した。

そのため，乾燥機給液タンク（B）に粒状樹脂濃度が高い廃液（粒状樹脂濃度 約

9.4wt%，粒状樹脂量 約 81.3kg）が残存した。 

 

②－2：乾燥機給液タンク(B)の洗浄操作（洗浄ドレン受タンクに排水） 

過去の乾燥機給液ポンプや配管における詰まりの発生経験から，同様な詰まりの

発生を懸念し，乾燥機給液タンク（B）に洗浄水を供給しながら，通常運転時（給液系

の希釈運転後）の洗浄廃液より粒状樹脂濃度が高い洗浄廃液を洗浄ドレン受タンク

に排水した。 

 

②－3：洗浄ドレン受タンクの洗浄操作（建屋内排水系に自動排水） 

乾燥機給液タンク（B）と同様な詰まりの発生を懸念し，洗浄ドレン受タンク洗浄操

作を実施した結果，洗浄ドレン受タンク内の洗浄廃液は，粉末樹脂受入槽に移送さ

れた後，粒状樹脂を多く含む洗浄ドレン受タンク内の残水（粒状樹脂濃度 約

2.6wt％，粒状樹脂量 約 28.5kg）が建屋内排水系に自動排水された。 

洗浄ドレン受タンク内の残水には，粒状樹脂が多く含まれており，粒状樹脂の形

状や密度等から沈降速度が速いため，多くの粒状樹脂（約 25.3kg）は，薬液床ドレン

サンプタンク（B）に排水されることなく建屋内排水系配管内に堆積した。 

 

【③ 排水枡から床面への樹脂の堆積】 

4 月 6 日の建屋内排水系への排水以降，本事象が発生した平成 29 年 5 月 2 日ま

での間に，洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系に排水した実績がないことから，堆積

した粉末及び粒状樹脂は徐々に乾燥した。 

その後，建屋内排水系配管内に堆積した粉末及び粒状樹脂は，ドラム保管室

（NWF-150，NWF-137）とドラム運搬装置メンテナンス室（NWF-161，NWF-162，

NWF-183）において，以下のメカニズムで排水枡から噴き上がり，床面に堆積した（約

3.3kg）。 

 

 ドラム保管室：NWF-150，NWF-137 

建屋内排水系配管内に堆積した粒状樹脂は，徐々に乾燥し，部屋間の差圧によ

る空気の流れにより5月2日までに排水枡から粒状樹脂が噴き上がり，床面に堆積し

た。その後，5 月 2 日の午前中にドラム保管室の扉を開放したことにより，ドラム保管

室の排気口に向かう風の流れに沿う方向に飛散した。 
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 ドラム運搬装置メンテナンス室：NWF-161，NWF-162，NWF-183 

建屋内排水系配管内に堆積した粒状樹脂は，徐々に乾燥し，5 月 2 日の午前中

にドラム保管室の扉を開放したことにより，部屋の負圧が大きくなり排水枡から粒状

樹脂が噴き上がり，ドラム保管室の排気口に向かう風の流れに沿う方向に飛散した。 

なお，同室に設置している排水枡 2 箇所（NWF-162，NWF-183）からは粉末樹脂

の堆積も確認している。これは，4 月 5 日に洗浄ドレン受タンク洗浄操作を実施した

際，粉末樹脂を含む洗浄ドレン受タンクの残水を建屋内排水系に排水したことによ

り，建屋内排水系配管（分岐管）内に僅かに残存していた粉末樹脂が，粒状樹脂と

共に同様に排水枡から噴き上がり堆積した。 

 

２ 事象の原因 

本事象の原因は，「樹脂濃度の高い廃液を乾燥機給液タンク（B）から洗浄ドレン受タン

クへ排水操作を実施したことにより，洗浄ドレン受タンクを介し，建屋内排水系に排水（洗

浄ドレン受タンク洗浄操作）した」ことであると推定した。 

本事象の原因に至った要因は，「１．２ 要因分析図に基づく調査」及び「２．４ 運転操

作における問題点の抽出及び要因の整理」より，抽出した以下の要因である。 

 

（１）設備の要因（１．２より抽出） 

 洗浄ドレン受タンクは，通常操作時の洗浄廃液（希釈運転後の洗浄廃液）に対して洗

浄操作を実施した場合においても，約 5kg の樹脂が含まれた状態で建屋内排水系に

排水される設備であった。 

 

（２）運転操作の要因（１．４より抽出） 

①警報処置手順書の処置を実施するための具体的な運転操作手順の不足 

②警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）の役割と権限が不明確 

③警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）から廃棄物管理課長への

報告事項が不明確 

④警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課長の確認・判断すべき事項が不明確 

⑤運転操作手順書の使用方法に関する社内規定の記載内容が不明確 

⑥洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運転操作手順書の不備（前提条件の記載なし） 

（詳細は別添のとおり。） 

保護装置の種類 

及び動作状況 
な し 

放射能の影響 な し 

被 害 者 な し 

他に及ぼした障害 な し 

復旧の日時 

平成 29 年 7 月 24 日 

（保安規定第 93 条に基づき実施した特別措置の原因となった堆積物の回収が完了した

日） 

再発防止対策 

事象の原因で抽出した設備の要因及び運転操作の要因に対して，以下のとおり再発

防止対策を実施する。 

（１）設備の要因に対する再発防止対策 

ア 洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運用変更 

洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系への排水を防止するため，洗浄ドレン受タン
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クのドレン弁2個を「常時閉」運用とする。また，運転操作手順書のうち，洗浄ドレンタ

ンク内の残水を建屋内排水系に自動排水する手順を削除するとともに，自動排水す

る操作を実施できない処置を講じる。 

なお，洗浄ドレン受タンクの点検時には，タンク内の残水を仮設設備により粉末樹

脂受入槽又は濃縮廃液受入タンクへ移送することを社内規定に定め，工事要領書

等に反映する。 

   ＜実施状況＞ 実施済 

 

（２）運転操作の要因に対する再発防止対策 

ア 警報処置手順書の処置を実施可能な手順書の作成（要因①に対する対策） 

警報処置手順書の処置内容に具体的な手順，補足説明等を追加するとともに，

設備を安定した状態にするための手順書として，設備非常停止運転操作手順書を

新規制定する。 

＜実施状況＞ 「乾燥機・B圧力高」警報処置手順書：実施済 

乾燥機の設備非常停止運転操作手順書：実施済 

その他設備の手順書：平成30年度末までに実施 

 

イ 警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）の役割と権限の明確化

（要因②に対する対策） 

設備不具合発生時における行動フロー，確認・報告事項，役割と権限等をまとめ

た異常時の対応ガイドを作成し，社内規定に反映する。 

  ＜実施状況＞ 実施済 

 

ウ 警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課長の確認事項及び廃棄物管理課副長

（当直）の報告事項の明確化（要因③，④に対する対策） 

設備不具合発生時における行動フロー，確認・報告事項，役割と権限等をまとめ

た異常時の対応ガイドを作成し，社内規定に反映する。 

  ＜実施状況＞ 実施済 

 

エ 廃棄物管理課副長（当直）に対する警報点灯時（異常時）の対応訓練の実施 

（要因①から④に対する対策） 

廃棄物管理課副長（当直）があらかじめ作成したシナリオに対して，異常時の対応

ガイドに従い対応できることを確認する。 

＜実施状況＞ 平成30年4月から開始，頻度：1回／半期 

 

オ 運転操作手順書の使用方法に関する社内規定の記載の明確化（要因⑤に対する

対策） 

社内規定に「手順書どおりの操作」の詳細な説明を追加し，運転操作手順書の一

部流用は該当しないことを明確化する。 

   ＜実施状況＞ 実施済 

 

カ 協力会社社員に対する運転操作手順書の使用方法に関する教育の実施（要因⑤

に対する対策） 

協力会社社員に対して運転操作手順書の使用方法に関する教育を実施する。 

＜実施状況＞ 初回実施済，頻度：1回／年度 

 

キ 洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運用変更（要因⑥に対する対策） 

（１）設備の要因に対する対策と同様。 
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（３）再発防止対策の実施による安全文化の醸成への寄与 

要因分析において確認した以下の事実から，NRWの運転を管理する当社社員に対

して，自身の役割に対する責任を果たす姿勢をさらに高める必要があると考える。 

 

ア 要因分析において確認した事実 

①NRWの運転操作は，試運転時より協力会社へ委託しており，協力会社社員は，こ

れまでの運転経験から NRWの運転操作を適切に実施することができ，NRWの運

転操作に関する様々な運転経験も蓄積している。 

②廃棄物管理課副長（当直）は，NRWの運転に関する管理・監督を実施するため，

NRWの設備知識及び異常時の処置を含む操作知識の教育を受け，「NRWの運

転管理，監視及び異常時の対応操作の概要を把握し協力会社社員に適切な業

務依頼ができること」という力量を有している。ただし，NRWの運転操作を協力会

社へ委託していることから，ポンプの起動停止や弁の開閉といった実操作を実施

することはない。 

③廃棄物管理課長は，主に NRWの運転及び保守管理並びに放射性固体廃棄物

の管理に関する業務を実施しているが，廃棄物管理課副長（当直）と同様に NRW

の実操作を実施することはない。 

 

イ 確認した事実からの考察 

廃棄物管理課副長（当直）は，NRWの実操作を実施することはないため，運転操

作に精通し，様々な運転経験を持つ協力会社社員に対して，NRWの操作に係る提

言については疑うことなく頼るといった協力会社社員への依存心が高まったものと推

定している。また，廃棄物管理課長は，力量（NRWの運転管理，監視及び異常時の

対応操作の概要を把握し協力会社社員に適切な業務依頼ができること）を有した者

を廃棄物管理課副長（当直）として登用していること及び NRWの実操作を実施する

ことはない。このため，NRWの操作に係ることについては廃棄物管理課副長（当直）

に任せておけば問題ないと考え，NRWの運転操作の責任者という役割に対して責

任を果たすことができなかったと推定している。 

 

ウ 安全文化の醸成に対する再発防止対策の有効性 

運転操作の要因に対する対策イ，ウ，エを実施することにより，廃棄物管理課副長

（当直）及び廃棄物管理課長は，自身の役割について理解を深め，自身の役割に

対する責任を果たす姿勢を醸成することができるため，さらなる安全文化の醸成に

対して寄与するものと考える。 

 

 運転操作の要因に対する再発防止対策 イ 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）の役割と権限の明確化 

 

 運転操作の要因に対する再発防止対策 ウ 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課長の確認事項及び廃棄物管理課副

長（当直）の報告事項の明確化 

 

 運転操作の要因に対する再発防止対策 エ 

廃棄物管理課副長（当直）に対する警報点灯時（異常時）の対応訓練の実施 

 

（４）他の運転操作・機器への水平展開 

本事象の原因を踏まえ，水平展開対象の抽出フローを運転操作（運転操作におけ

る建屋内排水系への排水）と保守点検（保守点検時における建屋内排水系への排水）
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に分けて作成し，そのフローに従い水平展開対象の運転操作・機器を抽出した。 

抽出した運転操作・機器に対して，以下の分類で対策を実施する。 

 

ア 本事象と同様に自動操作により建屋内排水系に排水される運転操作については，

インターロックの改造又は運転操作の削除等を実施し，自動操作による排水を防止

する。ただし，液体廃棄物処理系への排水基準値以内であることを確認できる場合

には，十分に希釈したうえで排水する。 

 

イ 手動操作による排水（運転操作及び保守点検）については，濃縮廃液の場合は，サ

ンプルの採取，測定を実施し，液体廃棄物処理系への排水基準値以内となるよう

必要に応じて希釈したうえで排水する。また，固形物（粉末樹脂，粒状樹脂及び活

性炭）を含む廃液の場合は，排水枡にフィルタを取り付けることにより，固形物を回

収したうえで排水する。 

（詳細は別添のとおり。） 

 



 

別添 

 

 

 

 

浜岡原子力発電所 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋）地下２階 

における放射性物質を含む堆積物の確認 

に伴う立入制限区域の設定について 

 

 

 

 

 

平成２９年１１月 提出 

平成３０年 ４月 補正 

中部電力株式会社 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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はじめに 

 

平成 29 年 5 月 2 日 14 時 30 分頃，協力会社社員（委託運転員）が廃棄物減容処理

装置建屋（第 1 建屋）地下 2 階ドラム運搬装置メンテナンス室の排水枡まわりの床面

に粉状の堆積物を発見した。さらに，同室で 2 箇所，隣接するドラム保管室で 2 箇所

の排水枡まわりの床面に粉状の堆積物があることを発見した。最初に発見した粉状の

堆積物の表面汚染密度が 141Bq/cm2 であり，浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定

第 93 条で定める管理区域内における特別措置が必要な基準である 40Bq/cm2を超え

たため，17 時 10 分，特別措置を講じた。このことから，実用発電用原子炉の設置、

運転等に関する規則第 134 条第 10 号に定める報告事象に該当すると判断した。 

これらの内容については，本浜岡発第 418 号（平成 29 年 5 月 12 日付け）をもっ

て原子力規制委員会に報告した。 

その後，本事象の原因調査の結果と対策について，本原原発第 32 号（平成 29 年

11 月 20 日付け）をもって原子力規制員会に報告した。 

今回の報告書は，平成 29 年 11 月 20 日の報告後に実施した原子力規制庁への報告

内容の説明を踏まえ，本事象に関する原因調査，対策等について追加・修正等を行い，

補正として報告するものである。 

 



ii 
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１ 件名 

浜岡原子力発電所 廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋）地下 2階における 

放射性物質を含む堆積物の確認に伴う立入制限区域の設定について 

 

２ 事象発生の日時 

平成 29 年 5 月 2 日（火）17 時 10 分（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則第 134 条第 10 号に定める報告事象に該当すると判断した時刻） 

 

３ 事象発生の場所 

 浜岡原子力発電所 廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 
 

４ 事象発生の発電用原子炉施設名 

廃棄設備－液体固体廃棄物処理設備 液体廃棄物処理系 

 

５ 事象の状況 

平成 29 年 5 月 2 日 14 時 30 分頃，廃棄物減容処理装置建屋（第 1 建屋）（以下

「NRW-Ⅰ」という。）※1の巡視点検を実施していた協力会社社員（委託運転員）※2（以

下「協力会社社員」という。）が NRW-Ⅰ地下 2 階（放射線管理区域（以下「管理区

域」という。））ドラム運搬装置メンテナンス室で排水枡まわりの床面に粉状の堆積

物を発見したため，廃棄物管理課副長（当直）に報告した。この報告を受け，当社

社員が現場を確認したところ，当該箇所に粉状の堆積物を確認した。 

さらに，協力会社社員が現場調査を実施したところ，同室で 2 箇所，隣接するド

ラム保管室で 2 箇所の排水枡まわりの床面に粉状の堆積物があることを発見した

ため，廃棄物管理課副長（当直）に報告した。この報告を受け，当社社員が現場を

確認したところ，当該箇所に粉状の堆積物を確認した。 

最初に発見した場所における粉状の堆積物の放射能濃度を測定し，表面汚染密度

を算出した結果 141Bq/cm2であり，浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定（以下「保

安規定」という。）第 93 条で定める管理区域内における特別措置※3が必要な基準で

ある 40Bq/cm2を超えたため，17 時 10 分，保安規定第 93 条に基づき特別措置を講

じた。また，その他の場所に対しても同様に，18 時 25 分に特別措置を講じた。 

その後，18 時 40 分から 19 時 20 分にかけて，5 箇所の粉状の堆積物を全て回収

し，翌 5 月 3 日 15 時 45 分から 17 時 15 分に 5 箇所の除染作業を実施した。 

本事象に伴う外部への放射性物質による影響はなかった。 

詳細について，以下に示す。 

添付資料１，２，３，４，５，６，７，８，９ 

                                                   
※1 発電所の放射線管理区域において発生した放射性固体廃棄物の減容を行うための機器等のある建屋。  
※2 廃棄物減容処理装置建屋に設置された共用施設の運転に従事する委託運転員。 
※3 人の立入制限措置として標識を設けて他の場所と区別し，区画，施錠等の措置の実施。 
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５．１ 事象発生時の対応及び堆積物の確認 

平成 29 年 5 月 2 日 14 時 30 分頃，協力会社社員 A が 1 回／日の頻度で巡視点検

を実施していたところ，NRW-Ⅰ地下 2 階ドラム運搬装置メンテナンス室（1B1区域）

で排水枡まわりの床面（場所①）に粉状の堆積物を発見したため，協力会社放射線

管理員 A に当該堆積物の汚染状況の確認を依頼した。協力会社放射線管理員 A は粉

状の堆積物の表面汚染密度を確認するため，GM 汚染サーベイメータを用いた間接

法※4（以下「間接法」という。）により測定した。その結果，0.7Bq/cm2の汚染を確

認した。協力会社社員 A は，この結果を受け，直ちに廃棄物管理課副長（当直）に

報告した。報告を受けた廃棄物管理課副長（当直）は，不用意な汚染拡大防止等の

観点から現場での人払い及び現場調査を協力会社社員 A に依頼した。また，この報

告を受けた当社社員 A が現場を確認したところ，当該箇所に粉状の堆積物（約 70cm

×約 80cm）を確認した。 

同じく報告を受けた放射線管理課長は，直ちに事務所内に設置されたエリア・ダ

ストデータ収集システムにより，NRW-Ⅰ地下 2 階に設置されたエリア放射線モニ

タ及び建屋ダスト放射線モニタの値（トレンド表示）を確認したところ，モニタの

値に有意な変動がないことを確認した。その後，管理区域内で別の対応をしていた

協力会社放射線管理員 B,C を当該場所に派遣するとともに，事務所から当社社員

B,C を現場に派遣した。 

14 時 40 分頃，当該場所に到着した協力会社放射線管理員 B,C は，汚染範囲を特

定するため，間接法による表面汚染密度測定によりドラム運搬装置メンテナンス室

前から階段室前までの床面に汚染が拡大していないことを確認した後，ドラム運搬

装置メンテナンス室入口をテープ等で区画した。また，区画した場所への入室にあ

たっては，身体汚染防止及び汚染拡大防止のため，シューズカバー及びゴム手袋を

着用するエリアに設定した。 

続いて 14 時 50 分頃，当該室内（場所①）近傍の放射線状況を把握するため，線

量当量率，表面汚染密度及び空気中放射性物質濃度の測定を行い，線量当量率につ

いては管理区域の細区分に係る 1 区域の基準値以内（0.1mSv/h 以下）であること，

表面汚染密度については粉状の堆積物及び粉状の堆積物周囲の床面で汚染を確認

したが，空気中の放射性物質は検出されないことを確認した。 

このことから，放射線管理課長は，粉状の堆積物を発見した協力会社社員 A 及び

協力会社放射線管理員 A，B，C（合計 4 名）の内部被ばくのおそれ及び身体への汚

染の付着の可能性は低いと判断するとともに，管理区域の細区分に係る基準に基づ

き，区画した場所を青長靴及びゴム手袋を着用するエリアに変更した。 

また，協力会社放射線管理員 B は，当該室内（場所①）の排水枡から空気の噴き

上がりがあることを確認※5したため，当社社員 D に報告した。同じく報告を受けた

                                                   
※4 スミヤ布による測定。 
※5 排水枡外への粉状の堆積物の噴き上がりは確認していない。 
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放射線管理課長は，排水枡からの空気の噴き上がりは，ドラム保管室及びドラム運

搬装置メンテナンス室が負圧管理されていることによるものと推測し，15 時 10 分

頃，ドラム運搬装置メンテナンス室とドレンサンプタンク室の間の扉を開放するこ

とを指示し，協力会社放射線管理員 B が当該扉を開放したことにより，ドラム運搬

装置メンテナンス室の排水枡からの空気の噴き上がりは抑制された。 

その後 15 時 35 分頃，廃棄物管理課副長（当直）から現場調査の依頼を受けてい

た協力会社社員 B は，同室で 2 箇所（場所②，③），ドラム保管室で 2 箇所（場所

④，⑤）の排水枡まわりの床面に粉状の堆積物があることを発見したため，廃棄物

管理課副長（当直）に報告した。この報告を受け，当社社員 E が現場を確認したと

ころ，当該箇所に粉状の堆積物を確認した。表 1 に粉状の堆積物を確認した場所を

示す。 

なお，19 時 10 分頃より粉状の堆積物を確認した排水枡と繋がる他の排水枡を 4

班編成で確認しており，上記 5 箇所以外の排水枡に粉状の堆積物がないことを確認

するとともに，各班に同行していた当社社員 B,C,F,G により，排水枡表面及び排

水枡周辺の床面に汚染がないことを間接法により確認している。 

添付資料２，３，９，１０，１１，１２，１３，１４，１５，１６，１７，１８ 

 

表 1 粉状の堆積物の確認場所 

堆積物の確認場所 
堆積物の範囲 堆積物の体積 

場所 No 排水枡の番号 部屋 

① NWF-161 ドラム運搬装置メンテナンス室 約 70 cm×約 80 cm 2,080 cm3 

② NWF-183 ドラム運搬装置メンテナンス室 
約 50 cm×約 180 cm 900 cm3 

③ NWF-162 ドラム運搬装置メンテナンス室 

④ NWF-150 ドラム保管室 約 80 cm×約 70 cm 560 cm3 

⑤ NWF-137 ドラム保管室 約 240 cm×約 120 cm 3,280 cm3 

 

５．２ 排水枡まわりの堆積物の測定 

最初に発見した場所①における表面汚染密度の信頼性を向上させるため，平成 29

年 5 月 2 日 15 時 25 分頃，協力会社放射線管理員 D は，青長靴及びゴム手袋を着用

し，堆積物の範囲及び形状を考慮して，堆積物の一部をポリ容器に採取した。その後，

当社社員 Iは，化学分析室において，メスシリンダーに堆積物を分取して体積を測定

し，ペトリ皿に移したのちに波高分析装置にて放射能濃度を測定した。この結果，放

射能濃度は 380Bq/cm3 であり，堆積物の範囲と体積から算出した表面汚染密度は 

141Bq/cm2であった。 

その後，場所②から⑤も同様に表面汚染密度を確認するため，堆積物の測定を行

った。測定結果は，表 2 堆積物の測定結果（代表サンプルの測定結果）に示すとお

りであり，表面汚染密度の最大値は場所①における 141Bq/cm2，場所①から場所⑤
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における放射能量の合計は 3.2×106Bq であった。 

また，採取した堆積物の性状を確認するため，走査型電子顕微鏡にて観察及び定性

分析を行った結果，堆積物は粒状樹脂，粉末樹脂及び金属屑であることを確認した。 

添付資料３，１０，１９ 

 

表 2 堆積物の測定結果（代表サンプルの測定結果） 

場所 

No 

排水枡の 

番号 

放射能濃度 [Bq/cm3] 放射能量※6 

 ［Bq］ 

表面汚染密度※7 

［Bq/cm2］  検出核種 

① NWF-161 380 Co-60 7.9×105 141 

② NWF-183 300 Co-60 

Cs-137 
2.7×105 30 

③ NWF-162 72 

④ NWF-150 740 
Co-60 

Mn-54 
4.1×105 73 

⑤ NWF-137 530 
Co-60 

Mn-54 
1.7×106 59 

合計   3.2×106  

 

なお，代表サンプルによる測定の妥当性を確認するため，以下に示すとおり，回収

した堆積物全量の測定を実施した。 

回収した全ての堆積物を，化学分析室において，堆積物の場所毎に 100mL ポリ容器

に分取して重量を測定し，空の 100mL ポリ容器との重量の差から樹脂の重量を算出し

た。測定した重量に実測により得た比体積 1.6cm3/g を掛けて体積を算出したのちに，

波高分析装置にて放射能濃度を測定した。その後，得られた放射能濃度から堆積物の

場所毎の放射能量及び表面汚染密度を算出した。 

測定結果は，表 3 堆積物の測定結果（堆積物全量の測定結果）に示すとおりであり，

表面汚染密度の最大値は，場所①における 175Bq/cm2，場所①から場所⑤における放

射能量の合計は 3.3×106Bq であった。 

以上のことから，「代表サンプルの測定結果」と「堆積物全量の測定結果」の放射

能量及び表面汚染密度は同程度であり，代表サンプルによる測定の妥当性を確認し

た。 

 

 

 

 

                                                   
※6 放射能量[Bq] ＝ 放射能濃度 ［Bq/cm3］ × 堆積物の体積 [cm3] 

※7 表面汚染密度[Bq/cm2] ＝ 放射能量 ［Bq］ ÷ 堆積物の範囲 [cm2] 
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表 3 堆積物の測定結果（堆積物全量の測定結果） 

場所 

No 

排水枡の 

番号 

堆積物の重量 

［g］ 
検出核種 

放射能量 

 ［Bq］ 

表面汚染密度 

［Bq/cm2］ 

① NWF-161 1,057.6 

Co-60，Cs-137， 

Mn-54，Zn-65 

9.8×105 175 

② NWF-183 
357.0 2.4×105 27 

③ NWF-162 

④ NWF-150 154.8 2.1×105 38 

⑤ NWF-137 1,768.6 1.9×106 66 

合計  3,338.0  3.3×106  

 

５．３ 特別措置の実施 

（１）管理区域の細区分の変更 

放射線管理課長は，場所①における堆積物の表面汚染密度が 141Bq/cm2であり，

保安規定第 93 条で定める管理区域内における特別措置が必要な基準である

40Bq/cm2を超えていたため，平成 29 年 5 月 2 日 17 時 10 分，場所①に対して保

安規定第 93 条に基づき，管理区域内における特別措置として人の立入制限を実

施し，管理区域の細区分を変更した。 

さらに，場所④，⑤についても，堆積物の表面汚染密度が 40Bq/cm2を超えてい

たため，18 時 25 分，同一区画で管理している場所②，③も含めて，同様に特別

措置を実施し，管理区域の細区分を変更した。表 4 に設定変更前後の管理区域の

細区分を示す。 

添付資料１７，１８ 

 

表 4 管理区域の細区分 

場所 

Ｎｏ 

排水枡の 

番号 
部屋 

管理区域の細区分※8 

設定変更前 設定変更後 

① NWF-161 ドラム運搬装置メンテナンス室 1B1 1D 

② NWF-183 ドラム運搬装置メンテナンス室 1C 1D 

③ NWF-162 ドラム運搬装置メンテナンス室 1C 1D 

④ NWF-150 ドラム保管室 3C 3D 

⑤ NWF-137 ドラム保管室 3C 3D 

 

（２）排水枡まわりの堆積物の回収 

5 月 2 日 18 時 40 分から 19 時 20 分にかけて，D区域装備に全面マスクを追加着用

し，計量スコップ及びスミヤ布を用いて 5箇所の堆積物を全て回収した。 

なお，回収作業時に堆積物を回収した場所の床面に，液体又は液体が蒸発した痕

                                                   
※8 管理区域の細区分を示す記号は，添付資料１７を参照。 
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跡は確認できなかった。 

添付資料１７ 

 

（３）汚染を確認した場所の除染 

5 月 3 日 15 時 45 分から 17 時 15 分にかけて，堆積物により汚染した場所を濡れ

ウエスにて拭き取り除染した後，間接法により表面汚染密度の測定を実施した。 

表 5に除染作業前後の表面汚染密度を示す。 

添付資料２０，２１ 

 

表 5 表面汚染密度 

場所

Ｎｏ 

排水枡の 

番号 
部屋 

表面汚染密度 ［Bq/cm2］ 

除染作業前※9 除染作業後※10 

① NWF-161 ドラム運搬装置メンテナンス室 6×101 < 2×10-2 

② NWF-183 ドラム運搬装置メンテナンス室 4 1×10-1 

③ NWF-162 ドラム運搬装置メンテナンス室 4×101
 1×10-1 

④ NWF-150 ドラム保管室 6×101 < 2×10-2 

⑤ NWF-137 ドラム保管室 3×102 < 2×10-2 

 

（４）管理区域の細区分の復旧 

汚染を確認した場所の除染を実施したことにより，表面汚染密度が管理区域内に

おける特別措置が必要な基準である 40Bq/cm2を下回ったため，5月 3日 17 時 15 分

に管理区域の細区分を設定変更前に復旧した。 

添付資料１７，２０，２１ 

 

５．４ 安全措置の実施 

堆積物を確認した排水枡に繋がる建屋内排水系配管内部の確認作業のため，管理区

域の細区分をドラム運搬装置メンテナンス室は1B及び1C区域から1D区域に変更し，

ドラム保管室は 3C 区域から 3D 区域に変更した。 

さらに，排水枡まわりの床面への汚染拡大防止措置として，排水枡からの空気の噴

き上がりを抑制するために，ドラム運搬装置メンテナンス室とドレンサンプタンク室

の間の扉の開放を維持するとともに，建屋内排水系配管内の状態を変えないために，

当該事象に関わる調査以外の作業規制及び堆積物を確認した排水枡からの排水先で

ある，薬液床ドレンサンプタンク(B)への排水を禁止とした。 

また，原因調査時における作業現場の作業開始前，作業中，作業終了時には，設定

した管理区域の細区分に応じ，空気中放射性物質濃度の測定又は床面の表面汚染密度

測定を行い，作業員の身体汚染防止及び作業による汚染の拡大防止を図った。 

                                                   
※9 堆積物の性状を考慮して GM 汚染サーベイメータによる直接法により測定。 

※10 堆積物を回収したことから間接法により測定。 
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加えて，更なる汚染拡大防止の観点から建屋内排水系配管内に堆積した堆積物を回

収するまでの間，不用意な被ばくを防止するため，NRW-Ⅰへの立入制限（立入者管理

区域及び立入禁止区域の設定）を実施するとともに，以下の措置を実施した。 

添付資料１７，２２，２３，２４ 

 

（１）差圧監視の強化 

汚染拡大防止を実施したエリア（ドラム運搬装置メンテナンス室及びドラム保管

室）の差圧計指示値を廃棄物減容処理装置建屋制御室にて監視可能とするために，

監視カメラを設置し，差圧に有意な変化がないことを連続的に監視するとともに，

１時間毎に記録した。 

添付資料２２，２５ 

 

（２）管理区域の細区分の変更 

堆積物を確認した排水枡に繋がる一部の建屋内排水系配管内の調査結果から，

NRW-Ⅰ地下 2階に設置している建屋内排水系配管内に堆積物を確認した。 

このため，配管内の環境変化により，汚染拡大防止を実施していない排水枡から

の噴き上がりによる汚染の拡大を防止するため，放射線管理課長の指示により，堆

積物を確認した建屋内排水系配管に接続される NRW-Ⅰ地下 2 階の排水枡 22 箇所に

ついて，汚染拡大防止の養生を設置するとともに，管理区域の細区分を D区域に変

更した。 

添付資料２２，２４ 

 

（３）NRW-Ⅰ内の汚染状況確認の強化等 

堆積物を確認したNRW-Ⅰ地下2階の排水枡付近の空気中放射性物質濃度を連続サ

ンプリングするとともに，堆積物を確認した建屋内排水系配管に接続される NRW-

Ⅰ地下2階の排水枡22箇所のD区域周辺及びNRW-Ⅰ地下1階以上の各階について，

1 回／日の頻度で表面汚染密度の測定を実施し，汚染が拡大していないことを確認

した。 

添付資料２２，２６ 

 

５．５ 建屋内排水系配管内の確認及び堆積物の回収 

（１）配管内部の確認 

堆積物を確認した排水枡に繋がる建屋内排水系配管内部を確認するため，排水枡

及び点検口から CCD カメラを挿入して調査を実施した。 

調査の結果，NRW-Ⅰ地下 1階の洗浄ドレン受タンクより流入するラインの下流側

に繋がる建屋内排水系配管内（約 11m），NRW-Ⅰ地下 2階の排水枡 NWF-162 直下，洗

浄ドレン受タンクからの流入部及び各排水枡から繋がる集合部の建屋内排水系配
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管内（約 34m）に堆積物を確認した。 

このため，建屋内排水系配管内の堆積物が，配管内の環境変化により，汚染拡大

防止を実施していない排水枡からの噴き上がりによる汚染拡大を防止するため，薬

液床ドレンサンプタンク（B）に繋がる排水枡 148 箇所に閉止蓋を取り付けた。し

かし，換気系主排気ユニット（A）(B)内の排水枡 2箇所については，取付対象から

除外していたため，閉止蓋を取り付けていなかった。 

添付資料２２，２７，２８ 

 

（２）配管内部の堆積物の回収 

建屋内排水系配管内部に確認した堆積物を回収するため，排水枡及び点検口から

真空掃除機のホースを挿入して堆積物の回収を実施した。回収作業時の安全措置と

して，回収した堆積物による汚染の拡大防止を図るために作業エリアの管理区域の

細区分を D区域に変更し，作業中は空気中放射性物質濃度の測定を実施した。 

また，回収した堆積物の性状を確認するため，走査型電子顕微鏡による観察及び

定性分析を行った結果，建屋内排水系配管内の堆積物は一部の金属屑を除き粒状樹

脂のみであることを確認した。 

添付資料１７，２２，２３，２４，２９ 

 

５．６ 本事象に係る対応者の放射線管理状況 

（１）初期対応（現場状況の確認，排水枡まわり堆積物の回収及び除染作業） 

本事象における現場状況の確認，排水枡まわりの堆積物の回収及び除染作業にあ

たっては，対応者に管理区域の細区分に合わせた防護衣具類等を着用させるととも

に，異常が発生した際，直ちに作業中断・退避を指示できるよう当社社員及び協力

会社放射線管理員を配置した。 

初期対応者の外部放射線による個人最大線量は 0.14mSv であり，発電所で定める

線量管理の日管理線量（1日 1mSv）を十分に下回っていた。また，管理区域から退

域する際の体表面モニタによる身体汚染検査においても汚染は検出されず，本事象

で発生した放射性物質を含む堆積物による身体の汚染，内部被ばくはないことを確

認した。 

しかし，堆積物発見から立ち入り制限の実施及び管理区域の再区分の変更（D 区

域）までの期間，全面マスクの着用を指示していなかったことから，放射線管理課

長の判断で，体外計測法（ホールボディカウンタ）による測定を実施し，内部被ば

くがないことを再度確認した。 

添付資料３０ 
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（２）初期対応後の対応（建屋内排水系配管内部の確認及び堆積物の回収作業） 

初期対応後の作業にあたっては，対応者は管理区域の細区分に合わせた防護衣具

類等を着用したうえで作業を実施した。 

初期対応後の対応者の外部放射線による個人最大線量は 0.22mSv であり，発電所

で定める線量管理の日管理線量（1日 1mSv）を十分に下回っていた。また，管理区

域から退域する際の体表面モニタによる身体汚染検査においても汚染は検出され

ず，本事象で発生した放射性物質を含む堆積物による身体の汚染，内部被ばくはな

いことを確認した。 

添付資料３０ 

 

５．７ 樹脂の噴き出し時期の推定 

（１）ドラム運搬装置メンテナンス室 

協力会社社員は，ドラム運搬装置メンテナンス室の巡視点検を 1回／日の頻度で

実施しており，平成 29 年 5 月 1 日 14 時頃の巡視点検時には床面に堆積物がなかっ

たことを聞き取り調査により確認した。また，5 月 1 日，2 日にドラム運搬装置メ

ンテナンス室における作業計画がないことを確認しており，隣室のドレンサンプタ

ンク室においては作業を実施していたが，作業員がドラム運搬装置メンテナンス室

に入室していないことを聞き取りにより確認した。 

 

（２）ドラム保管室 

ドラム保管室は，焼却炉で焼却した灰を封入したドラム缶を一時的に保管する場

所としてのみ使用しており，高線量エリアとして常時，人が立ち入ることがないよ

う管理しているため，巡視点検の実施対象外としているが，至近では，平成 29 年 3

月 27 日のドラム保管室からのドラム缶の移動作業時に，協力会社社員が入室して

おり，ドラム保管室内を目視で確認し，床面に堆積物がなかったことを聞き取り調

査により確認した。 

 

以上の聞き取り調査結果より，建屋内排水系配管内の樹脂は，ドラム運搬装置メン

テナンス室については 5月 1日 14 時以降，ドラム保管室については 3月 27 日以降に

排水枡から噴き上がり床面に堆積したと推定した。 
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６ 原因調査 

６．１ 粒状樹脂の流入源の特定 

建屋内排水系への粒状樹脂の流入源を特定するため，堆積物を確認した排水枡が繋

がっている「廃棄物減容処理装置床ドレン系，薬液ドレン系ライザー線図」を確認し

た結果，流入源は，①洗浄ドレン受タンク，②除染シンク，③排水枡の 3箇所に限定

できたため，以下の調査を実施した。 

なお，計装ドレンについては，計器点検時の計装配管内のドレンが流入するが，補

助蒸気が流れる計装配管であり，粒状樹脂の流入源とならないことが明らかであるた

め，調査対象から除外した。 

添付資料３１ 

 

（１）洗浄ドレン受タンク 

ア 運転操作による排水 

洗浄ドレン受タンクには，樹脂の乾燥処理終了後に実施する乾燥機給液タン

ク・乾燥機等の希釈運転（以下「給液系の希釈運転」という。）の際に発生する廃

液（以下「洗浄廃液」という。）が排水されるため，洗浄ドレン受タンク内の洗浄

廃液に樹脂が含まれる。また，洗浄ドレン受タンク内の洗浄廃液は，定期点検前

等に実施する洗浄操作により減容固化用復水系粉末樹脂受入槽（以下「粉末樹脂

受入槽」という。）へ移送された後，同タンク内に残った洗浄廃液（以下「残水」

という。）が建屋内排水系へ自動排水されることから，建屋内排水系へ排水される

残水に樹脂が含まれる可能性がある。 

そこで，洗浄ドレン受タンクの洗浄操作実績を調査した結果，洗浄ドレン受タ

ンク内に粒状樹脂が含まれた状態での洗浄操作の実績は，平成 29 年 4 月 6 日のみ

であることを確認した。 

添付資料３２，３３ 

 

イ 点検作業による排水 

洗浄ドレン受タンクの点検作業時には，作業前にタンク底部の廃液，作業中に

タンク内面の洗浄作業時の廃液を直接，建屋内排水系に排水する手順としている。

そのため，作業時の排水実績を調査した結果，至近では平成 22 年に当該タンクの

点検を実施しており,点検前の運転操作の実績から,点検時の排水には粉末樹脂が

含まれていた可能性はあるが,粒状樹脂は含んでいないことを確認した。 

添付資料３４ 

 

（２）除染シンク 

除染シンクは，乾燥機の点検時に主軸を洗浄する目的で設置したシンクであり，

使用実績を調査した結果，乾燥機の主軸の洗浄のみに使用しており，シンクから排
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水される洗浄後の廃液に含まれる樹脂は，乾燥機の主軸の隙間部に残存したわずか

な量であったことを確認した。 

添付資料３４ 

 

（３）排水枡（平成 30 年 1 月 18 日の事象において新たな接続先として確認した排水

枡を含む） 

堆積物を確認した建屋内排水系に繋がる排水枡に直接排水した点検作業の実績

を調査した結果，樹脂を含んだ廃液を排水した実績はないことを確認した。 

添付資料３４，７７ 

 

以上の結果より，堆積物の主成分である粒状樹脂の建屋内排水系への流入源は洗浄

ドレン受タンクであり，平成 29 年 4 月 6 日の洗浄操作により洗浄ドレン受タンクか

ら粒状樹脂を排水したと特定した。 

 

６．２ 要因分析図に基づく調査 

平成 29 年 4 月 6 日の洗浄ドレン受タンクの洗浄操作により，建屋内排水系配管内

に粒状樹脂が堆積した原因を特定するため，要因分析図を作成し調査を実施した。 

添付資料３５ 

 

（１）粉末樹脂受入槽の撹拌 

乾燥機給液タンクへの移送前に粉末樹脂受入槽内の使用済樹脂を含んだ廃液の

撹拌が十分に行われていない可能性があるため，復水系粉末樹脂放出混合ポンプの

設計及び保守の調査を実施した。調査の結果，復水系粉末樹脂放出混合ポンプには

設計条件を満足する性能を有したポンプを選定しており，保全作業の結果も異常が

ないことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

添付資料３６，３７ 

 

（２）粉末樹脂受入槽から乾燥機給液タンクへの移送 

使用済樹脂を含んだ廃液を粉末樹脂受入槽から乾燥機給液タンクへ移送する際

に配管内に使用済樹脂が堆積する可能性があるため，復水系粉末樹脂ブースタポン

プの設計及び保守の調査を実施した。調査の結果，復水系粉末樹脂ブースタポンプ

には設計条件を満足する性能を有したポンプを選定しており，保全作業の結果も異

常がないことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認

した。 

添付資料３８，３９ 
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（３）乾燥機給液タンクから乾燥機給液ヘッドタンクへの移送 

乾燥機給液ヘッドタンクへの移送時に乾燥機給液タンク内の使用済樹脂を含ん

だ廃液の撹拌及び移送が十分に行われていない可能性があるため，乾燥機給液ポン

プの設計及び保守の調査を実施した。調査の結果，乾燥機給液ポンプには設計条件

を満足する性能を有したポンプを選定しており，保全作業の結果も異常がないこと

から，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

添付資料４０，４１ 

 

（４）乾燥機での乾燥及び乾燥機スクリューフィーダでの移送 

乾燥機及び乾燥機スクリューフィーダに想定以上の使用済樹脂が堆積し，洗浄に

より洗浄ドレン受タンクへ使用済樹脂を含んだ洗浄水が排水される可能性がある

ため，乾燥機及び乾燥機スクリューフィーダの設計及び保守の調査を実施した。調

査の結果，乾燥機は，使用済樹脂を含んだ廃液を常時定格流量で処理しており，乾

燥機で全量乾燥された後，乾燥機スクリューフィーダで全量移送可能な設計となっ

ていること及び保全作業の結果も異常がないことから，建屋内排水系配管内での樹

脂堆積の要因とならないことを確認した。 

添付資料４２，４３ 

 

（５）洗浄ドレン受タンクからの廃液の移送及び建屋内排水系への排水 

乾燥機給液タンクからの洗浄廃液を受入れた洗浄ドレン受タンクの洗浄操作の

際に，減容固化用濃縮廃液受入タンク（以下「濃縮廃液受入タンク」という。）へ

の洗浄廃液の移送が設計どおり行われていない可能性があるため，以下に示す調査

を実施した。 

また，洗浄操作後に建屋内排水系に排水される残水に樹脂が多く含まれている場

合，建屋内排水系配管内に樹脂が堆積する可能性があるため，残水の性状について

も併せて調査を実施した。 

さらに，平成 27 年に使用済樹脂を含んだ廃液の移送先を，濃縮廃液受入タンク

から粉末樹脂受入槽へ変更※11しているため，移送先変更による影響についても調査

を実施した。 

 

ア 濃縮廃液受入タンクへの移送 

洗浄ドレン移送ポンプを含む洗浄廃液の移送ラインについて設計条件を調査し

た。調査の結果，当該移送ラインは，給液系の希釈運転後の洗浄廃液を移送する

ことを想定し設計していた。そのため，樹脂濃度が高い廃液の場合は必要な流速

                                                   
※11 使用済樹脂乾燥処理後に発生する乾燥機等の洗浄廃液は洗浄ドレン受タンクへ排水され，その後，濃縮

廃液受入タンクへ移送されるが，セメント固化処理期間は濃縮廃液受入タンクを隔離する必要があった。

そのため，セメント固化処理期間でも乾燥処理が実施できるように，移送先を粉末樹脂受入槽へ変更し

た。 
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が確保できず，適切に樹脂が移送されない可能性があることから，建屋内排水系

配管内での樹脂堆積の要因となることを確認した。 

なお，洗浄ドレン移送ポンプの保全作業の結果には異常はなかった。 

添付資料４４，４５ 

 

イ 洗浄ドレン受タンクの洗浄操作後における建屋内排水系への残水の排水 

通常操作時の残水（設計上，洗浄ドレン受タンクへの受入れを想定している給

液系の希釈運転後の洗浄廃液に対して洗浄操作を実施した後の残水）及び平成 29

年4月6日の洗浄操作にて建屋内排水系へ排水した残水について性状を調査した。

調査の結果，どちらの残水の樹脂濃度も液体廃棄物処理系の設計仕様より高いこ

とから，建屋内排水系へ排水する廃液としては適切ではなく，建屋内排水系配管

内での樹脂堆積の要因となることを確認した。 

添付資料４６ 

 

ウ 粉末樹脂受入槽への移送先変更 

移送先を粉末樹脂受入槽に変更したことによる影響を確認するため，移送先変

更後の試運転実績の調査を実施した。調査の結果，移送先変更後の移送配管に対

して，洗浄ドレン移送ポンプは設計条件を満足する性能を有していることを確認

したことから，移送先変更による影響はなく，建屋内排水系配管内での樹脂堆積

の要因とならないことを確認した。 

添付資料４７ 

 

（６）建屋内排水系配管の詰まり 

建屋内排水系配管内で錆，異物により流路の狭窄（きょうさく）※12あるいは閉塞

が生じた場合，使用済樹脂が配管内に堆積する可能性があるため，排水枡及び点検

口から CCD カメラを挿入して配管内部の詰まり状況について調査を実施した。調査

の結果，配管内には粒状樹脂のみが堆積しており，配管内で流路を閉塞させるよう

な錆，異物は確認されなかったことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因

とならないことを確認した。 

添付資料４８ 

 

（７）薬液床ドレンサンプタンク（B）の背圧 

薬液床ドレンサンプタンク（B）内の水の背圧により，使用済樹脂が建屋内排水

系配管内に堆積する可能性があるため，薬液床ドレンサンプタンク（B）のレベル

の設計の調査及び点検を実施した。調査及び点検の結果，建屋内排水系配管流入部

のレベルは，薬液床ドレンサンプタンク（B）の水位レベル高よりも高い位置（水

                                                   
※12 すぼまって狭くなっていること。 



14 

位レベル高高と同じ高さ）であること，及び事象発生前に同タンクの水位レベル高

高の警報が点灯していないことを確認した。さらに，レベル計を点検した結果，水

位レベル高及び高高のレベル設定値に異常はないことも確認した。そのため，薬液

床ドレンサンプタンク（B）内の水の背圧による影響はなく，建屋内排水系配管内

での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

添付資料４９，５０ 

 

（８）粉末樹脂受入槽への受入れ 

粉末樹脂受入槽に設計濃度以上の粒状樹脂を受入れた可能性があるため，設計濃

度及び受入れた樹脂濃度について調査を実施した。調査の結果，平成 29 年 4 月 6

日に処理をした粒状樹脂を含む廃液の樹脂濃度は，約 9.4wt%であり，設計濃度であ

る 10 wt%以下であることから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならない

ことを確認した。 

添付資料５１ 

 

（９）平成 29 年 4 月 6 日の洗浄ドレン受タンク洗浄操作時のタンク内廃液の性状 

樹脂濃度が高い廃液を洗浄ドレン受タンクへ排水した場合，建屋内排水系へ樹脂

濃度が高い廃液が排水される可能性があるため，運転実績の調査を実施した。調査

の結果，平成 29 年 4 月 6 日に実施した洗浄ドレン受タンク洗浄操作時のタンク内

の廃液は，「乾燥機・B圧力高」警報点灯に伴う対応において，乾燥機給液タンク（B）

から排水された給液系の希釈運転を実施していない樹脂濃度が高い廃液（樹脂濃度 

約 7.2wt%，樹脂量 約 81.3kg）であったことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆

積の要因となることを確認した。 

添付資料５２ 

 

（１０）洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運転操作手順書 

洗浄操作の運転操作手順書が不適切であった場合，運転操作手順書どおり操作を

実施しても建屋内排水系配管内に使用済樹脂が堆積する可能性があるため，制定時

の運転操作手順書の内容及び変更履歴について調査を実施した。調査の結果，制定

時の洗浄操作の運転操作手順書は，給液系の希釈運転後の洗浄水に対する手順とし

て設計メーカ提出図書に基づき作成しており，メーカによる確認も行われているこ

とを確認した。さらに，その後の運転操作手順書の改定において，樹脂堆積の原因

となる可能性がある手順の改定はしていないことを確認した。しかし，運転操作手

順書に前提条件の記載がないことを確認したことから，本来使用すべきでない濃度

の高い廃液が流入した場合においても，本手順を使用する可能性があるため，建屋

内排水系配管内での樹脂堆積の要因となることを確認した。 

添付資料５３ 

枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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（１１）平成 29 年 4 月 6 日に実施した洗浄ドレン受タンク洗浄操作 

洗浄ドレン受タンクの洗浄操作により，樹脂濃度の高い廃液を建屋内排水系へ排

水した場合，配管内に樹脂が堆積する可能性があるため，平成 29 年 4 月 6 日に実

施した洗浄ドレン受タンクの洗浄操作について調査を実施した。調査の結果，「（９）

平成 29 年 4 月 6 日の洗浄ドレン受タンク洗浄操作時のタンク内廃液の性状」に示

したとおり，洗浄ドレン受タンク内の廃液の樹脂濃度が高い状態であり，本来洗浄

ドレン受タンクの洗浄手順を適用する条件に当てはまらない状況であったが，洗浄

操作を実施したことにより，樹脂濃度が高い残水が建屋内排水系に排水されたため，

建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因となることを確認した。 

添付資料５４ 

 

６．３ 要因分析図に基づく調査から抽出した要因の整理 

６．２に示す要因分析図に基づく調査の結果，建屋内排水系配管内での樹脂堆積

に繋がる要因として，「運転操作に係る要因」及び「設備に係る要因」を抽出した

ことから，以下のとおり要因を整理した。 

 

（１）運転操作に係る要因（６．２（９）（１０）（１１）から抽出） 

ア 平成 29 年 4 月 6 日の運転操作にて，乾燥機給液タンク（B）から洗浄ドレン受

タンクに樹脂濃度が高い洗浄廃液（樹脂濃度 約 7.2wt%）を排水し，その後，

本来，給液系の希釈運転後の洗浄廃液（樹脂濃度 約 1.36wt%）に対して実施す

るべき洗浄ドレン受タンクの洗浄操作を実施した。この操作により，樹脂を多

く含んだ残水（樹脂濃度 約 2.6wt%）を建屋内排水系へ排水したこと。 

 

イ 洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運転操作手順書に適用できる前提条件の記載が

なかったことから，適用すべきでない状態においても当該手順を適用する可能

性があったこと。 

 

（２）設備に係る要因（６．２（５）から抽出） 

洗浄ドレン受タンクの洗浄操作は，給液系の希釈運転後の洗浄廃液（樹脂濃度

約 1.36wt%）に対して実施することを想定して設計している。しかし，給液系の

希釈運転後の洗浄廃液に対して実施する洗浄ドレン受タンクの洗浄操作時に建屋

内排水系へ排水される残水の樹脂濃度（約 0.42wt%）は，液体廃棄物処理系の排

水基準値よりも高く，建屋内排水系へ排水する廃液としては適切ではないこと。 

そのため，平成 29 年 4 月 6 日に実施した樹脂濃度が高い洗浄廃液（樹脂濃度 約

7.2wt%）に対する洗浄ドレン受タンクの洗浄操作時に，適切に樹脂が粉末樹脂受

入槽へ移送されず，洗浄ドレン受タンク内の残水に多くの樹脂が含まれた状態（樹

脂濃度 約 2.6wt%）で建屋内排水系へ排水されたため，建屋内排水系配管内に粒
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状樹脂が堆積した。 

 

６．４ 運転操作における問題点の抽出及び要因の整理 

要因分析図に基づく調査の結果，運転操作に係る要因として，平成 29 年 4 月 6 日

の運転操作を抽出し，この運転操作が本事象の起因となっていたことから，一連の運

転操作について原因分析を実施した。以下にその詳細を示す。 

 

（１）原因分析の方法 

本事象の人的要因である平成 29 年 4 月 6 日の運転操作における問題点及び要因

について，運転操作に関与した人の行為に焦点を当て原因分析を実施した。原因分

析における観点として，事象に関与した個人の責任や問題点を追及するのではなく，

直接原因に対して事実関係の調査・深掘りを実施することにより，表面上の直接的

な要因に加えてマネジメントシステムの問題点を抽出することとした。なお，原因

分析は，根本原因分析の手法（HINT/ J-HPES）を準用して実施した。 

 

（２）時系列の整理及び問題点の抽出 

廃棄物減容処理設備運転引継日誌及び関係者への聞き取りにより収集した情報

に基づき，平成 29 年 4 月 6 日の運転操作の時系列について，関与した個人を識別

し，実施した行動等を具体的に記述し，事象関連図として整理した。また，表 6に

示す各人の運転操作における役割に対して実施した行動を比較することにより，事

象関連図のなかで本事象に関連する問題点を抽出した。 

添付資料５５，５６，５７，５８，５９，６０ 

 

表 6 廃棄物減容処理装置の運転操作の体制 

 運転操作における役割 場所 

廃棄物管理課長 
・運転操作全般の指示・命令・

許可 
廃棄物管理課執務室 

廃棄物管理課副長（当直） 

・運転管理，監視及び異常時の

対応操作の概要の把握 

・運転操作の依頼 

1，2 号機 中央制御室 

協力会社社員 
・廃棄物管理課副長（当直）の

依頼に基づく運転操作の実施 

廃棄物減容処理装置 

建屋制御室 

 

平成 29 年 4 月 6 日，週間スケジュールに従い可燃性固体廃棄物焼却炉（第 2焼

却炉）（以下「第 2焼却炉」という。）の樹脂焼却を実施していたところ，19 時 03

分に「乾燥機・B圧力高」の警報が点灯したため，協力会社社員 Eは，警報の点灯

及び乾燥機（B）の圧力が上昇・下降を繰り返していることを廃棄物管理課副長（当

直）Bに報告した。廃棄物管理課副長（当直）Bは，警報処置手順書に従い確認項

目の確認及び原因調査を行うよう協力会社社員 Eに依頼した。依頼を受けた協力会
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社社員 Eは，警報処置手順書の確認項目を確認し，処置を実施した。ただし，処置

の一部（抽気エゼクタ不良の場合の弁調整）については，運転中に当該弁を調整し

た経験がなかったことから操作をためらい，操作の実施可否について廃棄物管理課

副長（当直）Bに相談した。相談を受けた廃棄物管理課副長（当直）B は，協力会

社社員ができないのであれば実施できないと判断した。このため，協力会社社員 E

は，抽気エゼクタ不良の場合の弁調整の処置を据え置きし，その他の処置を継続し

て実施した。 

 

【問題点①】 

協力会社社員 Eは，警報処置手順書の処置をすべて実施すべきであったが，処置

の一部（抽気エゼクタ不良の場合の弁調整）については，運転中に当該弁を調整し

た経験がなかったことから，操作を実施できなかった。 

 

【問題点②】 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，協力会社社員 Eからの警報処置手順書の処置の

一部の実施可否についての相談に対して，配管計装図，電源・弁チェックリストに

よる情報収集及び他の廃棄物管理課副長（当直）への相談等の対応を実施した上で

実施可否を判断すべきであったが，これらの対応をすることなく協力会社社員 Eが

できないのであれば実施できないと判断した。 

 

20 時 30 分頃，乾燥機（B）の圧力が常時正圧になってきたことから，廃棄物管理

課副長（当直）Bは，各放射線モニタ（エリア放射線モニタ，建屋ダスト放射線モ

ニタ，排気筒ガスモニタ，排気筒ダストモニタ）の指示値の確認を協力会社社員 E

に依頼し，各モニタの指示値に有意な変動がないことを確認した。廃棄物管理課副

長（当直）Bは，乾燥機（B）の圧力が復旧せずにゆっくりと上昇する傾向であり，

異常な事象であると認識したことから，乾燥機（B）の停止が必要であると考えた。

また，休日の廃棄物管理課副長（当直）Cに状況説明を行い相談したところ，「乾燥

機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」

を実施するよう助言を受けたが，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受

タンク洗浄操作」の操作の目的を確認しなかった。 

 

【問題点③】 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，乾燥機（B）の圧力が常時正圧となった後の対応

について，休日の廃棄物管理課副長（当直）Cに相談し，「乾燥機（B）停止」，「乾

燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」を実施するよう助

言を受けた際に，操作の目的を確認すべきであったが，「乾燥機給液タンク（B）の

排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」の目的を確認していなかった。 
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廃棄物管理課副長（当直）Bは，「乾燥機・B圧力高」の警報点灯後の対応として，

「乾燥機（B）停止」を廃棄物管理課長 Aに連絡した。また，連絡を受けた廃棄物

管理課長は，「乾燥機（B）停止」について了承した。 

 

【問題点④】 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，「乾燥機・B圧力高」の警報点灯後の対応（「乾

燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」）

をすべて廃棄物管理課長 Aに報告すべきであったが，報告したのは「乾燥機（B）

停止」のみであった。 

 

【問題点⑤】 

廃棄物管理課長 Aは，廃棄物管理課副長（当直）Bから「乾燥機（B）停止」の連

絡を受けた際に，「乾燥機（B）停止」の報告を了承するだけではなく，その後の対

応まで確認すべきであったが，警報処置手順書の範囲内の対応を実施するという認

識であったため，その後の対応まで確認しなかった。 

 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，次直への引継時間が迫っており，各モニタ指示

値に変化がないことから緊急性はないと考え，今後の対応については次直で実施す

ることとした。21 時 00 分，廃棄物管理課副長（当直）Bは，「乾燥機・B圧力高」

の警報点灯が継続しているため，「乾燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の

排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」を実施するよう次直の廃棄物管理課副長

（当直）Dに引継を実施した。この際，廃棄物管理課副長（当直）Dは，操作の目

的，具体的な対応手順について説明を求めなかった。 

 

【問題点⑥】 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，廃棄物管理課副長（当直）Bからの引継の際に，

「乾燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄

操作」について，操作の目的及び具体的な操作手順を確認すべきであったが，確認

しなかった。 

 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，「乾燥機・B 圧力高」の警報が連続点灯しており，

前直で廃棄物管理課長 Aへ停止連絡を実施していることから，乾燥機（B）停止を

判断した。また，乾燥機（B）停止後に「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ド

レン受タンク洗浄操作」を実施するよう協力会社社員 Fに依頼した。依頼を受けた

協力会社社員 Fは，当該操作が久しぶりであり不安があったが，運転操作手順書に

て実施可能であると廃棄物管理課副長（当直）Dに連絡した。廃棄物管理課副長（当

直）Dは，運転操作手順書にて対応可能であると判断し，協力会社社員 Fに「乾燥
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機（B）停止」操作を依頼した。協力会社社員 Fは，乾燥機（B）の停止準備として，

「第 2焼却炉樹脂混焼停止」，「乾燥機（B）給液系停止」操作を実施した。この操

作のうち，「乾燥機（B）給液系停止」操作は，運転操作手順書を一部流用するもの

であった。また，廃棄物管理課副長（当直）Dは，協力会社社員 Fが使用する運転

操作手順書を確認していなかった。 

 

【問題点⑦】 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，警報点灯時の対応においては，協力会社社員 F

が使用する運転操作手順書を確認すべきであったが，運転操作手順書の使用箇所を

確認しなかった。 

 

【問題点⑧】 

協力会社社員 Fは，運転操作手順書を一部流用して使用する場合は社内規定に従

い廃棄物管理課副長（当直）Dに報告すべきであったが，報告せずに操作を実施し

た。 

 

協力会社社員 Fは，「乾燥機給液タンク（B）洗浄・排水」，「乾燥機（B）停止」

操作を実施した。その後，協力会社社員 Fは，給液系の希釈運転を実施せずに乾燥

機給液タンク（B）から排水しているため，通常よりも樹脂濃度が高い廃液が洗浄

ドレン受タンクに流入していることを廃棄物管理課副長（当直）Dに連絡した。連

絡を受けた廃棄物管理課副長（当直）Dは，洗浄ドレン受タンク内の廃液の樹脂濃

度が高い認識ではあったが，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」にて十分希釈され排

水可能であると思い，操作を依頼した。依頼を受けた協力会社社員 Fは，「洗浄ド

レン受タンク洗浄操作」を実施した。 

 

【問題点⑨】 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，樹脂濃度が高い廃液に対して「洗浄ドレン受タ

ンク洗浄操作」を依頼すべきではなかったが，操作を依頼した。 

 

（３）要因の分析結果 

事象関連図から，建屋内排水系配管内への樹脂の堆積を直接的に引き起こした行

為（分析対象行為）として「協力会社社員 Fは，洗浄ドレン受タンク洗浄操作を実

施した」を選定し，事象関連図を踏まえ要因関連図を作成し要因を掘り下げ，要因

の分析を実施した。 

添付資料６１，６２ 
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【問題点①】 

協力会社社員 Eは，警報処置手順書の処置をすべて実施すべきであったが，処置

の一部（抽気エゼクタ不良の場合の弁調整）については，運転中に当該弁を調整し

た経験がなかったことから，操作を実施できなかった。 

 

協力会社社員に対して，警報処置手順書に従い対応（確認項目の確認及び処

置の実施）し，手順書どおり実施できない場合には，廃棄物管理課副長（当直）

に報告することを社内規定により要求している。 

問題点①に対して要因を掘り下げた結果，協力会社社員 Eは，要求どおりの

対応（警報処置手順書の処置の一部を手順書どおり実施できない場合に廃棄物

管理課副長（当直）Bへ報告）を実施したものの，警報処置手順書の処置の欄

に「バルブを調整」としか記載がなく具体的な手順の記載がなかったため，処

置の一部を実施できなかったことから，以下の要因①を抽出した。 

 

【要因①】 

警報処置手順書の処置を実施するための具体的な運転操作手順が不足して

いた。 

 

具体的な運転操作手順の不足は，廃棄物減容処理装置（以下「NRW」という。）

の運転操作を試運転時より協力会社へ委託し，当社社員に運転操作を実施した

経験がなかったことにより，協力会社社員への依存心が当社社員に醸成され※13，

警報処置手順書の記載が，協力会社社員にとって具体的な手順となっているこ

との確認と必要な見直しを当社社員がこれまで実施してこなかったためである

と推定している。 

 

【問題点②】 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，協力会社社員 Eからの警報処置手順書の処置の

一部の実施可否についての相談に対して，配管計装図，電源・弁チェックリストに

よる情報収集及び他の廃棄物管理課副長（当直）への相談等の対応を実施した上で

実施可否を判断すべきであったが，これらの対応をすることなく協力会社社員 Eが

できないのであれば実施できないと判断した。 

 

 

 

 

 

                                                   
※13 詳細については，１３（３）参照。 
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【問題点③】 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，乾燥機（B）の圧力が常時正圧となった後の対応

について，休日の廃棄物管理課副長（当直）Cに相談し，「乾燥機（B）停止」，「乾

燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」を実施するよう助

言を受けた際に，操作の目的を確認すべきであったが，「乾燥機給液タンク（B）の

排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」の目的を確認していなかった。 

 

【問題点⑥】 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，廃棄物管理課副長（当直）Bからの引継の際に，

「乾燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄

操作」について，操作の目的及び具体的な操作手順を確認すべきであったが，確認

しなかった。 

 

【問題点⑦】 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，警報点灯時の対応においては，協力会社社員 F

が使用する運転操作手順書を確認すべきであったが，運転操作手順書の使用箇所を

確認しなかったため，協力会社社員 Fが運転操作手順書を一部流用して使用してい

ることに気付かなかった。 

 

廃棄物管理課副長（当直）に対して，警報処置手順書に従い，確認項目の確

認及び処置の実施を協力会社社員に依頼し，警報処置手順書どおり操作ができ

ない場合には，協力会社社員に運転操作を実施させず，一旦立ち止まって報告

させ，廃棄物管理課長に報告することを要求している。 

問題点②，③，⑥，⑦に対して要因を掘り下げた結果，廃棄物管理課副長（当

直）Bは，要求通りの対応（警報処置手順書に従い，確認項目の確認及び処置

の実施を協力会社社員 Eに依頼）を実施したものの，廃棄物管理課副長（当直）

の役割と権限が社内規定等で明確となっていなかったため，廃棄物管理課副長

（当直）B及び Dは，トラブル・不具合発生時における自身の役割に対する理

解が不足していた。このため，廃棄物管理課副長（当直）B及び Dは，問題点

②，③，⑥，⑦の行為を実施したことから，以下の要因②を抽出した。 

 

【要因②】 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）の役割と権限が

明確となっていなかった。 
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【問題点④】 

廃棄物管理課副長（当直）Bは，「乾燥機・B圧力高」の警報点灯後の対応（「乾

燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」，「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」）

をすべて廃棄物管理課長 Aに報告すべきであったが，報告したのは「乾燥機（B）

停止」のみであった。 

 

問題点④に対して要因を掘り下げた結果，警報点灯時（異常時）における廃

棄物管理課長 Aへの報告事項が社内規定等で明確となっていなかったため，報

告内容は報告者に委ねられていた。このため，廃棄物管理課副長（当直）Bは，

「乾燥機（B）停止」のみ報告し，乾燥機（B）停止後の対応については報告す

る必要がないと判断したことから，以下の要因③を抽出した。 

 

【要因③】 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）から廃棄物管理

課長への報告事項が明確となっていなかった。 

 

【問題点⑤】 

廃棄物管理課長 Aは，廃棄物管理課副長（当直）Bから「乾燥機（B）停止」の連

絡を受けた際に，「乾燥機（B）停止」の報告を了承するだけではなく，その後の対

応まで確認すべきであったが，警報処置手順書の範囲内の対応を実施するという認

識であったため，その後の対応まで確認しなかった。 

 

問題点⑤に対して要因を掘り下げた結果，警報点灯時（異常時）における廃

棄物管理課長 Aの確認・判断すべき事項が明確となっていなかったため，廃棄

物管理課副長（当直）Bからの報告に対して，さらに掘り下げて停止後の操作

内容まで確認しなかったことから，以下の要因④を抽出した。 

 

【要因④】 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課長の確認・判断すべき事項が

明確となっていなかった。 

 

要因①から④は，NRW の運転操作における警報点灯時（異常時）の問題であ

ることから，まとめると以下のとおりとなる。 

 

【要因①から④のまとめ】 

NRW に対して，警報点灯時（異常時）に対する備えが十分ではなかった。 
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【問題点⑧】 

協力会社社員 Fは，運転操作手順書を一部流用して使用する場合は社内規定に従

い廃棄物管理課副長（当直）Dに報告すべきであったが，報告せずに操作を実施し

た。 

 

協力会社社員に対して，手順書どおり実施できない場合には，廃棄物管理課

副長（当直）に報告することを社内規定により要求している。 

問題点⑧に対して要因を掘り下げた結果，協力会社社員 Fは，要求どおりの

対応（手順書どおり実施できない場合には，廃棄物管理課副長（当直）に報告）

を実施できていなかったが，これは運転操作手順書の使用方法に関する社内規

定の記載内容が明確ではなかったためであり，協力会社社員 Fは運転操作手順

書の一部流用であっても手順書どおりの操作であると認識していた。このため，

「乾燥機（B）停止」，「乾燥機給液タンク（B）の排水」の操作は，運転操作手

順書を一部流用して実施するものであったが，社内規定に従い廃棄物管理課副

長（当直）Dに報告しなかったことから，以下の要因⑤を抽出した。 

 

【要因⑤】 

運転操作手順書の使用方法に関する社内規定の記載内容が明確ではなかっ

た。 

 

【問題点⑨】 

廃棄物管理課副長（当直）Dは，樹脂濃度が高い廃液に対して「洗浄ドレン受タ

ンク洗浄操作」を依頼すべきではなかったが，操作を依頼した。 

 

問題点⑨に対して要因を掘り下げた結果，洗浄ドレン受タンク洗浄操作は給

液系の希釈運転後の廃液に対して実施するものであったが，運転操作手順書の

前提条件に「給液系の希釈運転後の廃液に対して実施する」という内容が記載

されていなかった。このため，廃棄物管理課副長（当直）Dは，樹脂濃度が高

い廃液が洗浄ドレン受タンクに入っているという認識がありながら，運転操作

手順書に従い洗浄ドレン受タンク洗浄操作をするよう依頼したことから，以下

の要因⑥を抽出した。 

 

【要因⑥】 

洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運転操作手順書の前提条件に「給液系の希

釈運転後の廃液に対して実施する」という内容が記載されていなかった。 
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６．５ 建屋内排水系配管内からの粒状樹脂の噴き上がりに関する調査 

建屋内排水系配管内に堆積した粒状樹脂の挙動（排水枡からの噴き上がり）を確認

するため，ドラム保管室及びドラム運搬装置メンテナンス室の負圧値の測定結果を模

擬した試験を実施した結果，水分を含んだ状態では配管内の粒状樹脂の移動は確認さ

れなかったが，乾燥後は粒状樹脂が空気の流れにより配管内を移動し，排水枡から噴

き上がることを確認した。 

なお，事象発生時の対応において排水枡まわりの床面を確認した際に，液体又は液

体が蒸発した痕跡がなかったことから，建屋内排水系配管内の詰まりにより樹脂を含

んだ廃液が排水枡から直接漏えいした可能性はないと判断した。さらに，洗浄ドレン

受タンク洗浄操作後の残水は，薬液床ドレンサンプタンク（B）へ排水されるが，同

サンプタンクの構造上，背圧の影響はなく，建屋内排水系配管内の流れが阻害されな

いことを確認した。 

添付資料４９，５０，６３ 

 

６．６ 粉末樹脂・金属屑の流入源の特定 

排水枡まわりの床面の堆積物の一部に粉末樹脂，排水枡まわりの床面及び建屋内排

水系配管内部の堆積物の一部に金属屑を確認したことから，「６．１ 粒状樹脂の流

入源の特定」の調査に併せて，粉末樹脂及び金属屑（以下「粉末樹脂等」という。）

の流入源について調査を実施した。 

調査の結果，これまでに粉末樹脂を含む廃液及び濃縮廃液の乾燥処理を実施してお

り，洗浄ドレン受タンク及び除染シンクから建屋内排水系に排水した廃液に少量の粉

末樹脂等が含まれていた可能性が高いことを確認した。また，至近では，平成 29 年 4

月 5 日に実施した洗浄ドレン受タンクの洗浄操作にて，粉末樹脂を含む廃液（粉末樹

脂濃度 約 0.21wt％，粉末樹脂量 約 2.5kg）を建屋内排水系に排水していたことを確

認した。 

従って，排水した廃液に含まれていた少量の粉末樹脂等が建屋内排水系配管内に堆

積したと推定した。 

添付資料３３，３４，６４ 

 

６．７ 事象発生のメカニズム 

原因調査結果より，建屋内排水系配管内に堆積した粒状樹脂及び粉末樹脂が排水枡

から噴き上がり，床面に堆積したメカニズムを以下のとおり推定した。 

 

【① 建屋内排水系配管内に粉末樹脂が堆積】 

①：洗浄ドレン受タンクの洗浄操作（建屋内排水系に自動排水） 

平成 29 年 4 月 5 日，洗浄ドレン受タンク洗浄操作を実施した結果，洗浄ドレン

受タンク内の洗浄廃液は，粉末樹脂受入槽に移送された後，粉末樹脂を含む残水
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（粉末樹脂濃度 約 0.21wt％，粉末樹脂量 約 2.5kg）が建屋内排水系に自動排水

された。 

粉末樹脂は，樹脂の形状や密度等の違いから粒状樹脂に比べ沈降速度が遅いた

め，殆どの粉末樹脂は，薬液床ドレンサンプタンク（B）まで排水されたが，建屋

内排水系配管（分岐管）内に僅かに残存した。 

 

【② 建屋内排水系配管内に粒状樹脂が堆積】 

②－1：乾燥機による焼却処理操作（乾燥機給液タンク(B)に粒状樹脂が残存） 

4 月 6 日，第 2焼却炉にて樹脂焼却を実施していたところ，「乾燥機・B圧力高」

警報が点灯したため，乾燥機（B）の停止を判断し，給液系の停止操作を実施した。

そのため，乾燥機給液タンク（B）に粒状樹脂濃度が高い廃液（粒状樹脂濃度 約

9.4wt%，粒状樹脂量 約 81.3kg）が残存した。 

 

②－2：乾燥機給液タンク(B)の洗浄操作（洗浄ドレン受タンクに排水） 

過去の乾燥機給液ポンプや配管における詰まりの発生経験から，同様な詰まり

の発生を懸念し，乾燥機給液タンク（B）に洗浄水を供給しながら，通常運転時（給

液系の希釈運転後）の洗浄廃液より粒状樹脂濃度が高い洗浄廃液を洗浄ドレン受

タンクに排水した。 

 

②－3：洗浄ドレン受タンクの洗浄操作（建屋内排水系に自動排水） 

乾燥機給液タンク（B）と同様な詰まりの発生を懸念し，洗浄ドレン受タンク洗

浄操作を実施した結果，洗浄ドレン受タンク内の洗浄廃液は，粉末樹脂受入槽に

移送された後，粒状樹脂を多く含む洗浄ドレン受タンク内の残水（粒状樹脂濃度 

約 2.6wt％，粒状樹脂量 約 28.5kg）が建屋内排水系に自動排水された。 

洗浄ドレン受タンク内の残水には，粒状樹脂が多く含まれており，粒状樹脂の

形状や密度等から沈降速度が速いため，多くの粒状樹脂（約 25.3kg）は，薬液床

ドレンサンプタンク（B）に排水されることなく建屋内排水系配管内に堆積した。 

 

【③ 排水枡から床面への樹脂の堆積】 

4 月 6 日の建屋内排水系への排水以降，本事象が発生した平成 29 年 5 月 2 日まで

の間に，洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系に排水した実績がないことから，堆

積した粉末及び粒状樹脂は徐々に乾燥した。 

その後，建屋内排水系配管内に堆積した粉末及び粒状樹脂は，ドラム保管室

（NWF-150，NWF-137）とドラム運搬装置メンテナンス室（NWF-161，NWF-162，NWF-183）

において，以下のメカニズムで排水枡から噴き上がり，床面に堆積した（約 3.3kg）。 

 

 



26 

 ドラム保管室：NWF-150，NWF-137 

建屋内排水系配管内に堆積した粒状樹脂は，徐々に乾燥し，部屋間の差圧によ

る空気の流れにより 5 月 2 日までに排水枡から粒状樹脂が噴き上がり，床面に堆

積した。その後，5 月 2 日の午前中にドラム保管室の扉を開放したことにより，

ドラム保管室の排気口に向かう風の流れに沿う方向に飛散した。 

 

 ドラム運搬装置メンテナンス室：NWF-161，NWF-162，NWF-183 

建屋内排水系配管内に堆積した粒状樹脂は，徐々に乾燥し，5 月 2 日の午前中

にドラム保管室の扉を開放したことにより，部屋の負圧が大きくなり排水枡から

粒状樹脂が噴き上がり，ドラム保管室の排気口に向かう風の流れに沿う方向に飛

散した。 

なお，同室に設置している排水枡 2 箇所（NWF-162，NWF-183）からは粉末樹脂

の堆積も確認している。これは，4 月 5 日に洗浄ドレン受タンク洗浄操作を実施

した際，粉末樹脂を含む洗浄ドレン受タンクの残水を建屋内排水系に排水したこ

とにより，建屋内排水系配管（分岐管）内に僅かに残存していた粉末樹脂が，粒

状樹脂と共に同様に排水枡から噴き上がり堆積した。 

添付資料５６，６３，６４，６５，６６，６７ 

 

７ 事象の原因 

本事象の原因は，「樹脂濃度の高い廃液を乾燥機給液タンク（B）から洗浄ドレン受

タンクへ排水操作を実施したことにより，洗浄ドレン受タンクを介し，建屋内排水系

に排水（洗浄ドレン受タンク洗浄操作）した」ことであると推定した。 

本事象の原因に至った要因は，「６．２ 要因分析図に基づく調査」及び「６．４ 

運転操作における問題点の抽出及び要因の整理」より，抽出した以下の要因である。 

 

（１）設備の要因（６．２より抽出） 

 洗浄ドレン受タンクは，通常操作時の洗浄廃液（希釈運転後の洗浄廃液）に対し

て洗浄操作を実施した場合においても，約 5kg の樹脂が含まれた状態で建屋内排水

系に排水される設備であった。 

 

（２）運転操作の要因（６．４より抽出） 

①警報処置手順書の処置を実施するための具体的な運転操作手順の不足 

②警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）の役割と権限が不明確 

③警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）から廃棄物管理課長へ

の報告事項が不明確 

④警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課長の確認・判断すべき事項が不明確 

⑤運転操作手順書の使用方法に関する社内規定の記載内容が不明確 



27 

⑥洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運転操作手順書の不備（前提条件の記載なし） 

 

８ 保護装置の種類及び動作状況 

なし。 

 

９ 放射能の影響 

なし。 

 

１０ 被害者 

なし。 

 

１１ 他に及ぼした障害 

なし。 

 

１２ 復旧の日時 

平成 29 年 7 月 24 日 

（保安規定第 93 条に基づき実施した特別措置の原因となった堆積物の回収が完了

した日） 

 

１３ 再発防止対策 

７（１），（２）で抽出した設備の要因及び運転操作の要因に対して，以下のとおり

再発防止対策を実施する。 

 

（１）設備の要因に対する再発防止対策 

ア 洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運用変更 

洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系への排水を防止するため，洗浄ドレン受

タンクのドレン弁2個を「常時閉」運用とする。また，運転操作手順書のうち，洗

浄ドレンタンク内の残水を建屋内排水系に自動排水する手順を削除するとともに，

自動排水する操作を実施できない処置を講じる。 

なお，洗浄ドレン受タンクの点検時には，タンク内の残水を仮設設備により粉

末樹脂受入槽又は濃縮廃液受入タンクへ移送することを社内規定に定め，工事要

領書等に反映する。 

   ＜実施状況＞ 実施済 

添付資料６８ 
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（２）運転操作の要因に対する再発防止対策 

ア 警報処置手順書の処置を実施可能な手順書の作成（要因①に対する対策） 

警報処置手順書の処置内容に具体的な手順，補足説明等を追加するとともに，

設備を安定した状態にするための手順書として，設備非常停止運転操作手順書を

新規制定する。 

＜実施状況＞ 「乾燥機・B圧力高」警報処置手順書：実施済 

乾燥機の設備非常停止運転操作手順書：実施済 

その他設備の手順書：平成30年度末までに実施 

 

イ 警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）の役割と権限の明確

化（要因②に対する対策） 

設備不具合発生時における行動フロー，確認・報告事項，役割と権限等をまと

めた異常時の対応ガイドを作成し，社内規定に反映する。 

  ＜実施状況＞ 実施済 

 

ウ 警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課長の確認事項及び廃棄物管理課副

長（当直）の報告事項の明確化（要因③，④に対する対策） 

設備不具合発生時における行動フロー，確認・報告事項，役割と権限等をまと

めた異常時の対応ガイドを作成し，社内規定に反映する。 

  ＜実施状況＞ 実施済 

 

エ 廃棄物管理課副長（当直）に対する警報点灯時（異常時）の対応訓練の実施 

（要因①から④に対する対策） 

廃棄物管理課副長（当直）があらかじめ作成したシナリオに対して，異常時の

対応ガイドに従い対応できることを確認する。 

＜実施状況＞ 平成30年4月から開始，頻度：1回／半期 

 

オ 運転操作手順書の使用方法に関する社内規定の記載の明確化（要因⑤に対する

対策） 

社内規定に「手順書どおりの操作」の詳細な説明を追加し，運転操作手順書の

一部流用は該当しないことを明確化する。 

  ＜実施状況＞ 実施済 

 

カ 協力会社社員に対する運転操作手順書の使用方法に関する教育の実施（要因⑤

に対する対策） 

協力会社社員に対して運転操作手順書の使用方法に関する教育を実施する。 

＜実施状況＞ 初回実施済，頻度：1回／年度 
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キ 洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運用変更（要因⑥に対する対策） 

１３（１）設備の要因に対する対策と同様。 

添付資料６９，７０，７１，７２，７３ 

 

（３）再発防止対策の実施による安全文化の醸成への寄与 

要因分析において確認した以下の事実から，NRW の運転を管理する当社社員に対

して，自身の役割に対する責任を果たす姿勢をさらに高める必要があると考える。 

 

ア 要因分析において確認した事実 

①NRW の運転操作は，試運転時より協力会社へ委託しており，協力会社社員は，

これまでの運転経験から NRW の運転操作を適切に実施することができ，NRW の

運転操作に関する様々な運転経験も蓄積している。 

②廃棄物管理課副長（当直）は，NRW の運転に関する管理・監督を実施するため，

NRW の設備知識及び異常時の処置を含む操作知識の教育を受け，「NRW の運転管

理，監視及び異常時の対応操作の概要を把握し協力会社社員に適切な業務依頼

ができること」という力量を有している。ただし，NRW の運転操作を協力会社

へ委託していることから，ポンプの起動停止や弁の開閉といった実操作を実施

することはない。 

③廃棄物管理課長は，主に NRW の運転及び保守管理並びに放射性固体廃棄物の管

理に関する業務を実施しているが，廃棄物管理課副長（当直）と同様に NRW の

実操作を実施することはない。 

 

イ 確認した事実からの考察 

廃棄物管理課副長（当直）は，NRW の実操作を実施することはないため，運転

操作に精通し，様々な運転経験を持つ協力会社社員に対して，NRW の操作に係る

提言については疑うことなく頼るといった協力会社社員への依存心が高まったも

のと推定している。また，廃棄物管理課長は，力量（NRW の運転管理，監視及び

異常時の対応操作の概要を把握し協力会社社員に適切な業務依頼ができること）

を有した者を廃棄物管理課副長（当直）として登用していること及び NRW の実操

作を実施することはない。このため，NRW の操作に係ることについては廃棄物管

理課副長（当直）に任せておけば問題ないと考え，NRW の運転操作の責任者とい

う役割に対して責任を果たすことができなかったと推定している。 

 

ウ 安全文化の醸成に対する再発防止対策の有効性 

１３（２）に記載した運転操作の要因に対する対策イ，ウ，エを実施すること

により，廃棄物管理課副長（当直）及び廃棄物管理課長は，自身の役割について
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理解を深め，自身の役割に対する責任を果たす姿勢を醸成することができるため，

さらなる安全文化の醸成に対して寄与するものと考える。 

 

 運転操作の要因に対する再発防止対策 イ 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課副長（当直）の役割と権限の明確

化 

 

 運転操作の要因に対する再発防止対策 ウ 

警報点灯時（異常時）における廃棄物管理課長の確認事項及び廃棄物管理課副

長（当直）の報告事項の明確化 

 

 運転操作の要因に対する再発防止対策 エ 

廃棄物管理課副長（当直）に対する警報点灯時（異常時）の対応訓練の実施 

 

（４）他の運転操作・機器への水平展開 

本事象の原因を踏まえ，水平展開対象の抽出フローを運転操作（運転操作におけ

る建屋内排水系への排水）と保守点検（保守点検時における建屋内排水系への排水）

に分けて作成し，そのフローに従い水平展開対象の運転操作・機器を抽出した。 

抽出した運転操作・機器に対して，以下の分類で対策を実施する。 

 

ア 本事象と同様に自動操作により建屋内排水系に排水される運転操作については，

インターロックの改造又は運転操作の削除等を実施し，自動操作による排水を

防止する。ただし，液体廃棄物処理系への排水基準値以内であることを確認で

きる場合には，十分に希釈したうえで排水する。 

 

イ 手動操作による排水（運転操作及び保守点検）については，濃縮廃液の場合は，

サンプルの採取，測定を実施し，液体廃棄物処理系への排水基準値以内となる

よう必要に応じて希釈したうえで排水する。また，固形物（粉末樹脂，粒状樹

脂及び活性炭）を含む廃液の場合は，排水枡にフィルタを取り付けることによ

り，固形物を回収したうえで排水する。 

添付資料７４ 

 

（５）その他の改善事項 

本事象発生時の対応のうち，放射線管理面における対応に関して，一部改善事項

を見出したことから，以下の事項について改善を実施した。 
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ア 放射線防護装備の見直し 

（ア）問題点 

本事象発生時の対応（５．１に記載）においては，間接法による堆積物の表面

汚染密度測定結果（0.7Bq/cm2）から，放射線管理課長は，空気中の放射性物質濃

度は低く全面マスクを着用する必要はないと判断し，身体汚染防止及び汚染範囲

の拡大防止の観点から,シューズカバー及びゴム手袋の追加着用を指示した。 

しかし，堆積物は粉状の物質であり間接法では表面汚染密度を正確に測定する

ことができなかったこと及び気流や対応者の動きの影響により粉状の堆積物が空

中へ舞い上がる可能性があったことを考慮すると，内部被ばくのリスク低減の観

点から，より安全な放射線防護装備について配慮するべきであった。 

（イ）改善内容 

内部被ばくのリスク低減の観点から，漏えい発見時における放射線防護装備を，

漏えい物の性状に応じた防護装備とすることとし，空気中に放射性物質が拡散す

るおそれがないと判断できる場合を除き，全面マスクを着用する運用に見直した。

本事象で確認した粉状の堆積物のように空気中へ拡散するおそれがある漏えい物

の場合は，全面マスクを追加着用することとした。本内容について社内規定に反

映した。 

 

イ 体外計測法（ホールボディカウンタ）による内部被ばく評価について 

（ア）問題点 

吸入摂取及び経口摂取による内部被ばくの評価については，体表面モニタによ

る汚染測定により顔面に汚染が検出され，かつ鼻腔スミヤにより汚染を検出した

場合に，対外計測法による測定を実施し内部被ばくの有無を確認・評価すること

を被ばく管理に関する社内規定に規定している。 

本事象においては，５．６に記載したとおり初期対応者は体表面モニタによる

身体汚染検査おいて汚染が検出されていないことから，内部被ばくはないと評価

した。しかし，５．３に記載の粉状の堆積物発見から立入制限の実施及び管理区

域の細区分の変更（D 区域）までの期間，全面マスクの着用を指示していなかっ

たことから，放射線管理課長の判断で，体外計測法による測定も実施し，内部被

ばくがないことを確認した。 

（イ）改善内容 

内部被ばくの評価に関しては，被ばく管理に関する社内規定に規定している内

部被ばくの評価手法（イ（ア）に記載）により十分管理できているものの，全面

マスクを着用せずに汚染箇所に近づくおそれがある漏えいの発見者等について，

発見者等の安全・安心確保のため，本事象の対応と同様に放射線管理課長の判断

により，体外計測法による内部被ばくの評価も実施することとした。本内容につ

いて社内規定に反映した。 
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１４ 平成 30 年 1 月 18 日に発生した事象 

１４．１ 事象の状況 

平成 30 年 1 月 18 日 11 時 00 分頃，協力会社社員が換気系主排気フィルタ（A）

点検のため，NRW-Ⅰ2 階（管理区域）に設置された換気系主排気ユニット（A）内

に入域したところ，排水枡まわりの床面に粒状の堆積物を発見した。その後，当社

の放射線管理課員が現場を確認したところ，当該箇所に堆積物（約 130cm×約 80cm）

を確認した。 

堆積物の表面汚染密度を測定した結果，105Bq/cm2 であり，保安規定第 93 条に

定める管理区域内における特別措置が必要な基準である 40Bq/cm2 を超えたため，

14 時 00 分から 14 時 28 分にかけて，当該ユニット（A）（B）内に対して特別措置

を講じた。 

その後，18 時 26 分から 18 時 50 分にかけて堆積物を回収（重量：約 5.6kg）す

るとともに，当該ユニット（A）（B）内の排水枡 2 箇所に閉止蓋を取り付けた。 

本事象に伴う外部への放射性物質による影響はなかった。 

本事象については，実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第 134 条に基

づき，事故故障等の報告事象に該当する旨，事象の状況及び処置を原子力規制委員

会へ報告※14している。 

 

１４．２ 平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象との関連性 

本事象において回収した排水枡まわりの堆積物の性状を確認するため，走査型電子

顕微鏡にて観察及び定性分析を行った結果，堆積物は粒状樹脂であることを確認した。 

また，換気系主排気ユニット（A）内に設置されている排水枡に繋がる建屋内排水

系配管内の状態を確認する過程で，当該建屋内排水系配管が廃棄物減容処理装置床ド

レン系，薬液ドレン系ライザー線図及び廃棄物減容処理装置建屋内排水系配管図（以

下「図面」という。）と異なる建屋内排水系配管に接続していることを確認した。こ

のことから，平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象とは別の原因で建屋内排水系配管内

に粒状樹脂が流入する可能性の有無※15を含め，排水枡まわりに粒状樹脂が堆積した原

因調査を開始した。 

これまでの調査結果から，本事象において粒状樹脂の堆積を確認した排水枡は，図

面と異なり平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象の際に粒状樹脂が堆積していた建屋内

排水系配管と接続していること，建屋内排水系配管への粒状樹脂の流入源は，平成 29

年 5 月 2 日に発生した事象と同様に洗浄ドレン受タンクのみであること，及び本事象

                                                   
※14 事象発生後，直ちに実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第 134 条第 10 号に定める報告事象

に該当する旨を報告するとともに，平成 30 年 1 月 26 日に「浜岡原子力発電所廃棄物減容処理装置建屋

（第 1 建屋）2 階における放射性物質を含む堆積物の確認に伴う立入制限区域の設定について」（本原

原発第 40 号）により事象の状況及び処置を報告している。 

※15 本事象において堆積物を確認した排水枡と繋がる建屋内排水系配管に図面との相違があり，他の流入源

となるものがないかという観点で確認を行う。なお，平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象において調査

した結果では，洗浄ドレン受タンクからの粒状樹脂の排出実績は 1 回のみであることを確認している。 
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において確認した排水枡まわりに堆積した粒状樹脂と平成 29 年 5 月 2 日に発生した

事象において確認した排水枡まわりに堆積した粒状樹脂の性状は，いずれも平成 29

年 4月 6日の洗浄操作により洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系配管に排水した粒

状樹脂と同一であることを確認した。 

以上のことから，本事象において確認した排水枡まわりの粒状樹脂は，平成 29 年 4

月6日の洗浄操作により洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系配管に排水した粒状樹

脂が何らかの原因により堆積したものであると推定した。 

添付資料７５，７６，７７ 

 

１４．３ 原因調査の状況 

本事象において確認した排水枡まわりの粒状樹脂は，平成 29 年 4 月 6 日の洗浄操

作により洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系配管に排水した粒状樹脂と同一であ

ること，並びに平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象における建屋内排水系配管の内部

調査で建屋地下 1 階及び地下 2 階にのみ堆積物を確認していたことから，建屋地下 1

階及び地下 2階の建屋内排水系配管内に堆積していた粒状樹脂が，閉止措置を実施し

ていなかった建屋 2 階の換気系主排気ユニット（A）内に設置されている排水枡まわ

りに移動した原因を調査している。以下に，これまでの調査結果及び今後の調査内容

を示す。 

平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象における対応は表 7 に示すとおりであり，建屋

内排水系配管の内部調査を実施した後に，排水枡への閉止措置を実施し，その後，建

屋内排水系配管の内部調査により確認した範囲の堆積物は回収が完了したことを確

認していた。一方，本事象における建屋内排水系配管の内部調査で，平成 29 年 5 月 2

日に発生した事象における建屋内排水系配管の内部調査では堆積物がないことを確

認した範囲を含めて，建屋内排水系配管内に堆積物が残存していることを確認した。 

なお，建屋内排水系配管内に残存していた堆積物は，回収（重量：約 2.4kg）した。 

加えて，CCD カメラを用いた建屋内排水系配管の内部調査方法及び真空掃除機を用

いた堆積物の回収方法の影響，並びに排水枡の位置関係，配管の詰まり及び多量の排

水による水流の影響により，建屋地下 1階及び地下 2階の建屋内排水系配管内に堆積

していた粒状樹脂が，閉止措置を実施していなかった建屋 2階の換気系主排気ユニッ

ト（A）内に設置されている排水枡まわりに移動した可能性がないことを確認した。 

以上のことから，排水枡への閉止措置の実施又は堆積物の回収のために一時的に閉

止措置の一部を解除した際に，換気空調系が運転状態であったことによって，建屋内

排水系配管内の気流が変化する可能性があり，その影響により，建屋地下 1階及び地

下 2階の建屋内排水系配管内に堆積していた粒状樹脂が，閉止措置を実施していなか

った建屋 2 階の換気系主排気ユニット（A）内に設置されている排水枡まわりに移動

したと推定した。 
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表 7 平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象における対応 

時期 実施内容 
建屋内排水系配管内部の 

堆積物の確認状況 

平成 29 年 4 月 6 日 洗浄ドレン受タンクの洗浄操作

により粒状樹脂が建屋内排水系

配管に流入 

－ 

平成 29 年 5 月 2 日 地下 2 階の 5 箇所の排水枡まわ

りに堆積物を確認 
－ 

平成 29 年 5 月 5 日 

～5 月 29 日 

建屋内排水系配管の内部調査 地下1階及び地下2階に堆積

物を確認 

平成 29 年 5 月 31 日 

～6 月 7 日 

排水枡への閉止措置の実施（た

だし，換気系主排気ユニット（A）

（B）内の排水枡 2箇所には取り

付けていなかった。） 

－ 

平成 29 年 6 月 13 日 

～7 月 24 日 

建屋内排水系配管の内部調査で

確認した範囲の堆積物の回収

（堆積物の回収のために一時的

に閉止措置の一部を解除） 

建屋内排水系配管の内部調

査で確認した範囲の堆積物

を全て回収したことを確認 

建屋内排水系配管の内部調

査で確認した範囲以外の確

認は実施していない 

 

今後，平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象の際の排水枡への閉止措置の実施状況及

び換気空調系の運転状況を模擬し，建屋内排水系配管内の気流の変化を確認するとと

もに，確認した気流が建屋内排水系配管内に堆積していた粒状樹脂を移動させうるも

のであることを確認する。 

以上の調査結果を踏まえ，本事象の発生メカニズムの推定を行う。 

また，本事象の発生メカニズムを踏まえ，平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象の際

の対応について妥当性を確認するとともに，原因を調査し，対策を検討する。 

加えて，本事象に係る調査の過程で確認した現場の配管施工と図面の相違について

も，原因を調査し，対策の検討及び水平展開を行う。 

添付資料２２，２７，２９，７７ 
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 参考資料１  通常運転時と事象発生時の運転操作の比較 

 

１７ 関連図書 

・発電用原子炉施設故障等報告書 浜岡原子力発電所 廃棄物減容処理装置建屋（第

１建屋）２階における放射性物質を含む堆積物の確認に伴う立入制限区域の設定

について（本原原発第 40 号 平成 30 年 1 月 26 日） 

 

以 上 
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図
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添付資料２ 

機器配置図 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●：粉状の堆積物を確認した排水枡 

◎：エリア放射線モニタ及び建屋ダスト放射線モニタ（地下 2階通路） 

◎：エリア放射線モニタ及び建屋ダスト放射線モニタ（焼却炉灰取出室） 

 ：ドラム運搬装置メンテナンス室とドレンサンプタンク室間の扉 

 ：負圧管理エリア 

 

NRW-Ⅰ 地下 2階  

◎ 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

薬液床ドレン 

サンプタンク（B） 

ドラム保管室 

最初に堆積物を 

発見した排水枡 

場所① 

(NWF-161) 
場所③ (NWF-162) 

場所② (NWF-183) 

場所⑤ 

(NWF-137) 
場所④ 

(NWF-150) 

◎ 

ドレンサンプタンク室 
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添付資料３（１／３） 

NR
W-
Ⅰ
（
放
射
線
管
理
区
域
内
）
 

                      

ド
ラ
ム
保
管
室

 

洗
浄
ド
レ
ン

 

受
タ
ン
ク

 

場
所
①
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) 

場
所
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WF
-1
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) 

場
所
③
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WF

-1
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) 

 

場
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④
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WF
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) 

場
所
⑤

 

(N
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-1
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) 

 

場
所
①

 

場
所
②

,③
 

場
所
③
 

場
所
④
 

場
所
⑤
 

地
下

1
階
 

 ド
レ
ン
サ
ン
プ
タ
ン
ク
室

 

床
面

 

薬
液
床
ド
レ
ン

 

サ
ン
プ
タ
ン
ク
（
B）

 

 

 

ド
ラ
ム
運
搬
装
置

 

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室

 

地
下

2
階
 

粉
状
の
堆
積
物
の
状
況

 

 
40



  

添付資料３（２／３） 

粉
状
の
堆
積
物
の
状
況
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添付資料３（３／３） 

粉
状
の
堆
積
物
の
状
況
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添付資料４（１／２） 

排気筒ガスモニタチャート 

排気筒ガスモニタ（A）チャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
10

-13
 10

-12
 10

-11
 10

-10
 10

-9
 10

-8
 10

-7
 10

-6
 

 単位：cps 

IC 

単位：Ａ 

SIN 

時間 

平成 29 年 5月 2日 17 時 10 分，実用発

電用原子炉の設置、運転等に関する規則

第 134 条第 10 号に該当と判断。 

平成 29 年 5月 2日 14 時 30 分頃，協力会社

社員が「ドラム運搬装置メンテナンス室」の

排水枡まわりに粉状の堆積物を発見。 

10
-13
 10

-12
 10

-11
 10

-10
 10

-9
 10

-8
 10

-7
 10

-6
 

IC 

単位：Ａ 

平成 29 年 5月 1日 14 時頃，協力会

社社員が実施した「ドラム運搬装置

メンテナンス室」の巡視点検時には

堆積物を確認していない。 

10
-1
 1 10

1
 10

2
 10

3
 10

4
 10

5
 10

6
 

 単位：cps 

SIN 

10
-1
 1 10

1
 10

2
 10

3
 10

4
 10

5
 10

6
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添付資料４（２／２） 

排気筒ガスモニタチャート 

排気筒ガスモニタ（Ｂ）チャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10
-13
 10

-12
 10

-11
 10

-10
 10

-9
 10

-8
 10

-7
 10

-6
 

IC 

SIN 

単位：Ａ 

10
-13
 10

-12
 10

-11
 10

-10
 10

-9
 10

-8
 10

-7
 10

-6
 

IC 

単位：Ａ 

平成 29 年 5月 2日 17 時 10 分，実用発

電用原子炉の設置、運転等に関する規則

第 134 条第 10 号に該当と判断。 

 

平成 29 年 5月 2日 14 時 30 分頃，協力会社

社員が「ドラム運搬装置メンテナンス室」の

排水枡まわりに粉状の堆積物を発見。 

時間 

平成 29 年 5月 1日 14 時頃，協力会

社社員が実施した「ドラム運搬装置

メンテナンス室」の巡視点検時には

堆積物を確認していない。 

 単位：cps 

SIN 
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 1 10
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 10
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 10
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SIN 
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添付資料５ 

排気筒ダストモニタチャート 
 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(Ａ)系 

10
－1
 1 10 10

3
 

単位：cps 

10
2
 

(Ｂ)系 

時間 

10
－1
 1 10 10

3
 

単位：cps 

10
2
 

平成 29 年 5月 2日 17 時 10 分，実用発

電用原子炉の設置、運転等に関する規則

第 134 条第 10 号に該当と判断。 

平成 29 年 5月 2日 14 時 30 分頃，協力会社

社員が「ドラム運搬装置メンテナンス室」の

排水枡まわりに粉状の堆積物を発見。 

平成 29 年 5月 1日 14 時頃，協力会

社社員が実施した「ドラム運搬装置

メンテナンス室」の巡視点検時には

堆積物を確認していない。 
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添付資料６ 

エリア放射線モニタチャート 
 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10
－4
 10

－3
 10

－2
 10

－1
 1 

単位：mSv/h 

● 地下 2階通路(ch.1)(測定範囲：10-4～1 mSv/h) 

● 焼却炉灰取出室(ch.2) (測定範囲：10-3～10 mSv/h) 

●及び●の打点位置 

時間 

10
－3
 10

－2
 10

－1
 1 10 

10
－4
 10

－3
 10

－2
 10

－1
 1 

単位：mSv/h 

10
－3
 10

－2
 10

－1
 1 10 

平成 29 年 5月 2日 17 時 10 分，実用発

電用原子炉の設置、運転等に関する規則

第 134 条第 10 号に該当と判断。 

平成 29 年 5月 2日 14 時 30 分頃，協力会社

社員が「ドラム運搬装置メンテナンス室」の

排水枡まわりに粉状の堆積物を発見。 

平成 29 年 5月 1日 14 時頃，協力会

社社員が実施した「ドラム運搬装置

メンテナンス室」の巡視点検時には

堆積物を確認していない。 
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添付資料７ 

建屋ダスト放射線モニタチャート 
 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 10 10
2
 10

3
 10

4
 

時間 

単位：cps 
・地下 2階通路(ch.1) 

・焼却炉灰取出室(ch.7) 

ch.1 の記録位置 

1 10 10
2
 10

3
 10

4
 

単位：cps 

ch.1 の記録位置 

ch.7 の記録位置 

ch.1 の記録位置 

ch.1 の記録位置 

ch.1 の記録位置 

ch.1 の記録位置 

ch.7 の記録位置 

ch.7 の記録位置 

ch.7 の記録位置 

ch.7 の記録位置 

平成 29 年 5月 2日 17 時 10 分，実用発

電用原子炉の設置、運転等に関する規則

第 134 条第 10 号に該当と判断。 

平成 29 年 5月 2日 14 時 30 分頃，協力会社

社員が「ドラム運搬装置メンテナンス室」の

排水枡まわりに粉状の堆積物を発見。 

平成 29 年 5月 1日 14 時頃，協力会

社社員が実施した「ドラム運搬装置

メンテナンス室」の巡視点検時には

堆積物を確認していない。 
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10 102 103 104 105 106 107 108

単位：nGy/h

10 102 103 104 105 106 107 108

単位：nGy/h

時間

＜モニタリングポスト(IC) No.1～4＞

＜モニタリングポスト(IC) No.5～7＞

モニタリングポストチャート

添付資料８（１／２）

10 102 103 104 105 106 107 108

単位：nGy/h

10 102 103 104 105 106 107 108

単位：nGy/h

時間

平成29年5月2日17時10分，実用発電用原
子炉の設置、運転等に関する規則第134
条第10号に該当と判断。

平成29年5月2日14時30分頃，協力会社社員
が「ドラム運搬装置メンテナンス室」の排
水枡まわりに粉状の堆積物を発見。

平成29年5月1日14時頃，協力会社社
員が実施した「ドラム運搬装置メン
テナンス室」の巡視点検時には堆積

物を確認していない。

平成29年5月2日17時10分，実用発電用原
子炉の設置、運転等に関する規則第134
条第10号に該当と判断。

平成29年5月2日14時30分頃，協力会社社員
が「ドラム運搬装置メンテナンス室」の排
水枡まわりに粉状の堆積物を発見。

平成29年5月1日14時頃，協力会社社
員が実施した「ドラム運搬装置メン
テナンス室」の巡視点検時には堆積

物を確認していない。
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添付資料８（２／２）

＜モニタリングポスト(NaI) No.1～4＞

時間

＜モニタリングポスト(NaI) No.5～7＞

時間

10 102 103 104 105

単位：nGy/h

10 102 103 104 105

単位：nGy/h
10 102 103 104 105

単位：nGy/h

10 102 103 104 105

単位：nGy/h

モニタリングポストチャート

平成29年5月2日17時10分，実用発電用原
子炉の設置、運転等に関する規則第134
条第10号に該当と判断。

平成29年5月2日14時30分頃，協力会社社員
が「ドラム運搬装置メンテナンス室」の排
水枡まわりに粉状の堆積物を発見。

平成29年5月2日17時10分，実用発電用原
子炉の設置、運転等に関する規則第134
条第10号に該当と判断。

平成29年5月2日14時30分頃，協力会社社員
が「ドラム運搬装置メンテナンス室」の排
水枡まわりに粉状の堆積物を発見。

平成29年5月1日14時頃，協力会社社
員が実施した「ドラム運搬装置メン
テナンス室」の巡視点検時には堆積

物を確認していない。

平成29年5月1日14時頃，協力会社社
員が実施した「ドラム運搬装置メン
テナンス室」の巡視点検時には堆積

物を確認していない。
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添付資料９ 

事象の時系列 

 

日時 内容 

5 月 2 日 

 14 時 30 分頃 

NRW-Ⅰ地下 2 階ドラム運搬装置メンテナンス室において，

協力会社社員が排水枡まわりの床面（場所①）に粉状の堆

積物を発見し，廃棄物管理課副長（当直）に報告。その後，

当社社員が現場を確認し，当該箇所に粉状の堆積物を確認。 

 15 時 35 分頃 協力会社社員が，NRW-Ⅰ地下 2 階の他の排水枡を確認した

結果，ドラム運搬装置メンテナンス室 2箇所（場所②，③），

ドラム保管室 2箇所（場所④，⑤）（最初の発見箇所と併せ

て計 5 箇所）で同様の堆積物を発見し，廃棄物管理課副長

（当直）に報告。その後，当社社員が現場を確認し，当該箇

所に粉状の堆積物を確認。 

 15 時 59 分 運転情報「表 1-2 管理区域内において，放射性物質を含む

機器等からの水の漏えいを発見したとき。」に係るお知らせ

を実施。 

 16 時 30 分 

～17 時 04 分 
最初に発見した堆積物の放射能濃度測定を実施。 

 17 時 10 分 以下の 1から 3の状況から，保安規定第 93 条「管理区域内

における特別措置」が必要と判断し，場所①を 1D 区域※に

設定を変更。 

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第 134 条第

10 号に該当すると判断。 

1 最初に堆積物を発見した箇所での表面汚染密度が「空気

中の放射性物質濃度又は床，壁，その他人の触れるおそ

れのある物の表面汚染密度が，法令に定める管理区域に

係る値（4Bq/cm2）の 10 倍」を超え，141Bq/cm2であった

こと。 

2 その後の現場調査により，堆積物が新たに 4箇所発見さ

れたこと。 

3 今回の事象の原因が特定できておらず，事象収束に至っ

たと判断できないこと。 

 18 時 08 分 

  ～18 時 32 分 

トラブル速報（第 1 報）を発信。原子力規制庁へ報告及び

安全協定に基づく通報を実施。 

18 時 25 分 その他の箇所（場所②，③，④，⑤）を 1D 区域又は 3D 区

域に設定を変更。（保安規定第 93 条の措置） 

 18 時 40 分 

～19 時 20 分 
5 箇所の堆積物の回収作業を実施。 

 21 時 11 分 トラブル速報（訂正版）を発信。 

5 月 3 日 

 15 時 45 分 

～17 時 15 分 

堆積物を確認した 5箇所の除染作業を実施。 

（保安規定第 98 条の措置） 

※ 管理区域の細区分を示す記号は，添付資料１７を参照。 
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事
象
発
生
時
の
放
射
線
管
理
に
係
る
時
系
列

 
添付資料１０（１／５） 

 

時
 
刻
 

対
応
者

 
対
応
事
項

 
現
場
に
お
け
る
放
射
線
管
理
内
容

 
備

 
考

 

5
月

2
日
 

1
4
時

3
0
分
頃
 

協
力
会
社
社
員

A 

・
NR
W
-Ⅰ

地
下

2
階
（
放
射
線
管
理
区
域
内
）
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
室
の
床
面
（
場
所
①
）
に
粉
状
の
堆
積
物
を
発
見

 

・
そ
の
後
，
当
社
社
員

A
が
当
該
箇
所
に
粉
状
の
堆
積
物
（
約

7
0
c
m

×
約

8
0
cm
）
を
確
認

 

 
 

 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員

A 
・
堆
積
物
の
表
面
汚
染
密
度
を
間
接
法
に
よ
り
測
定

 
 

 

協
力
会
社
社
員

A 
・

廃
棄

物
管

理
課

副
長

（
当

直
）

に
堆

積
物

が
あ

る
こ

と
及

び

0
.
7
Bq
/
cm

2
の
汚
染
が
あ
る
こ
と
を
報
告

 
 

 

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
 
・
社
内
通
報
連
絡
部
署
へ
報
告
→
社
内
関
係
各
課
へ
連
絡

 
 

 
 

5
月

2
日
 

1
4
時

3
5
分
 

放
射
線
管
理
課
長

 

・
エ
リ
ア
・
ダ
ス
ト
デ
ー
タ
収
集
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
，
N
R
W-
Ⅰ
地
下

2
階
に
設
置
さ
れ
た
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
値
及
び
建
屋
ダ
ス
ト

放
射
線
モ
ニ
タ
値
（
ト
レ
ン
ド
表
示
）
を
確
認
し
，
有
意
な
変
動

が
な
い
こ
と
を
確
認

 

・
汚
染
発
生
に
伴
う
初
期
対
応
の
た
め
，
当
社
社
員

B
,C

及
び
協
力

会
社
放
射
線
管
理
員

B
,C

を
現
場
へ
派
遣

 

    

 

5
月

2
日
 

1
4
時

4
0
分
頃
 

協
力

会
社

放
射

線
管

理
員

B
,
C 

・
ド

ラ
ム

運
搬

装
置

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

室
前

か
ら

階
段

室
前
ま

で
の

床
面
に
汚
染
が
拡
大
し
て
い
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
，
間
接

法
に
よ
る
表
面
汚
染
密
度
測
定
を
実
施

 

◆
測
定
結
果
：
検
出
限
界
未
満
（
<
2×

10
-2
B
q/
c
m
2 ）

 

・
身
体
汚
染
防
止
及
び
汚
染
拡
大

防
止
の
た
め

,
ド
ラ
ム
運
搬
装
置

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
内
を
シ
ュ
ー

ズ
カ
バ
ー
及
び
ゴ
ム
手
袋
着
用

エ
リ
ア
に
設
定

 

添
付
資
料
１
１

 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
入
口
を
テ
ー
プ
等
で
区
画
 

・
関
係
者
以
外
の
立
ち
入
り
制
限

実
施
 

添
付
資
料
１
８

 

5
月

2
日
 

1
4
時

5
0
分
 

 
～
1
5
時

10
分
 

協
力

会
社

放
射

線
管

理
員

B
,
C 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
（
場
所
①
近
傍
）
の
放
射
線

状
況
を
把
握
す
る
た
め
，
雰
囲
気
線
量
当
量
率
測
定
及
び
間
接
法

に
よ
る
表
面
汚
染
密
度
測
定
を
実
施

 

◆
測
定
結
果
：

 

雰
囲
気
線
量
当
量
率
：

0.
0
08
0m

S
v
/h
（
最
大
値
）

 

表
面
汚
染
密
度
：

7×
1
0
-1
B
q
/c
m
2 （

最
大
値
）

 

（
間
接
法
に
よ
る
測
定
）

 

 
添
付
資
料
１
２

 

・
排
水
枡
（
場
所
①
）
か
ら
の
噴
き
上
が
り
を
確
認
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事
象
発
生
時
の
放
射
線
管
理
に
係
る
時
系
列

 
添付資料１０（２／５） 

時
 
刻
 

対
応
者

 
対
応
事
項

 
現
場
に
お
け
る
放
射
線
管
理
内
容

 
備

 
考

 

5
月

2
日
 

1
4
時

5
5
分
 

～
1
5
時

0
5
分
 

協
力

会
社

放
射

線
管

理
員

B
,
C 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
（
場
所
①
近
傍
）
の
放
射
線

状
況
を
把
握
す
る
た
め
空
気
中
放
射
性
物
質
濃
度
測
定
を
実
施

 

◆
測
定
結
果
：
検
出
限
界
未
満
（
<
3×

10
-6
B
q/
c
m
3 ）

 

 
 

添
付
資
料
１
３

 

5
月

2
日
 

1
5
時

1
0
分
頃
 

協
力

会
社

放
射

線
管

理
員

B
,
C 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
（
場
所
①
近
傍
）
の
線
量
当

量
率
，
表
面
汚
染
密
度
及
び
空
気
中
放
射
性
物
質
濃
度
の
測
定
結

果
よ
り
，
管
理
区
域
の
細
区
分
に
係
る
基
準
に
基
づ
き
ド
ラ
ム
運

搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
内
（
場
所
①
近
傍
）
を
青
長
靴
及
び
ゴ

ム
手
袋
着
用
エ
リ
ア
に
変
更

 

・
排
水
枡
か
ら
の
噴
き
上
が
り
を
抑
制
す
る
た
め
，
ド
ラ
ム
運
搬
装

置
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
室

と
ド

レ
ン

サ
ン

プ
タ

ン
ク

室
の

間
の

扉
を

開
放
し
，
圧
力
差
の
低
減
措
置
を
実
施
（
ダ
ス
ト
発
生
防
止
）

 

・
他
エ
リ
ア
へ
の
汚
染
の
拡
大
を
防
止
す
る
た
め
，
協
力
会
社
社
員

A
，
協
力
会
社
放
射
線
管
理
員

A
,
B
及
び

C
の
靴
裏
に
汚
染
が
検

出
さ
れ
な
い
こ
と
を
確
認

 

・
ド

ラ
ム

運
搬

装
置

メ
ン

テ
ナ

ン

ス
室
内
（
場
所
①
近
傍
）
立
ち
入

り
時

の
青

長
靴

及
び

ゴ
ム

手
袋

着
用
を
指
示

 

・
関

係
者

以
外

の
立

ち
入

り
制

限

実
施
（
継
続
）

 

・
内

部
被

ば
く

防
止

対
策

を
講

じ

て
い
る
こ
と
か
ら
，
追
加
の
防
護

指
示
な
し

 

添
付
資
料
１
７

 

添
付
資
料
１
８

 

当
社
社
員

B
,C
 

・
現
場
到
着

 
 

 

5
月

2
日
 

1
5
時

2
5
分
頃
 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員

D 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
（
場
所
①
近
傍
）
の
堆
積
物

の
範

囲
及
び

形
状
を

考
慮
し
て

堆
積

物
の

一
部
を

ポ
リ
容
器

に

採
取

 

・
青

長
靴

及
び

ゴ
ム

手
袋

着
用

指

示
（
継
続
）

 
添
付
資
料
３

 

5
月

2
日
 

1
5
時

3
5
分
頃
 

協
力
会
社
社
員

B 

・
NR
W
-Ⅰ

地
下

2
階
の
他
の
排
水
枡

4
箇
所
（
場
所
②
か
ら
⑤
）
に

粉
状
の
堆
積
物
を
発
見
し
た
た
め
，
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）

に
報
告

 

・
そ
の
後
，
当
社
社
員

E
が
当
該
箇
所

4
箇
所
で
粉
状
の
堆
積
物

（
場
所
②
，
③
：
約

5
0c
m×

約
1
8
0
cm
，
場
所
④
：
約

80
c
m×

約

7
0
c
m，

場
所
⑤
：
約

2
4
0c
m×

約
1
20
c
m）

を
確
認

 

 
 

 

5
月

2
日
 

1
5
時

5
0
分
 

～
1
6
時

2
0
分
 

当
社
社
員

B
及
び
 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員

B 

・
堆
積
物
が
確
認
さ
れ
た
排
水
枡
（
場
所
①
か
ら
⑤
）
と
配
管
で
繋

が
っ
て
い
る

N
R
W-
Ⅰ
地
下

2
階
に
設
置
さ
れ
た
排
水
枡
ま
わ
り

に
汚
染
が
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
，

1
9
箇
所
の
排
水
枡
表

面
及

び
排
水

枡
周
辺

床
面
に
つ

い
て

間
接

法
に
よ

る
表
面
汚

染

密
度
測
定
を
実
施
 

◆
測
定
結
果
：
19

箇
所
す
べ
て
検
出
限
界
未
満
（
<
2×

1
0
-2
B
q
/c
m
2 ）
 

 
 

添
付
資
料
１
４
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事
象
発
生
時
の
放
射
線
管
理
に
係
る
時
系
列

 
添付資料１０（３／５） 

時
 
刻
 

対
応
者

 
対
応
事
項

 
現
場
に
お
け
る
放
射
線
管
理
内
容

 
備

 
考

 

5
月

2
日
 

1
6
時

2
0
分
 

 
～
1
6
時

50
分
 

当
社
社
員

C
及
び
 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員

C 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
（
場
所
②
，
③
）
及
び
ド
ラ

ム
保
管
室
（
場
所
④
，
⑤
）
の
放
射
線
状
況
を
把
握
す
る
た
め
雰

囲
気
線
量
当
量
率
測
定
，
直
接
法
及
び
間
接
法
に
よ
る
表
面
汚
染

密
度
測
定
を
実
施

 

◆
測
定
結
果
：

 

＜
場
所
②

(
NW
F
-1
8
3)
＞
 

雰
囲
気
線
量
当
量
率
：

0.
0
02
0m

S
v
/h
 

表
面
汚
染
密
度
：

4
Bq
/
cm

2 （
直
接
法
に
よ
る
測
定
）

 

＜
場
所
③

(
NW
F
-1
6
2)
＞
 

雰
囲
気
線
量
当
量
率
：

0.
0
02
0m

S
v
/h
 

表
面
汚
染
密
度
：

4×
1
0
1 B
q
/c
m
2 （

直
接
法
に
よ
る
測
定
）

 

＜
場
所
④

(
NW
F
-1
5
0)
＞
 

雰
囲
気
線
量
当
量
率
：

0.
0
33
mS

v
/
h 

表
面
汚
染
密
度
：

6×
1
0
1 B
q
/c
m
2 （

直
接
法
に
よ
る
測
定
）

 

＜
場
所
⑤

(
NW
F
-1
3
7)
＞
 

雰
囲
気
線
量
当
量
率
：

0.
2
6m

Sv
/
h 

表
面
汚
染
密
度
：

3×
1
0
2 B
q
/c
m
2 （

直
接
法
に
よ
る
測
定
）

 

＜
そ
の
他
の
床
・
壁
面
等
＞

 

 
 
表
面
汚
染
密
度
：

<2
×
1
0-

2 B
q
/
cm

2 (
間
接
法
に
よ
る
測
定

)
 

 
添
付
資
料
１
５

 

5
月

2
日
 

1
6
時

2
4
分
 

 
 
～
1
6
時

34
分
 

当
社
社
員

C
及
び
 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員

C 

・
ド

ラ
ム

運
搬

装
置

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

室
に

お
け

る
扉

を
開
放

し
た

状
態

で
の
放

射
線
状

況
を
把
握

す
る

た
め

空
気
中

放
射
性
物

質

濃
度
測
定
を
実
施
 

◆
測
定
結
果
：
検
出
限
界
未
満
（
<
3×

10
-6
B
q/
c
m
3 ）

 

 
添
付
資
料
１
３

 

5
月

2
日
 

1
6
時

3
0
分
頃
 

当
社
社
員

H
及
び
 

協
力
会
社
化
学
管
理
員

 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
（
場
所
②
，
③
近
傍
）
及
び

ド
ラ
ム
保
管
室
（
場
所
④
，
⑤
近
傍
）
の
堆
積
物
の
範
囲
及
び
形

状
を
考
慮
し
て
堆
積
物
の
一
部
を
ポ
リ
容
器
に
採
取

 

・
青

長
靴

及
び

ゴ
ム

手
袋

着
用

指

示
（
継
続
）

 
添
付
資
料
３

 

5
月

2
日
 

1
6
時

3
0
分
 

 
 
～
1
7
時

04
分
 

当
社
社
員

I 
・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
（
場
所
①
近
傍
）
の
堆
積
物

の
放
射
能
濃
度
測
定
を
実
施

 
 

添
付
資
料
３
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事
象
発
生
時
の
放
射
線
管
理
に
係
る
時
系
列

 
添付資料１０（４／５） 

時
 
刻
 

対
応
者

 
対
応
事
項

 
現
場
に
お
け
る
放
射
線
管
理
内
容

 
備

 
考

 

5
月

2
日
 

1
7
時

1
0
分
 

－
 

・
保
安
規
定
第

93
条
に
該
当
と
判
断

 

（
「
管
理
区
域
内
に
お
け
る
特
別
措
置
」
が
必
要
と
判
断
）

 
 

 
 

5
月

2
日
 

1
7
時

1
0
分
 

－
 

・
実
用
発
電
用
原
子
炉
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
第

1
34

条

第
10

号
に
該
当
と
判
断

 
 

 
 

5
月

2
日
 

1
7
時

1
0
分
 

当
社
社
員

C
及
び
 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員

C 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
（
場
所
①
近
傍
）
の
堆
積
物

の
表

面
汚

染
密

度
の

測
定

結
果

よ
り

，
管

理
区

域
の

細
区

分
を

1
B
1
区
域
か
ら

1D
区
域
に
変
更

 

・
D
区
域
装
備
及
び
全
面
マ
ス
ク
着

用
を
指
示

 

添
付
資
料
１
７

 

添
付
資
料
１
８

 

5
月

2
日
 

1
7
時

1
0
分
 

～
1
8
時

3
6
分
頃
 

当
社
社
員

I 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
（
場
所
②
，
③
近
傍
）
及
び

ド
ラ
ム
保
管
室
（
場
所
④
，
⑤
近
傍
）
の
堆
積
物
の
放
射
能
濃
度

測
定
を
実
施

 

 
添
付
資
料
３

 

5
月

2
日
 

1
7
時

1
4
分
 

 
 
～
1
7
時

24
分
 

当
社
社
員

C
及
び
 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員

C 

・
ド

ラ
ム

運
搬

装
置

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

室
の

放
射

線
状

況
を
把

握
す

る
た
め
，
空
気
中
放
射
性
物
質
濃
度
測
定
を
実
施

 

◆
測
定
結
果
：
検
出
限
界
未
満
（
<
3×

10
-6
B
q/
c
m
3 ）

 

 
 

添
付
資
料
１
３

 

5
月

2
日
 

1
8
時

2
5
分
 

当
社
社
員

D
及
び
 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員

C 

・
堆
積
物
の
表
面
汚
染
密
度
の
測
定
結
果
よ
り
，
ド
ラ
ム
運
搬
装
置

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
及
び
ド
ラ
ム
保
管
室
内
を

1C
･
3C

区
域
か
ら

1
D
･
3D

区
域
に
変
更

 

・
D
区
域
装
備
及
び
全
面
マ
ス
ク
着

用
を
指
示
（
継
続
）

 

添
付
資
料
１
７

 

添
付
資
料
１
８

 

5
月

2
日
 

1
9
時

1
0
分
頃

 
 

 
 

 
 
～
2
2
時

20
分
 

当
社
社
員

B
,C
,
F,
G 

・
排
水
枡
（
場
所
①
か
ら
⑤
）
の
排
水
配
管
に
接
続
さ
れ
て
い
る
同

系
統
排
水
枡
ま
わ
り
に
汚
染
が
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
，
9
3

箇
所

の
排

水
枡

表
面

及
び

排
水

枡
周

辺
床

面
に

つ
い

て
間

接
法

に
よ
る
表
面
汚
染
密
度
測
定
を
実
施

 

◆
測
定
結
果
：
93

箇
所
す
べ
て
検
出
限
界
未
満
（
<
2×

1
0
-2
B
q
/c
m
2 ）
 

・
4
班
編
成

 

・
各

エ
リ

ア
の

管
理

区
域

の
細

区

分
に

合
わ

せ
た

装
備

に
ゴ

ム
手

袋
を
追
加
着
用

 

添
付
資
料
１
６

 

添
付
資
料
１
７
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添付資料１０（５／５） 

＜体制表＞ 

中部電力 

当
社
社
員
A
，
E 

プ
ラ
ン
ト
管
理
課
長 

廃
棄
物
管
理
課
長 

放
射
線
管
理
課
長 

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
） 

当
社
社
員
H
，
I 

当
社
社
員
B
，
C
，
D
，
F
，
G 

協
力
会
社
社
員
A
，
B 

協
力
会
社
化
学
管
理
員 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員
B
，
C
，
D 

設
備
保
全
課
長 

放
射
線
管
理
責
任
者 

協力会社 

協
力
会
社
放
射
線
管
理
員
A 
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添付資料１１（１／２） 

表面汚染密度の測定① 

１ 測定日時 

平成 29 年 5 月 2 日 14 時 40 分から 14 時 50 分 

 

２ 測定目的 

ドラム運搬装置メンテナンス室の床面（場所①）に汚染された粉状の堆積

物を確認した際に，協力会社社員 Aと協力会社放射線管理員 Aの 2名が，シ

ューズカバー等を着用せずにドラム運搬装置メンテナンス室に入室し，当該

排水枡に接近していることから，当該協力会社社員の移動経路であるドラム

運搬装置メンテナンス室前から階段室前までの床面における表面汚染密度

を測定し，汚染拡大の有無について確認する。 

 

３ 測定箇所 

NRW-Ⅰ地下 2階  

ドラム運搬装置メンテナンス室前から階段室前までの通路 

詳細については，図 1の測定箇所参照 

 

４ 測定方法 

間接法により測定し，表面汚染密度を算出した。（測定数：20 箇所） 

 

５ 測定結果 

・表面汚染密度   

すべて検出限界未満（<30cpm，<2×10-2Bq/cm2） 

 

６ 評価結果 

ドラム運搬装置メンテナンス室前から階段室前までの通路において，B₁

区域の基準（GM 汚染サーベイメータによる測定で，検出限界未満を目安と

している）を満足しており，汚染が拡大していないことを確認した。また，

併せて当該通路に粉状の堆積物がないことを目視により確認した。 

本測定結果より，身体汚染防止及び汚染拡大防止のため，汚染された堆積

物を確認したドラム運搬装置メンテナンス室入口をテープ等により区画す

るとともに，協力会社放射線管理員が測定した粉状の堆積物の表面汚染密度

測定結果（0.7Bq/cm2）から全面マスクは不要と判断し，シューズカバー及

びゴム手袋着用エリアに設定した。 
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添付資料１１（２／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1 測定箇所(NRW-Ⅰ 地下 2階) 

：表面汚染密度（床面）  
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添付資料１２（１／２） 

線量当量率及び表面汚染密度の測定① 

１ 測定日時 

平成 29 年 5 月 2 日 14 時 50 分から 15 時 10 分 

 

２ 測定目的 

ドラム運搬装置メンテナンス室の粉状の堆積物を確認した排水枡及び排

水枡周辺（場所①）の表面汚染密度及び雰囲気線量当量率を測定し，放射線

状況を把握する。 

 

３ 測定箇所 

・表面汚染密度 

NRW-Ⅰ地下 2階 

ドラム運搬装置メンテナンス室の粉状の堆積物を確認した排水枡（場

所①）の表面及び周辺の床・壁面 

・雰囲気線量当量率 

NRW-Ⅰ地下 2階 

ドラム運搬装置メンテナンス室の粉状の堆積物を確認した排水枡付

近（場所①） 

詳細については，図 1の測定箇所参照 

 

４ 測定方法 

・表面汚染密度 

粉状の堆積物を目視により確認した排水枡は，直接法及び間接法により

測定し，表面汚染密度を算出した。また，床・壁面については粉状の堆積

物がないことを目視により確認したため間接法により測定し，表面汚染密

度を算出した。（測定数：13 箇所） 

・雰囲気線量当量率 

電離箱サーベイメータにより雰囲気線量当量率※1を測定した。 

（測定数：1箇所） 

※1 床面から約 1m の地点の線量当量率 

 

５ 測定結果 

・表面汚染密度 

排水枡：1箇所 8,000cpm, 6×101Bq/cm2（直接法） 

1,300cpm, 7×10-1Bq/cm2（間接法） 
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添付資料１２（２／２） 

床・壁面：12 箇所 すべて検出限界未満（<30cpm，<2×10-2Bq/cm2） 

（間接法） 

・雰囲気線量当量率 

 排水枡付近：0.0080mSv/h 

 

６ 評価結果 

ドラム運搬装置メンテナンス室の排水枡（場所①）及び排水枡周辺の床面

の表面汚染密度を測定した結果，B₁ 区域の基準（GM 汚染サーベイメータに

よる測定で，検出限界未満を目安としている）を超える汚染が検出されたこ

とから，ドラム運搬装置メンテナンス室の汚染拡大防止措置として，当該排

水枡周辺を青長靴及びゴム手袋着用エリアに変更した。 

なお，その他の室内床面及び当該排水枡周辺の壁面の表面汚染密度につい

ては検出限界未満であり，壁面に汚染が検出されなかったこと及び排水枡か

らの空気の噴き上がりが微量であったことから，天井面への汚染の拡大のお

それはないと評価した。 

排水枡付近の雰囲気線量当量率については，現状の線量区分（1区域）の

基準（0.1mSv/h 以下）を満足していることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

ドラム保管室 
 

 

 

 

 

 

△ 
 

   ：表面汚染密度（床面）   ：表面汚染密度（壁面） 

：表面汚染密度（排水枡）  ：雰囲気線量当量率 

NWF-161 

NWF-183 

NWF-162 

NWF-137 NWF-150 

 

チェンジ 
プレース 
 

 

 

図 1 測定箇所(NRW-Ⅰ 地下 2階) 

△ 

 

ドラム運搬装置メンテナンス室 
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添付資料１３（１／２） 

空気中放射性物質濃度の測定 

 

１ 測定日時 

  平成 29 年 5 月 2 日 14 時 55 分から 17 時 24 分 

  

２ 測定目的 

ドラム運搬装置メンテナンス室の粉状の堆積物を確認した排水枡付近の空

気中放射性物質濃度を測定し，放射線状況を把握するとともに周辺エリアへ

の汚染拡大の有無について確認する。 

 

３ 測定箇所 

NRW-Ⅰ地下 2階 

ドラム運搬装置メンテナンス室の粉状の堆積物を確認した排水枡付近 

詳細については，図 1の測定箇所参照。 

 

４ 測定方法 

排水枡周辺に堆積物を確認した排水枡において，空気の噴き上がりを確認

したため，放射性物質による空気汚染が発生するおそれがあることから，高

流量ダストサンプラによって 10 分間サンプリングしたろ紙を GM 汚染サーベ

イメータにより測定し，空気中放射性物質濃度を算出した。 

 

５ 測定結果 

サンプリング時間 測定結果 測定理由 

14:55～15:05 検出限界未満（<30cpm，<3×10-6Bq/cm3） 

事象発生時に

おける放射線

状況把握 

16:24～16:34 検出限界未満（<30cpm，<3×10-6Bq/cm3） 

NWF-162,183 

試料採取時の

確認 

17:14～17:24 検出限界未満（<30cpm，<3×10-6Bq/cm3） 
放射線状況 

把握 

 

６ 評価結果 

ドラム運搬装置メンテナンス室内における空気中放射性物質濃度の測定結

果は検出限界未満であり，放射性物質の飛散による空気汚染がないことから，

全面マスクの着用は不要と判断した。また，周辺エリアへ汚染が拡大してい

ないことを確認した。 
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図１ 測定箇所（NRW-Ⅰ 地下 2階） 

 

以 上 

NWF-137 NWF-150 

NWF-183 

NWF-162 

NWF-161 

▲：空気中放射性物質濃度 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

ドラム保管室 

 
61



添付資料１４（１／２） 

 

表面汚染密度の測定② 

１ 測定日時 

平成 29 年 5 月 2 日 15 時 50 分から 16 時 20 分 

 

２ 測定目的 

粉状の堆積物を確認した排水枡（場所①から⑤）と配管で繋がっている地

下 2階の排水枡（19 箇所）について粉状の堆積物の有無を目視確認すると

ともに，当該排水枡及び排水枡周辺床面の表面汚染密度を測定し,汚染の有

無を確認する。 

 

３ 測定箇所 

NRW-Ⅰ地下 2階 

粉状の堆積物を確認した排水枡（場所①から⑤）と配管で繋がっている

地下 2階の排水枡及びその周辺の床面（19 箇所） 

詳細については，図 1の測定箇所参照 

 

４ 測定方法 

粉状の堆積物がないことを目視により確認したため，間接法により測定し，

表面汚染密度を算出した。（測定数：19 箇所） 

 

５ 測定結果 

・表面汚染密度 

すべて検出限界未満（<30cpm，<2×10-2Bq/cm2） 

 

６ 評価結果 

粉状の堆積物を確認した排水枡と配管で繋がっている地下 2階の排水枡

（19 箇所）及びその周辺の床面の表面汚染密度は検出限界未満であり，B1

区域の基準（GM 汚染サーベイメータによる測定で，検出限界未満を目安と

している）を満足していることを確認した。 

また，目視により粉状の堆積物がないことを確認したこと及び排水枡表面

に汚染が検出されなかったことから，壁面及び天井面についても汚染のおそ

れはないと評価した。 
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以 上 

図 1 測定箇所（NRW-Ⅰ 地下 2階） 

：表面汚染密度（排水枡及び周辺床面） 
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添付資料１５（１／３） 

線量当量率及び表面汚染密度の測定② 

１ 測定日時 

平成 29 年 5 月 2 日 16 時 20 分から 16 時 50 分 

 

２ 測定目的 

新たに粉状の堆積物を確認した排水枡 4箇所（場所②から⑤）及び排水枡

周辺について，表面汚染密度及び雰囲気線量当量率を測定し，放射線状況を

把握する。 

 

３ 測定箇所 

・表面汚染密度 

NRW-Ⅰ地下 2階 

ドラム運搬装置メンテナンス室及びドラム保管室の粉状の堆積物を

確認した排水枡（場所②から⑤）の表面（周辺の床面含む），壁面及び

C区域入口のチェンジプレースの床面 

・雰囲気線量当量率 

NRW-Ⅰ地下 2階 

ドラム運搬装置メンテナンス室及びドラム保管室の粉状の堆積物を

確認した排水枡（場所②から⑤）付近 

詳細については，図 1の測定箇所参照 

 

４ 測定方法 

・表面汚染密度 

粉状の堆積物を目視により確認した排水枡は，直接法により測定し，表

面汚染密度を算出した。また，壁面及びチェンジプレースの床面について

は粉状の堆積物がないことを目視により確認したため間接法により測定

し，表面汚染密度を算出した。（測定数：7箇所） 

・雰囲気線量当量率 

電離箱サーベイメータにより雰囲気線量当量率※1を測定した。 

（測定数：4箇所） 

※1 床面から約 1m の地点の線量当量率 
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５ 測定結果 

・表面汚染密度  

排水枡の番号 直接法 細区分 

NWF-137 38,000cpm 3×102Bq/cm2 常設 3C 

NWF-150 8,500cpm 6×101Bq/cm2 常設 3C 

NWF-162 5,000cpm 4×101Bq/cm2 常設 1C 

NWF-183 500cpm 4Bq/cm2 常設 1C 

壁面及びチェンジプレースの床面（3箇所） 

：すべて検出限界未満（<30cpm，<2×10-2Bq/cm2）（間接法） 

 

・雰囲気線量当量率 

NWF-137 0.26mSv/h 

NWF-150 0.033mSv/h  

NWF-162 0.0020mSv/h 

NWF-183 0.0020mSv/h 

 

６ 評価結果 

NWF-137,150 周辺の床面において，表面汚染密度が C区域の基準(汚染：

40Bq/cm2以下）を満足しておらず，並行して実施した堆積物の波高分析装

置による測定においても C 区域の基準を超える汚染が検出されたことから，

ドラム運搬装置メンテナンス室及びドラム保管室を18時 25分に D区域(汚

染：40Bq/cm2超過)に変更し，今後の作業状況を考慮し除染が完了するまで

の間，全面マスク着用を指示した。 

その他の壁面及びチェンジプレースの床面の表面汚染密度及び排水枡付

近の雰囲気線量当量率については管理区域の細区分の基準※2を満足してい

ることを確認した。 

なお，空気の噴き上がりが微量であったこと及び壁面に汚染が検出され

なかったことから，天井面への汚染の拡大のおそれはないと評価した。 

 

※2 添付資料１７参照 
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図 1 測定箇所(NRW-I 地下 2階) 

 

以 上 

ドラム保管室 

 

 

 

 

 

：表面汚染密度（床面）         ：表面汚染密度（壁面） 

：表面汚染密度（排水枡及び周辺床面）  ：雰囲気線量当量率 

NWF-161 

NWF-183 

NWF-162 

NWF-150 NWF-137 

△ 

△ 
 

△ 

チェンジ 
プレース 
 

△ 

 

△ 

ドラム運搬装置メンテナンス室 
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表面汚染密度の測定③ 

１ 測定日時 

平成 29 年 5 月 2 日 19 時 10 分から 22 時 20 分 

 

２ 測定目的 

粉状の堆積物を確認した排水枡（場所①から⑤）と配管で繋がっているす

べての排水枡について，粉状の堆積物の有無を目視確認するとともに，当該

排水枡及び排水枡周辺の表面汚染密度を測定し,汚染の有無を確認する。 

 

３ 測定箇所 

NRW-Ⅰ地下 2階から 4階 

粉状の堆積物を確認した排水枡（場所①から⑤）と配管で繋がっている

すべての排水枡の表面及び排水枡周辺の床面 

詳細については，図 1から 5の測定箇所参照 

 

４ 測定方法 

粉状の堆積物がないことを目視により確認したため間接法により測定し，

表面汚染密度を算出した。（測定数：93 箇所） 

 

５ 測定結果 

・表面汚染密度 

すべて検出限界未満（<30cpm，<2×10-2Bq/cm2） 

 

６ 評価結果 

排水枡設置箇所は C，D区域も含まれるがすべての測定箇所で B1区域の基

準（GM 汚染サーベイメータによる測定で，検出限界未満を目安としている）

を満足していることを確認した。 

また，目視により粉状の堆積物がないことを確認したこと及び排水枡表面

に汚染が検出されなかったことから，壁面及び天井面への汚染の拡大のおそ

れはないと評価した。 
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図 1 測定箇所（NRW-Ⅰ 4 階） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 測定箇所（NRW-Ⅰ 2 階）

：表面汚染密度（排水枡及び周辺床面） 

：表面汚染密度（排水枡及び周辺床面） 
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図 3 測定箇所（NRW-Ⅰ 1 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 測定箇所（NRW-Ⅰ 地下 1階）

：表面汚染密度（排水枡及び周辺床面） 

：表面汚染密度（排水枡及び周辺床面） 
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図 5 測定箇所（NRW-Ⅰ 地下 2階） 

 

以 上 

：表面汚染密度（排水枡及び周辺床面） 
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管理区域に係る基準 

１ 管理区域の細区分に係る基準 

 

区    分       基     準     値              

外部放射線に係る線量当量率に基づく区分 

1 0.1mSv/h 以下 

2 1 mSv/h 以下 

3 1 mSv/h 超過 

表面汚染密度及び空気中の 

放射性物質濃度に基づく区分 

A*1 表面汚染密度 

   α線を放出する核種が存在する場合 

    0.4Bq/cm²以下 

   α線を放出する核種が存在しない場合 

      4 Bq/cm²以下 

空気中の放射性物質濃度 

    0.1× (DAC)以下 

 

B*1 

 

C 

表面汚染密度 

   α線を放出する核種が存在する場合 

      4 Bq/cm²以下 

   α線を放出する核種が存在しない場合 

     40Bq/cm²以下 

空気中の放射性物質濃度 

      1×(DAC)以下 

 表面汚染密度 

   α線を放出する核種が存在する場合 

      4 Bq/cm²超過 

   α線を放出する核種が存在しない場合 

     40Bq/cm²超過 

空気中の放射性物質濃度 

      1×(DAC)超過 

(補足) 表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度による区分が異なる場合には，基準の高い区分とする。 

*1 区分-A は基準値を超えるおそれのない区域，区分-B は基準値を超えるおそれのある区域をいう。 

 

２ 管理区域の細区分（-B）に係る基準 

区分-B1 GM 汚染サーベイメータの測定で，検出限界未満を目安とする。 

区分-B2 
B 区域の保護衣，靴の履き替え，薄ゴム手袋の着用等により，他のエ

リアへの汚染拡大防止が図れる区域 

(補足)表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度による区分が異なる場合には，基準の高い区分とする。 

 

 

D 
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添付資料１７（２／３） 

３ 管理区域に係る防護衣具類等の着用基準 

細区分 

防護衣具類等 

身 体 頭 手 足 

区分-B 

（B1区域装備） 

・必要に応じて下着 

・構内作業服又は青服 
・青帽子  

・薄綿手袋 

・必要に応じゴム

手袋 

・青靴下 

・青短靴 

 

区分-B2 

（B2区域装備) 

・下着 

・青服 
・青帽子 

・薄綿手袋 

・ゴム手袋 

・青靴下 

・青長靴 

区分-C 

（C 区域装備） 

・下着 

・黄服 

・黄帽子 

・黄フード 

・薄綿手袋 

・ゴム手袋 

・青靴下 

・黄靴下 

・黄長靴 

＜追加装備※＞ 

・空気中の放射性物質の濃度に応じ全面マスク又はフードマスク 

・作業状況に応じタイベックスーツ又は PVC スーツ 

・作業状況に応じ顔面保護用マスク 

区分-D 

（D 区域装備） 

・下着 

・黄服 

・黄帽子 

・黄フード 

・薄綿手袋 

・ゴム手袋 

(2 重) 

・青靴下 

・黄靴下 (2 重) 

・黄長靴 

＜追加装備※＞ 

・空気中の放射性物質の濃度に応じ全面マスク又はフードマスク 

（必要に応じエアーラインマスク，セルフエアーセット等） 

・作業状況に応じタイベックスーツ又は PVC スーツ 

・作業状況に応じ顔面保護用マスク 

 

※追加装備の着用基準 

装 備 着用基準 

全面マスク又はフードマスク 
・空気汚染（放射性物質）の発生するおそれのある作業 

（天然核種を除く） 

顔面保護用マスク 

・C 区域以上で機器，床又は壁の表面汚染密度が 4Bq/cm²を超

えるか，超えるおそれのある作業で，汚染防護服（黄）を汚

染させるおそれのある作業（汚染拡大防止措置を講じた場合

は除く） 

・空気汚染（放射性物質）の発生するおそれのない作業 

タイベックスーツ 

・C 区域以上で機器，床又は壁の表面汚染密度が 4Bq/cm²を超

えるか，超えるおそれのある作業で，汚染防護服（黄）を汚

染させるおそれのある作業（汚染拡大防止措置を講じた場合

は除く） 

PVC スーツ 
・C区域以上で水を取扱う作業において，水の飛散等のおそれ

がある作業 
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添付資料１７（３／３） 

 

全面マスク フードマスク 

顔面保護用マスク 

タイベックスーツ PVC スーツ 
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添付資料１８（１／２） 
 

 

エリア区画の時系列 

 

① 事象発生時の一時的な処置 平成29年5月2日14時30分頃 

・廃棄物管理課副長（当直）の依頼により，協力会社社員が関係者以外の立ち入りを立入禁止表示によ

り規制した。 

・14 時 40分頃 放射線管理課によりドラム運搬装置メンテナンス室前から階段室前までの床面に汚

染が拡大していないことを確認した後，ドラム運搬装置メンテナンス室入口をテープ等で区画し，シ

ューズカバー及びゴム手袋着用エリアに設定した。 

・14 時 50分頃 ドラム運搬装置メンテナンス室の表面汚染密度及び空気中放射性物質濃度を測定し

た。測定の結果，空気中放射性物質濃度が検出限界未満であったため，全面マスクの着用は不要と判

断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 区画等の一時的な処置 平成29年5月2日15時10分頃 

・ドラム運搬装置メンテナンス室入口にチェンジプレースを設置し，青長靴への履き替え及びゴム手

袋着用エリアに変更した。また，入口の扉を開放することにより，排水枡からの噴き上がりが抑制さ

れたことを確認したため，当該扉を常時開放状態に変更。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   ：堆積物を確認した排水枡        ：区画 

   ：施錠等                ：標識 

   ：チェンジプレース（既設）       ：変更箇所 

   ：常設 1C 区域             ：1B2区域 

   ：常設 2C 区域             ：1D 区域 

   ：常設 3C 区域             ：3D 区域 
C/P 

○ × 

C/P 

＜凡例＞ 

C/P 

× C/P 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

ドラム保管室 

ドラム保管室 

× 
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添付資料１８（２／２） 
 

③ 放射線防護上の必要な措置［1D区域及び1B2区域への変更］ 平成29年5月2日17時10分 

・堆積物の波高分析装置による測定の結果，場所①(NWF-161)において表面汚染密度が 40Bq/cm2を超え

ていることが確認されたため，保安規定第 93条に基づく特別措置として，標識を設け，ポール及び

テープによる区画を行い，1D区域に変更した。また，隣接する 1B1区域を 1B2区域に変更した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 放射線防護上の必要な措置［1D区域及び3D区域への変更］ 平成29年5月2日18時25分 

・堆積物の波高分析装置による測定の結果，場所④，⑤（NWF-150，NWF-137）において表面汚染密度が

40Bq/cm2を超えていることが確認されたため，常設 1C 区域内及び常設 3C 区域内の堆積物が確認さ

れた箇所についても保安規定第93条に基づく特別措置として，標識を設け，他の場所と区別する他，

既設の柵等により常設 1C区域を 1D区域に，常設 3C 区域を 3D 区域に変更し，隣接する 2C 区域への

立ち入りも遮蔽扉による区画により規制した。 

   

 

C/P 

防護装備 

1D 区域：D区域装備に全面マスクを追加着用 

1B2区域：B2区域装備 

 

（添付資料１７参照） 

防護装備 

1D 区域：D区域装備に全面マスクを追加着用 

3D 区域：D区域装備に全面マスクを追加着用 

 

（添付資料１７参照） 

× × 

C/P 

C/P 

× 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

× 

× 

ドラム保管室 

C/P 

× 

ドラム保管室 

× 
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添付資料１９（１／６） 

 

堆積物の分析結果（ 場所①：NWF-161 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料１９（２／６） 

 

堆積物の分析結果（ 場所②：NWF-183 ） 

  

 

粉末樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料１９（３／６） 

 

堆積物の分析結果（ 場所③：NWF-162 ） 

  

 

粉末樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料１９（４／６） 

 

堆積物の分析結果（ 場所④：NWF-150 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 
 

金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料１９（５／６） 

堆積物の分析結果（ 場所⑤：NWF-137 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料１９（６／６） 

樹脂の分析結果（ 新品 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 陽イオン交換樹脂 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 

 

粉末樹脂 

陰イオン交換樹脂 陽イオン交換樹脂 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 
81



添付資料２０（１／２） 

 

除染作業後の線量当量率及び表面汚染密度の測定 

 

１ 測定日 

平成 29 年 5 月 3 日 

 

２ 測定目的 

平成 29 年 5 月 2 日の本事象に伴って発生したドラム運搬装置メンテナン

ス室及びドラム保管室の汚染について，5月 3日に廃棄物管理課により除染

作業を実施したことから，除染作業後における当該室内の床・壁面等の表面

汚染密度及び雰囲気線量当量率を測定し，除染が完了したことを確認する。 

 

３ 測定箇所 

・表面汚染密度 

NRW-Ⅰ地下 2階 

ドラム運搬装置メンテナンス室及びドラム保管室の粉状の堆積物を

確認した排水枡及び排水枡周辺の床・壁面 

・雰囲気線量当量率 

NRW-Ⅰ地下 2階 

ドラム運搬装置メンテナンス室及びドラム保管室の粉状の堆積物を

確認した排水枡付近 

詳細については，図 1の測定箇所参照 

 

４ 測定方法 

・表面汚染密度 

除染作業により粉状の堆積物がなくなったことを目視により確認した

ため間接法により測定し，表面汚染密度を算出した。(測定数：74 箇所) 

・雰囲気線量当量率 

電離箱サーベイメータにより雰囲気線量当量率※1を測定した。 

（測定数：8箇所） 

※1 床面から約 1m の地点の線量当量率 
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添付資料２０（２／２） 

 

５ 測定結果 

  ・表面汚染密度 

測定箇所 

除染前 

管理区域

の細区分 

測定結果 

除染後 

管理区域

の細区分 

排水枡 
スミヤ 

採取箇所 
エリア 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

1B2 

検出限界未満 

<30cpm， 

<2×10-2Bq／cm2 

常設 1B1 － 20 ① 

1D 

検出限界未満 

<30cpm， 

<2×10-2Bq／cm2 

常設 1B1 NWF-161 20 ② 

～200cpm, 

～1×10-１Bq／cm2 
常設 1C 

NWF-162 

NWF-183 
15 ③ 

ドラム保管室 3D 

検出限界未満 

<30cpm， 

<2×10-2Bq／cm2 

常設 3C 
NWF-137 

NWF-150 
19 ④ 

 

・雰囲気線量当量率 

<0.0010～0.26mSv/h 

 

６ 評価結果 

 除染作業実施後における床・壁面等の表面汚染密度及び排水枡付近の雰

囲気線量当量率を確認した結果，各室において管理区域の細区分の基準※2

を満足していることから，本事象発生前の管理区域の細区分に復旧した。 

また，除染が完了したため全面マスクの着用規制を解除した。 

     ※2 添付資料１７参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  ③              ④  

②NWF-161 周辺 

（測定数：20箇所） 

チェンジ 
プレース 
 

図 1 測定箇所（NRW-Ⅰ 地下 2階） 

ドラム保管室 
 

 

NWF-183 

NWF-162 

NWF-150 NWF-137 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ：表面汚染密度（床面） 

   ：表面汚染密度（壁面） 

   ：雰囲気線量当量率 

 

 

以 上 

ドラム運搬装置 
メンテナンス室 
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  添付資料２１（１／２） 

除染作業後の空気中放射性物質濃度の測定 

 

１ 測定日 

平成 29 年 5 月 3 日 

 

２ 測定目的 

平成 29 年 5 月 2 日の本事象に伴って発生したドラム運搬装置メンテナン

ス室及びドラム保管室の汚染について， 5 月 3 日に廃棄物管理課により除

染作業を実施したことから，除染作業後における当該室内の空気中放射性

物質濃度を測定し，全面マスク着用規制の解除の可否について確認する。 

 

３ 測定箇所 

NRW-Ⅰ地下 2階 

ドラム運搬装置メンテナンス室及びドラム保管室の粉状の堆積物が確

認された排水枡付近 

詳細については，図 1の測定箇所参照 

 

４ 測定方法  

除染作業後に当該室内においてダストサンプラを用いて 10 分間サンプリ

ングしたろ紙を GM 汚染サーベイメータにより測定し，空気中放射性物質濃

度を算出した。 

 

５ 測定結果 

測定箇所 
除染前 

細区分 
測定結果 

除染後 

細区分 
排水枡 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

1B2 検出限界未満 

<30cpm， 

<3×10-6Bq/cm3 

常設 1B1 － 

1D 

常設 1B1 NWF-161 

常設 1C 
NWF-162 

NWF-183 

ドラム保管室 3D 

検出限界未満 

<30cpm， 

<3×10-6Bq/cm3 

常設 3C 
NWF-137 

NWF-150 

 

６ 評価結果  

測定結果はすべて検出限界未満であり，放射性物質の飛散による空気汚染

はなく，各室において管理区域の細区分の基準を満足していることから，本

事象発生前の管理区域の細区分に復旧した。 

また，除染が完了したため全面マスクの着用規制を解除した。 
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添付資料２１（２／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 測定箇所（NRW-I 地下 2階） 

 

以 上 

NWF-150 NWF-137 

NWF-183 

NWF-162 

NWF-161 

▲：空気中放射性物質濃度 

ドラム保管室 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 
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安
全
措
置
に
係
る
時
系
列

 
  

添付資料２２（１／２） 

月
日
 

対
応
内
容
 

場
所
 

装
備
 

備
考
 

5
月

3
日
 

堆
積

物
の

回
収

作
業

及
び

除
染
 

NR
W
-Ⅰ

地
下

2
階
 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
 

・
ド
ラ
ム
保
管
室
 

・
D
区
域
装
備
に
全
面
マ
ス
ク
を

追
加
着
用
 

添
付
資
料
２
３
 

5
月

3
日
 

管
理

区
域

の
細

区
分

の
変

更
(C

区
域
→

D
区
域

) 

NR
W
-Ⅰ

地
下

2
階
 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
 

・
ド
ラ
ム
保
管
室
 

・
D
区
域
装
備
 

添
付
資
料
２
４
 

5
月

4
日
 

＜
作
業
規
制
①
発
行
＞
 

薬
液
床
ド
レ
ン
系
へ
の
排
水
規
制
開
始
 

 

5
月

5
日
 

～
 

5
月

29
日
 

建
屋

内
排

水
系

配
管

の
内

部
確
認
 

NR
W
-Ⅰ

全
域
 

（
粉

状
の

堆
積

物
を

確
認
し

た
排

水
枡

に
繋

が
る

他
の

排
水

枡
）
 

・
B
2
区
域
装
備
 

・
C
又
は

D
区
域
装
備
に
顔
面

 

保
護
用
マ
ス
ク
を
追
加
着
用
 

添
付
資
料
２
３
 

5
月

11
日
 

～
 

5
月

23
日
 

管
理

区
域

の
細

区
分

の
変

更
(B
₁，

B₂
又
は

C
区
域
→
D

区
域

) 

NR
W
-Ⅰ

全
域
 

（
粉
状
の
堆
積
物
を
確
認
し
た
排
水
枡
に
繋
が
る
他
の
排
水
枡

周
辺

37
箇
所
）
 

・
B
₁
，
B
2，

C
又
は

D
区
域
装
備
 
添
付
資
料
２
４
 

5
月

11
日
 

～
 

7
月

26
日
 

差
圧
監
視
の
強
化
 

NR
W
-Ⅰ

地
下

2
階
 

・
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
 

・
ド
ラ
ム
保
管
室
 

 
添
付
資
料
２
５
 

5
月

12
日
 

＜
作
業
規
制
②
発
行
＞
 

・
NR

W-
Ⅰ
 
主
給
排
気
系
フ
ァ
ン
切
替
禁
止
 

・
第

1
焼
却
炉
停
止
（
排
ガ
ス
系
，
モ
ニ
タ
関
係
含
む
）
 

・
乾
燥
機
（

A）
（
B）

停
止
 

・
固
化
設
備
洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
及
び
乾
燥
機
抽
気
タ
ン
ク
ブ
ロ
ー
禁
止
 

・
NR

W-
Ⅰ
地
下

2
階
 
親
子
台
車
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
エ
リ
ア
入
口
扉
開
放
 

・
NR

W-
Ⅰ
地
下

2
階
 
ド
レ
ン
サ
ン
プ
タ
ン
ク
室
入
口
扉
開
放
 

・
NR

W-
Ⅰ
地
下

2
階
 
親
子
台
車
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
エ
リ
ア
及
び
ド
レ
ン
サ
ン
プ
タ
ン
ク
室
へ
の
立
入
禁
止
（
本
事
象
に
関
連
す

る
作
業
及
び
運
転
員
の
巡
視
点
検
を
除
く
）
 

＜
放
射
線
測
定
・
監
視
開
始
及
び
立
入
者
管
理
区
域
設
定
＞
 

 
粉
状
の
堆
積
物
を
確
認
し
た
排
水
枡
に
繋
が
る
排
水
枡
周
辺
の
表
面
汚
染
密
度
，
空
気
中
放
射
性
物
質
濃
度
，
雰
囲
気
線
量

当
量
率
を

1
回
／
日
以
上
の
頻
度
で
測
定
し
，
傾
向
を
監
視
す
る
と
と
も
に

NR
W
-Ⅰ

全
域
を
立
入
者
管
理
区
域
に
設
定
し
た
。

 
 添

付
資
料
２
４
 

添
付
資
料
２
６
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安
全
措
置
に
係
る
時
系
列

 
  

添付資料２２（２／２） 

月
日
 

対
応
内
容
 

場
所
 

装
備
 

備
考
 

5
月

15
日
 

＜
立
入
禁
止
区
域
設
定
＞
 

粉
状
の
堆
積
物
を
確
認
し
た
排
水
枡
に
繋
が
る
排
水
枡
周
辺
を
立
入
禁
止
区
域
に
設
定
し
た
。
 

添
付
資
料
２
４
 

5
月

16
日
 

＜
作
業
規
制
③
発
行
＞
 

・
NR

W-
Ⅰ
及
び
廃
棄
物
減
容
処
理
装
置
建
屋
（
第

2
建
屋
）
内
の
差
圧
に
影
響
を
与
え
る
可
能
性
の
あ
る
作
業
及
び
運
転
操
作

の
禁
止
（

1，
2
号
機
に
お
け
る
運
転
操
作
等
も
含
む
）
 

 

5
月

18
日
 

＜
立
入
禁
止
区
域
の
施
錠
管
理
＞
 

・
5
月

15
日
に
設
定
し
た
立
入
禁
止
区
域
に
つ
い
て
，
管
理
徹
底
の
た
め
追
加
で
施
錠
に
よ
る
措
置
を
講
じ
た
。
 

添
付
資
料
２
４
 

5
月

31
日
 

～
 

6
月

7
日
 

排
水
枡
へ
の
閉
止
蓋
取
付
 

NR
W
-Ⅰ

全
域
 

（
粉
状
の
堆
積
物
を
確
認
し
た
排
水
枡
に
繋
が
る
排
水
枡
）

 
・
B
2，

C
又
は

D
区
域
装
備
 

添
付
資
料
２
３
 

添
付
資
料
２
４
 

添
付
資
料
２
８
 

6
月

13
日
 

～
 

7
月

24
日
 

建
屋
内
排
水
系
配
管
，
機
器

の
内

部
確

認
及

び
堆

積
物

回
収
 

NR
W
-Ⅰ

全
域
 

（
粉
状
の
堆
積
物
を
確
認
し
た
排
水
枡
及
び
機
器
）
 

・
D
区
域
装
備
に
全
面
マ
ス
ク
又

は
フ
ー
ド
マ
ス
ク
を
着
用
し
，

作
業
内
容
に
応
じ
タ
イ
ベ
ッ
ク

ス
ー
ツ
又
は

P
VC

ス
ー
ツ
を
着

用
 

・
一
部
の
作
業
場
所
で
，
ク
リ
ー

ン
ハ
ウ
ス
内
作
業
を
実
施
 

添
付
資
料
２
３
 

 

7
月

26
日
 

＜
作
業
規
制
②
の
解
除
＞
 

 
建
屋
内
排
水
系
配
管
に
堆
積
し
た
堆
積
物
の
回
収
完
了
に
伴
い
，
規
制
を
一
部
解
除
し
た
。
 

（
乾
燥
機
（

A）
（
B）

停
止
，
固
化
設
備
洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
及
び
乾
燥
機
抽
気
タ
ン
ク
ブ
ロ
ー
禁
止
は
継
続
）
 

＜
作
業
規
制
③
の
解
除
＞
 
 

 

8
月

1
日
 

＜
作
業
規
制
④
発
行
＞
 

・
閉
止
蓋
の
維
持
管
理
を
目
的
に

NR
W-
Ⅰ
に
お
け
る
す
べ
て
の
作
業
を
許
可
制
と
し
た
。

 
 

＜
立
入
禁
止
区
域
解
除
＞
 

・
堆
積
物
回
収
完
了
及
び
作
業
許
可
制
の
開
始
に
伴
い
，
立
入
禁
止
区
域
を
解
除
し
た
。（

立
入
者
管
理
区
域
は
継
続
）
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添付資料２３（１／３） 

作業時における放射線環境測定結果 

 

 

１ 測定期間 

平成 29 年 5 月 3 日から 7月 24 日 

 

２ 測定目的 

原因調査等における現場作業開始前，作業中，作業終了時において，作業

員の汚染防止及び汚染拡大を防止するため，空気中放射性物質濃度及び床面

等の表面汚染密度を測定する。また，作業環境把握のため線量当量率を測定

する。 

 

３ 測定箇所 

   NRW-Ⅰ地下 2階から 4階 

原因調査等における作業エリア 

 

４ 測定方法 

（１）空気中放射性物質濃度（作業時適宜） 

高流量ダストサンプラを用いて 10 分間サンプリングしたろ紙を GM 汚

染サーベイメータにより測定し，算出した。 

 

（２）表面汚染密度（作業時適宜） 

GM 汚染サーベイメータを用いた直接法又は間接法により測定し，表面

汚染密度を算出した。 

 

（３）線量当量率（作業時適宜） 

電離箱サーベイメータにより雰囲気線量当量率※1を測定した。また，

作業エリア内に線量当量率の高い箇所が存在する場合は，表面線量当量

率を測定した。 

※1 床面から約 1m の地点の線量当量率 
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添付資料２３（２／３） 

５ 測定結果 

   各測定における最大値を以下に示す。 

（１）空気中放射性物質濃度 

     400cpm,4×10-5Bq/cm3 

（核種分析の結果，天然核種のみであることを確認） 

（２）表面汚染密度 

      25,000cpm, 2×102Bq/cm2（直接法） 

（３）線量当量率 

ア．雰囲気線量当量率 

 1.0mSv/h 

イ．表面線量当量率 

3.3mSv/h 

 

  各作業時における測定結果については，表 1の作業時における放射線環

境測定結果参照 

 

６ 評価結果 

空気中放射性物質濃度について測定した結果，各エリアにおいて管理区域

の細区分の基準※2 を満たしており堆積物による汚染が拡大していないこと

を確認した。 

表面汚染密度の最大値は NRW-Ⅰ地下 1階粉体ホッパ下部室の回収した堆

積物であり,表面汚染密度は 2×102Bq/cm2（25,000cpm）であった。作業の

実施にあたっては，測定結果を踏まえ適切な防護衣具類等を着用すること

により，身体汚染や汚染拡大の防止を図った。 

   各作業における雰囲気線量当量率の最大値は，建屋内排水系配管の内部

確認作業エリアである NRW-Ⅰ2 階保管室 2-4 の 1.0mSv/h であり，表面線

量当量率の最大値は同エリアのコンテナ表面が 3.3mSv/h であった。当該

エリアでの作業については短時間であることから，鉛遮蔽等の措置を講じ

る必要はないと判断した。ただし，NRW-Ⅰ地下 2階のドラム保管室につい

ては，雰囲気線量当量率が 0.40mSv/h で長期間の作業が予想されたことか

ら，鉛遮へいを設置し被ばく線量の低減に努めた。 

   回収した堆積物の表面線量当量率については 0.0010～0.050mSv/h であ

り，作業エリアの雰囲気線量当量率に影響しないことを確認した。 

 

   ※2 添付資料１７参照 
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表
1 

作
業
時
に
お
け
る
放
射
線
環
境
測
定
結
果
 

 

添付資料２３（３／３） 

作
業
内
容

 
雰
囲
気
線
量
当
量
率

 
表
面
線
量
当
量
率
 

表
面
汚
染
密
度
 

空
気
中
放
射
性
物
質
濃
度

 

堆
積
物
の
回
収
作
業
及
び
 

除
染
作
業
 

(5
月

3
日
）
 

NR
W-
Ⅰ

 
地
下

2
階
 

ド
ラ
ム
保
管
室

 

～
0.
27

mS
v/
h 

 

NR
W-
Ⅰ
 
地
下

2
階
 

ド
ラ
ム
保
管
室
 

回
収
し
た
堆
積
物

（
直
接
法
）

 

18
,0
00
cp
m 

2×
10

2
㏃
/㎝

2  

NR
W-
Ⅰ

 
地
下

2
階
 

ド
ラ
ム
保
管
室

 

<3
0c
pm
 

<3
×
10

-6
㏃
/㎝

3  

建
屋
内
排
水
系
配
管
の
 

内
部
確
認
及
び
閉
止
蓋
取
付
 

(5
月

5
日
～
6
月

7
日
) 

NR
W-
Ⅰ

 
2
階
 

保
管
室

2-
4
 

～
1.
0m
Sv
/h

 

NR
W-
Ⅰ
 
2
階
 

保
管
室

2-
4 

コ
ン
テ
ナ
表
面
 

3.
3m
Sv
/h
 

NR
W-
Ⅰ
 
地
下

2
階
 

ド
レ
ン
サ
ン
プ
タ
ン
ク
室
 

CC
D
カ
メ
ラ
表
面
 

50
0c
pm
 

3×
10

-
1
㏃
/㎝

2  

NR
W-
Ⅰ

 
4
階
 

雑
固
体
廃
棄
物
保
管
室

4-
7 

40
0c
pm
 

4×
10

-5
㏃
/㎝

3 

核
種
分
析
の
結
果
，
天
然
核
種
の

み
で
あ
る
こ
と
を
確
認
 

建
屋
内
排
水
系
配
管
等
の
 

内
部
確
認
及
び
堆
積
物
回
収
 

(6
月

13
日
～
7
月

24
日
) 

NR
W-
Ⅰ

 
地
下

2
階
 

ド
ラ
ム
保
管
室

 

0.
40
mS
v/
h
 

NR
W-
Ⅰ
 
地
下

2
階
 

ド
ラ
ム
保
管
室
 

ド
ラ
ム
缶
表
面
 

1.
4m
Sv
/h
 

 回
収
し
た
堆
積
物
表
面
 

0.
00
10
～
0.
05
0m
Sv
/h
 

NR
W-
Ⅰ
 
地
下

1
階
 

粉
体
ホ
ッ
パ
下
部
室
 

回
収
し
た
堆
積
物

（
直
接
法
）

 

25
,0
00
cp
m 

2×
10

2
㏃
/㎝

2  

NR
W-
Ⅰ

 
1
階
 

配
管
バ
ル
ブ
室
 

30
0c
pm
 

3×
10

-5
㏃
/㎝

3 

核
種
分
析
の
結
果
，
天
然
核
種
の

み
で
あ
る
こ
と
を
確
認
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添付資料２４（１／１１） 
作業エリアの区画状況等 

 

１ 放射線防護上の必要な措置［1D 区域及び 3D 区域への変更］ 

（平成 29 年 5 月 3 日 17 時 20 分時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ：粉状の堆積物を確認した排水枡     ：標識    

C/P：チェンジプレース           ：施錠等 

   ：ドラム運搬装置メンテナンス室とドレンサンプタンク室間の扉 

   ：D 区域（防護装備：D区域装備） 

   ：既設 C区域（防護装備：C区域装備） 

 

  

 ドレンサンプタンク室  ドラム保管室 

  

 

 
ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

C/P 

3D 区域 

1D 区域 

2C 区域 

※ 閉止蓋取り付けまでの措置 

※ ※ 

※ 
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添付資料２４（２／１１） 

２ 作業エリアの区画状況(配管内部の確認及び堆積物の回収作業) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 廃棄物減容処理建屋４階（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

◎

◎

◎

◆

◎

NRW-Ⅰ 4 階の区画図 

＜凡例＞ 

 ◎：排水枡 

  ：立入者管理区域範囲   ：立入禁止区域範囲 

  ：D 区域        ◆：立入禁止区域表示・施錠 

4 NWF-602 3B1

3 NWF-601 3D

2 NWF-603 1B1

1 NWF-604 2B1

排水枡箇所 排水枡番号 細区分排水枡箇所 排水枡番号 細区分

1 

2 

3 
4 
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 添付資料２４（３／１１） 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆

 廃棄物減容処理建屋３階（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

NRW-Ⅰ 3 階の区画図 

＜凡例＞ 

  ：立入者管理区域範囲   ：立入禁止区域範囲 

★：入退域管理装置 

 

★ 
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添付資料２４（４／１１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 廃棄物減容処理建屋２階（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

◎

◎

◎ ◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎
◎

◎

◎◎
◎

◎

◎

◎

◆

◆

◆

×

◎
16

◆

◎

◎

◎

◎

◎

◎

NRW-Ⅰ 2 階の区画図 

 
＜凡例＞ 

 ◎：排水枡  ×：通行禁止 

  ：立入者管理区域範囲   ：立入禁止区域範囲 

  ：D 区域        ◆：立入禁止区域表示・施錠 

排水枡箇所 排水枡番号 細区分

19 NWF-419 3D

14 NWF-408 1D

13 NWF-441 1D

27 NWF-7029 NWF-446 1D

8 NWF-407 1B1

7 NWF-406 1B1

3D

16 NWF-412

NWF-417

6 NWF-405 1B1

5 NWF-404 1B1

1B1

24 NWCE-405 1B1

23 NWF-434 1B1

25 NWF-431

1D

12 NWCE-403 1D

26 NWF-430 1B1

11 NWF-447 1D

1B1

20 NWF-420 2B1

22 NWF-432 2D

21 NWF-426

1D

18 NWF-418 3D

17

1 NWF-444 1D

15 NWF-413 1D

排水枡箇所 排水枡番号 細区分 排水枡箇所 排水枡番号 細区分

2 NWF-416 1D

10 NWCE-401 1D

NWE-402 1B1

3 NWF-411 1B1

4

1 
2 

3 4 5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 
15 

16 

17 

18 

19 

20 21 22 23 
24 

25 
26 

27 

焼却炉排気筒室内ラダー上部 
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添付資料２４（５／１１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 廃棄物減容処理建屋１階（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

◎

◎

◎

◎

◎ ◎ ◎ ◎

◎

◎
◎

◎

◎

◎

◎ ◎

◎

◎

◆

◆

■
×

◎

◎ ◎

◎

NRW-Ⅰ 1 階の区画図 

 

＜凡例＞ 

 ◎：排水枡    ：D 区域 ×：通行禁止 

  ：立入者管理区域範囲   ：立入禁止区域範囲 

 ■：立入者管理区域表示  ◆：立入禁止区域表示・施錠 

 ★：入退域管理装置 

4 NWF-339 1B1

排水枡箇所 排水枡番号 細区分 排水枡箇所 排水枡番号 細区分

1 NWF-341 1B1 9 NWF-318 1B1

15 NWF-350 1D

5 NWF-342 1D

14 NWF-309 3D

7 NWF-327 1B1

13 NWF-308 3D

20 NWCE-301 3D

6 NWF-328 1B1

17 NWF-307 1D

18 NWF-317 1D

19 NWF-325 1D

2 NWF-338 1B1

3 NWF-340 1B1

12 NWF-301 3D

16 NWF-351 1D

排水枡箇所 排水枡番号 細区分

10 NWF-311 1B1

21 NWCE-302 3D

11 NWF-310 1D

22 NWCE-303 3D

8 NWF-319 1B1

1 

2 

3 

4 
5 

6 7 8 
9 

10 

11 

12 
13 

14 
15 

16 17 

18 19 

20 

21 
22 

★ 
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添付資料２４（６／１１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 廃棄物減容処理建屋地下１階－１（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

◎

◎

◎

◎

◎
◎

◎

◎
◎

◎

◎

◎ ◎

◆

◆

◆

◎

◎ ◎◎

◎

◎

■

■

◎

◎

NRW-Ⅰ 地下 1階の区画図 

＜凡例＞ 

 ◎：排水枡   ：C 区域     ：D 区域 

  ：立入者管理区域範囲      ：立入禁止区域範囲 

 ■：立入者管理区域表示     ◆：立入禁止区域表示・施錠 

 ★：入退域管理装置 

NWF-241 2C

細区分排水枡箇所 排水枡番号 細区分 排水枡箇所 排水枡番号

1 NWF-248 1B1

6 NWF-227 1B1

7 NWF-226 1D

11 NWF-216 1D

12 NWF-214 1D

8 NWF-220 1B1

19 NWF-238

1B1

5 NWF-237 2C

16 NWCE-204 1D

17 NWF-249

1D15 NWCE-203

4 NWF-236 2C

2 NWF-240 2C

3

21 NWF-228 1B1

9 NWF-219 1D

20 NWF-229 2C

2C

18 NWF-250

10 NWF-217 1D

1D

14 NWF-252 1D

1D13 NWF-213

排水枡箇所 排水枡番号 細区分

★ 

★ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 9 

10 

11 

12 

13 
14 

15 

16 

17 

18 
19 

20 21 

添付資料２４ 

（９／１１） 

参照 

添付資料２４ 

（８／１１） 

参照 

添付資料２４（８／１１）参照 

添付資料２８参照 

添付資料２４（１１／１１）参照 
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添付資料２４（７／１１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 廃棄物減容処理建屋地下２階（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日
◎

◎

◎

◎◎

◎

◎

◎ ◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎ ◎

◎

◎

◎

◎

◎ ◎

◆

◆

◆ ◆◆

◎

◎

◎

◎

◎

NRW-Ⅰ 地下 2階の区画図 

＜凡例＞ 

 ◎：排水枡      

  ：立入者管理区域範囲      ：立入禁止区域範囲 

  ：D 区域           ◆：立入禁止区域表示・施錠 

1D

5 NWF-183 1D

19 NWF-121 2D

18 NWF-126

2D

17 NWF-125 1D

16 NWF-127

10 NWF-138 2D

2D

9 NWF-149 2D

12 NWF-123

2D

13 NWF-124 2D

27 NWF-118 2D

26 NWCE-111

1D

25 NWCE-110

15 NWF-128 2D

1D

24 NWF-109

23 NWF-108 1D

1D22 NWF-107

8 NWF-137 3D

7 NWF-150 3D

6 NWF-162 1D

排水枡箇所 排水枡番号 細区分

21 NWF-106 1D

細区分

1 NWF-169 1D

排水枡箇所 排水枡番号

20 NWF-122

細区分 排水枡箇所 排水枡番号

2D

14 NWF-180 2D

11 NWF-120 1D

4 NWF-161 1D

3 NWF-171 1D

2 NWF-170 1D

1 

2 

3 
4 

5 
6 

7 8 

9 10 

11 
12 

13 

14 

15 27 

16 17 
18 

19 20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

添付資料２４（１０／１１）参照 

添付資料２４ 

（１１／１１） 

参照 

添付資料２８参照 
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添付資料２４（８／１１） 

３ 立入者管理区域の区画 

 

＜NRW-Ⅰ 地下 1階 西側＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜NRW-Ⅰ 地下 1階 東側＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

この先 

立入者管理区域のため 

関係者以外立入禁止 
  

放射線管理課 

＜立入者管理区域表示＞ 

入退域管理装置 
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添付資料２４（９／１１） 

 

４ 立入禁止区域の区画 

 

＜NRW-Ⅰ 地下 1階 西側通路＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

この先 

立入禁止区域のため 

関係者以外立入禁止 
  

放射線管理課 

＜施錠管理状況＞ ＜立入禁止区域表示＞ 
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添付資料２４（１０／１１） 

 

＜NRW-Ⅰ 地下 2階 中央通路＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜施錠管理状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

この先 

立入禁止区域のため 

関係者以外立入禁止 
  

放射線管理課 

 

＜立入禁止区域表示＞ 
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添付資料２４（１１／１１） 

５ 管理区域細区分の変更 

 

＜NRW-Ⅰ 地下 1階 中央東側エリア＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＜NRW-Ⅰ 地下 2階 南西側エリア＞ 
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添付資料２５（１／５） 

 

差圧監視結果 

 

１ 差圧監視期間 

 平成 29 年 5 月 11 日から 7月 26 日 

 

２ 差圧監視方法 

 汚染拡大防止を実施したエリア（ドラム運搬装置メンテナンス室及びドラ

ム保管室）の差圧計（NT41-dPI-054）指示値を廃棄物減容処理装置建屋制御

室にて連続監視できるよう，以下に示すとおり差圧計の前面に監視カメラを

設置し，1時間毎に確認し記録した。（図 1参照。） 

 

 

 

３ 差圧監視結果 

表 1に示すとおり，差圧監視期間において，部屋間の差圧計指示値に有意

な変化は見られなかった。 

 

 

 

 

監視カメラ 

差圧計 
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●：粉状の堆積物を確認した排水枡 

 ：ドラム運搬装置メンテナンス室とドレンサンプタンク室間の扉 

 ：ドラム保管室の遮へい扉 

 ：負圧管理エリア 

：差圧計（NT41-dPI-054） 

 ：差圧計配管 

図１ 差圧監視概要図（NRW-Ⅰ地下 2階） 

 

 

薬液床ドレン 

サンプタンク（B） 

ドラム保管室 

 

NWF-137 
 

NWF-150 

NWF-183 

NWF-162 

NWF-161 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

ドレンサンプ 

タンク室 

監視カメラ 
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添付資料２５（３／５） 

 

表 1 差圧監視結果 

月 日 差圧計指示値（Pa） 備 考 
5 月 11 日 8～10 17 時 35 分 監視カメラ設置 

5 月 12 日 8～10 
10 時 10 分 作業のため変動：20 

13 時 20 分 作業のため変動：20～22 

5 月 13 日 8～10  

5 月 14 日 8～10  

5 月 15 日 8～10  

5 月 16 日 8～10 11 時 00 分 作業のため変動：9～14 

5 月 17 日 8～10  

5 月 18 日 8～10 11 時 00 分 作業のため変動：19～21 

5 月 19 日 8～10  

5 月 20 日 8～10  

5 月 21 日 9～10  
5 月 22 日 9～10 15 時 00 分 作業のため変動：23～25 

5 月 23 日 8～11  
5 月 24 日 8～10 10 時 00 分 作業のため変動：10～12 

5 月 25 日 9～10  

5 月 26 日 9～10  

5 月 27 日 9～10  

5 月 28 日 8～10  

5 月 29 日 9～10  

5 月 30 日 9～10  

5 月 31 日 8～10  

6 月 1 日 8～10  

6 月 2 日 8～10  

6 月 3 日 8～10  

6 月 4 日 9～10  

6 月 5 日 9～10  

6 月 6 日 9～10  

6 月 7 日 9～10 
15 時 00 分 作業のため変動：12～13 

16 時 00 分 作業のため変動：12～13 

6 月 8 日 8～10  

6 月 9 日 8～10  

6 月 10 日 8～10  

6 月 11 日 8～10  

6 月 12 日 8～11  

6 月 13 日 8～9 
10 時 30 分から 16 時 10 分 

作業のため変動：8～18 

6 月 14 日 8～13 14 時 00 分 作業のため変動：19～20 

6 月 15 日 10～12 
10 時 00 分 作業のため変動：14～16 

11 時 00 分 作業のため変動：14～16 
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添付資料２５（４／５） 

 

月 日 差圧計指示値（Pa） 備 考 

6 月 16 日 10～11 

10 時 00 分 作業のため変動：11～15 

11 時 00 分 作業のため変動：11～13 

14 時 00 分 作業のため変動：27～35 

15 時 00 分 作業のため変動：20～28 

16 時 00 分 作業のため変動：26～34 

6 月 17 日 10～13 10 時 00 分 作業のため変動：27～35 

6 月 18 日 9～11  

6 月 19 日 9～11  

6 月 20 日 8～12 10 時 00 分 作業のため変動：15～16 

6 月 21 日 8～11  

6 月 22 日 9～11 10 時 00 分 作業のため変動：12～14 

6 月 23 日 9～12 14 時 00 分 作業のため変動：12～14 

6 月 24 日 9～10 

10 時 00 分 作業のため変動：11～13 

11 時 00 分 作業のため変動：13～16 

14 時 00 分 作業のため変動：11～13 

15 時 00 分 作業のため変動：12～13 

16 時 00 分 作業のため変動：15～16 

6 月 25 日 9～10  

6 月 26 日 9～10 

10 時 00 分 作業のため変動：12～13 

11 時 00 分 作業のため変動：12～13 

14 時 00 分 作業のため変動：12～16 

15 時 00 分 作業のため変動：15～17 

16 時 00 分 作業のため変動：12～15 

6 月 27 日 9～13 

10 時 00 分 作業のため変動：21～23 

11 時 00 分 作業のため変動：21～23 

16 時 00 分 作業のため変動：14～16 

6 月 28 日 9～11  

6 月 29 日 9～11  

6 月 30 日 9～10 

10 時 00 分 作業のため変動：10～13 

11 時 00 分 作業のため変動：10～13 

14 時 00 分 作業のため変動：11～15 

15 時 00 分 作業のため変動：11～15 

16 時 00 分 作業のため変動：12～16 

7 月 1 日 9～11  

7 月 2 日 9～11  

7 月 3 日 9～11  

7 月 4 日 9～11  

7 月 5 日 9～11  

7 月 6 日 9～11  

7 月 7 日 9～13 
10 時 00 分 作業のため変動：12～14 

14 時 00 分 作業のため変動：13～15 

7 月 8 日 10～12  

7 月 9 日 10～11  

7 月 10 日 10～12  

7 月 11 日 10～12  

7 月 12 日 10～12  
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月 日 差圧計指示値（Pa） 備 考 

7 月 13 日 9～12  

7 月 14 日 9～11  

7 月 15 日 10～11  

7 月 16 日 10～12  

7 月 17 日 10～12  

7 月 18 日 10～12  

7 月 19 日 10～12  

7 月 20 日 10～12  

7 月 21 日 10～13  

7 月 22 日 10～12  

7 月 23 日 10～12  

7 月 24 日 10～12  

7 月 25 日 10～12  

7 月 26 日 10～12 15 時 00 分 規制解除のため記録終了 

  ＊差圧計指示値は，1日の最大と最小の指示値を示す。ただし，作業によ

り変動した指示値は除く。 

 

以 上 
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添付資料２６（１／８） 
 

安全措置に係る放射線測定・監視結果 

 

１ 測定期間 

平成 29 年 5 月 12 日から 7月 26 日 

 

２ 測定目的 

NRW-Ⅰ全域における粉状の堆積物が確認された排水枡に繋がる配管に接続

される排水枡付近の空気中放射性物質濃度及び表面汚染密度を測定し，配管

内に堆積した樹脂を回収するまでの間，汚染が拡大していないことを確認す

るとともに排水枡付近の雰囲気線量当量率を測定し，放射線状況を把握する。 

 

３ 測定箇所 

・空気中放射性物質濃度 

NRW-Ⅰ地下 2階ドラム運搬装置メンテナンス室，焼却炉焼却灰取出装置

室，NRW-Ⅰ地下 1階混合槽室及び粉体ホッパ下部室内。（気流調査を行

い，風下にあたる箇所） 

・表面汚染密度 

NRW-Ⅰ地下 2階から 4階 

粉状の堆積物が確認された排水枡に繋がる配管に接続される排水枡 

・D区域については，当該区域の入口又は D区域境界付近 

・C，B1区域については各排水枡付近（複数の排水枡が接近して配置

されている場合には中間点） 

・雰囲気線量当量率 

  ・NRW-Ⅰ地下 2階ドラム運搬装置メンテナンス室，焼却炉焼却灰取出装置

室，NRW-Ⅰ地下 1階混合槽室及び粉体ホッパ下部室内。 

・NRW-Ⅰ地下 2階から 4階 

粉状の堆積物が確認された排水枡に繋がる配管に接続される排水枡付近 

 

詳細については，図 1から 5の測定箇所参照 

 

４ 測定方法 

・空気中放射性物質濃度（5 月 12 日から 7月 26 日） 

＜地下 2階 ドラム運搬装置メンテナンス室及び焼却炉焼却灰取出装置室＞ 

・連続採取（1 回／日） 

排水枡周辺又は配管内に堆積物が確認された排水枡について，空気の噴

き上がりにより空気汚染が発生するおそれがあるため，定置型ダストサン

プラにより連続採取を実施し，天然核種の減衰後，試料計数装置によりろ
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添付資料２６（２／８） 
 

紙を測定し算出した。 

 

＜地下 1階 混合槽室及び粉体ホッパ下部室＞ 

・10 分間採取（2回／日） 

排水枡周辺又は配管内に堆積物が確認された排水枡について，空気の噴き

上がりにより空気汚染が発生するおそれがあるため，高流量ダストサンプラ

により 10 分間採取を実施し，ろ紙を GM 汚染サーベイメータ及び波高分析装

置にて測定し算出した。（空気中放射性物質濃度の測定は連続採取を基本と

したが，室内に電源がなく，電工ドラムの使用により防火扉等を常時開放す

る必要があるため，10 分間採取とした。） 

 

・表面汚染密度（5月 12 日から 7月 25 日 1 回／日） 

粉状の堆積物がないことを目視により確認したため間接法により測定し，

表面汚染密度を算出した。 

 

・雰囲気線量当量率 

 ・NRW-Ⅰ地下 2 階ドラム運搬装置メンテナンス室，焼却炉焼却灰取出装置

室，NRW-Ⅰ地下 1階混合槽室及び粉体ホッパ下部室内。 

（5月 12 日から 7月 25 日 1 回／日） 

・NRW-Ⅰ地下 2 階から 4階 

粉状の堆積物が確認された排水枡に繋がる配管に接続される排水枡付近

（6月 13 日,6 月 15 日,6 月 23 日） 

 

電離箱サーベイメータにより雰囲気線量当量率※1を測定した。 

※1 床面から約 1m の地点の線量当量率 

 

５ 測定結果 

・空気中放射性物質濃度 

400cpm,4×10-5Bq/cm3（最大値） 

（核種分析の結果，天然核種のみであることを確認） 

・表面汚染密度 

 すべて検出限界未満（<30cpm，<2×10-2Bq/cm2） 

・雰囲気線量当量率 

<0.0010～1.2mSv/h 
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６ 評価結果 

空気中放射性物質濃度及び表面汚染密度について測定した結果，各エリア

において堆積物による汚染が拡大していないことを確認した。また，空気中

放射性物質濃度，表面汚染密度及び雰囲気線量当量率について，各エリアの

管理区域の細区分の基準※2を満足していることを確認した。 

※2 添付資料１７参照
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 廃棄物減容処理建屋４階（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

◎

◎

◎

◎

※表面汚染密度
検出限界値

30cpm,2×10
-2
Bq/cm

2

図 1 NRW-Ⅰ 4 階 

1 

2 

3 

4 

 

①  

② 

③ 

④ 

：B1 区域 

＜凡例＞ 
：立入者管理区域範囲 ：立入禁止区域範囲 

：D区域 ◎：排水枡箇所 

4(NWF-602)

<0.0010
0.0040

③
④

3(NWF-601)

管理
エリア

①
② <0.0010 1B1

<0.0010

雰囲気線量当量率
(mSv/h)

排水枡箇(排水枡番号)
表面汚染密度※

(cpm,Bq/cm2)

検出限界未満
検出限界未満

1(NWF-604)
2(NWF-603)

細区分

3D
3B1検出限界未満

2B1

検出限界未満
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 廃棄物減容処理建屋２階（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎◎

◎

◎

◎

◎◎
◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

図 2 NRW-Ⅰ 2 階 

※1 表面汚染密度
検出限界値

30cpm,2×10-2Bq/cm2

⑮

雰囲気線量当量率
(mSv/h)

細区分

<0.0010 1B1

0.88 3D

0.12 3D
<0.0010 1D

<0.0010 1D

1B1

<0.0010 1B1

<0.0010 2D

<0.0010

<0.0010 1D※2

1D

<0.0010 1D

<0.0010

<0.0010 1D
<0.0010 2B1

1B1<0.0010

<0.0010 検出限界未満 1D
<0.0010 1D

<0.0010 1D
<0.0010 1D

20(NWF-420)
16(NWF-412)

3(NWF-411)，4(NWE-402)，5(NWF-404)
9(NWF-446)，10(NWCE-401)

⑯
⑰

⑱
⑲

⑨
⑩

⑪
⑫

⑬
⑭

11(NWF-447)，12(NWCE-403)
6(NWF-405)，7(NWF-406)

15(NWF-413)
13(NWF-441)

管理
エリア

①
②

③
④
⑤

⑥
⑦

⑧

排水枡箇所(排水枡番号)

25(NWF-431)，26(NWF-430)
23(NWF-434)，24(NWCE-405)

22(NWF-432)
21(NWF-426)
1(NWF-444)

2(NWF-416)
17(NWF-417)，18(NWF-418)

19(NWF-419)

8(NWF-407) <0.0010 検出限界未満 1B1

14(NWF-408)
27(NWF-702)

表面汚染密度
※1

(cpm,Bq/cm2)

検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満
検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満
検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満

＜凡例＞ 
：立入者管理区域範囲 ：立入禁止区域範囲 

：D区域 ◎：排水枡箇所 ：B1 区域 

1 
2 

3 4 5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 14 

15 

16 

17 

18 

19 

21 

22 
23 
24 

20 

25 
26 

27 

①  

②  

③  
④ 

⑤ ⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 
⑭※2 

⑯ 

⑰ 

⑱ 

⑲ 

焼却炉排気筒室内ラダー上部 

⑮ 

※2管理エリア⑭については，他作業により D区域 

を設定していたが，作業状況により 6月 20 日 

に B1区域に変更した 
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 廃棄物減容処理建屋１階（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

◎
◎
◎

◎

◎ ◎ ◎ ◎
◎

◎
◎

◎

◎

◎

◎

◎◎

◎

◎

◎

◎

◎

図 3 NRW-Ⅰ 1 階 

:立入者管理区域範囲 :立入禁止区域範囲

:B1区域 :D区域 ◎ :排水枡箇所

<凡例>
※表面汚染密度
検出限界値

30cpm,2×10-2Bq/cm2

1D

3D

3D

細区分

1B1

1D

1D
1D

1D

検出限界未満

検出限界未満

検出限界未満

検出限界未満

検出限界未満

管理
エリア

雰囲気線量当量率
(mSv/h)

排水枡箇所(排水枡番号)
表面汚染密度※

(cpm,Bq/cm
2
)

1B1

② <0.0010

① <0.0010
1(NWF-341)，2(NWF-338)，
3(NWF-340)，4(NWF-339)

⑤ <0.0010

③ <0.0010

④ <0.0010

⑧ <0.0010

⑦ <0.0010

⑥ <0.0010

14(NWF-309)，20(NWCE-301)，
21(NWCE-302)

15(NWF-350)

⑩ <0.0010

13(NWF-308)，22(NWCE-303)

10(NWF-311) 検出限界未満

検出限界未満
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19(NWF-325)

18(NWF317)

3D
⑪ <0.0010 1D
⑫ <0.0010

11(NWF-310)

12(NWF-301) 検出限界未満
検出限界未満

1B1

⑨ <0.0010
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検出限界未満
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添付資料２６（７／８） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 NRW-Ⅰ 地下 1階 

※表面汚染密度
検出限界値

30cpm,2×10
-2
Bq/cm

2

:立入者管理区域範囲 :立入禁止区域範囲 ◎ :排水枡箇所

:B1区域 :C区域 :D区域 ▲ :空気中放射性物質濃度採取ﾎﾟｲﾝﾄ

<凡例>

 廃棄物減容処理建屋地下１階－１（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

◎

◎

◎

◎

◎
◎

◎

◎
◎

◎

◎

◎ ◎

◎

◎ ◎◎

◎

◎

◎

◎

管理
エリア

雰囲気線量当量率
(mSv/h)

④ <0.0010

細区分

① <0.0010

② <0.0010

③ 0.12 検出限界未満

検出限界未満

1D

11(NWF-216)

12(NWF-214)，15(NWCE-203)

<0.0010

1B1

2C

1B1
1D

1D

1D

1D

1D

⑪ <0.0010 1B1

⑨ <0.0010 1D

⑩ <0.0010 1D

400cpm,

4×10-5Bq/cm3

核種分析の結果，天然核種のみで
あることを確認

検出限界未満

⑤ <0.0010

⑫ <0.0010

⑦ <0.0010
⑥

⑧ <0.0010

10(NWF-217)

16(NWCE-204)

8(NWF-220)

6(NWF-227)，21(NWF-228)

13(NWF-213)，14(NWF-252)

9(NWF-219)

1(NWF-248)，17(NWF-249)

2(NWF-240)，3(NWF-241)，
4(NWF-236)，5(NWF-237)，
19(NWF-238)，20(NWF-229)

7(NWF-226)

検出限界未満

検出限界未満

空気中放射性
物質濃度

検出限界未満

検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満

検出限界未満

300cpm,

3×10-5Bq/cm3

核種分析の結果，天然核種のみで
あることを確認

表面汚染密度※

(cpm,Bq/cm
2
)

検出限界未満

検出限界未満

排水枡箇所
(排水枡番号)

18(NWF-250)
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17 18 19 20 
21 
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⑫ 

粉体ホッパ下部室 

混合槽室 
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添付資料２６（８／８） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 NRW-Ⅰ 地下 2階 

:立入者管理区域範囲 :立入禁止区域範囲
:D区域 ◎ :排水枡箇所 ▲ :空気中放射性物質濃度採取ﾎﾟｲﾝﾄ

<凡例><凡例>
※表面汚染密度
検出限界値

30cpm,2×10
-2
Bq/cm

2

 廃棄物減容処理建屋地下２階（放射線管理記録）　　　年　　　月　　　日

◎

◎

◎

◎◎

◎
◎

◎ ◎

◎
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◎
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検出限界未満
検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満
（検出限界値 17cpm,

8×10-8Bq/cm3）

1D

⑭ <0.0010 1D

1D
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<0.0010
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17(NWF-125)，18(NWF-126)

21(NWF-106)

22(NWF-107)

23(NWF-108)，24(NWF-109) 検出限界未満

2D

3D
2D

2D
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16(NWF-127)，27(NWF-118)

11(NWF-120)

19(NWF-121)，20(NWF-122)

<0.0010

検出限界未満
検出限界未満

検出限界未満

1D

1.2

⑫
⑬

26(NWCE-111)

検出限界未満

検出限界未満

⑤ <0.0010

④ 0.0040

25(NWCE-110)

4(NWF-161)，5(NWF-183)，
6(NWF-162)

⑥
⑦

⑧

⑪

<0.0010
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<0.0010
⑩ <0.0010
⑨

管理
エリア

②
③

排水枡箇所
(排水枡番号)

検出限界未満

① <0.00101(NWF-169)，2(NWF-170)

3(NWF-171)

表面汚染密度
※

(cpm,Bq/cm2)

検出限界未満
検出限界未満

2D

1D

雰囲気
線量当量率
(mSv/h)

細区分

<0.0010 1D
<0.0010 1D

1D

空気中放射性
物質濃度

検出限界未満
（検出限界値 17cpm,

8×10-8Bq/cm3)

以 上 

焼却炉焼却灰 

取出装置室 

ドラム保管室 

ドラム運搬装置

メンテナンス室 

 
114



 

添付資料２７（１／４） 

 
 

建屋内排水系配管の内部調査 
 

１ 調査目的 

床面に堆積物を確認した排水枡に繋がる建屋内排水系配管の内部を確認す

る。 

 

２ 調査方法 

NRW-Ⅰ屋上階から地下 2 階に設置されている建屋内排水系配管内に排水枡

及び点検口から CCD カメラを挿入して配管内部を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 調査結果 

（１）調査期間 

平成 29 年 5 月 5 日から 7月 24 日（実作業日数：16 日） 

（２）調査範囲 

NRW-Ⅰ 屋上階から地下 2階に設置されている建屋内排水系配管 

（３）調査結果 

地下1階の洗浄ドレン受タンクより流入するラインの下流側に繋がる配

管（約 11m），地下 2階の排水枡 NWF-162 直下，洗浄ドレン受タンクからの

流入部，及び各排水枡から繋がる集合部の配管（約 34m）に堆積物を確認

した。 

 

CCD カメラ 

モニター 
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添付資料２７（２／４） 
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添付資料２７（３／４） 

 

NR
W-
Ⅰ
地
下

2
階
 
南
側
 

N
W
F-
1
06
 

 

配
管
室
 

ド
ラ
ム
保
管
室
 

ド
ラ
ム
運
搬
装
置
 

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
 

薬
液
床
ド
レ
ン
 

サ
ン
プ
タ
ン
ク
(
B)
 

 

N
W
F-
1
07

 

N
W
F-
1
08

 

N
W
F-
1
09

 

N
W
F-
1
26
 

 
N
W
F-
1
27
 

 

N
W
F
-
1
18
 

 

N
W
F-
1
22

 

N
W
F-
1
20

 

N
W
F
-1
25
 

 

N
W
F-
1
21

 
NW
F-
12
3 

NW
F-
12
8 

 

NW
F-
18
0 

 

NW
F-
13
7 

NW
F
-1
50

 

NW
F-

18
3 

NW
F-

16
2 

NW
F-
16
1 

NW
CE
-1
10

 

NW
F-
13
8 

NW
CE
-1
11

 

NW
F-
14
9 

NW
F-

17
1 

NW
F-
16
9 

NW
F-
17
0 

NW
F
-1
24

 

 
 

 
：
配
管
内
部
調
査
の
実
施
範
囲

 
 
：
排
水
枡

 
 
 
：
堆
積
物
の
確
認
範
囲
 

 
 

 
 
：
堆
積
物
を
確
認
し
た
排
水
枡

 

：
地
下

1
階
か
ら
の
配
管
貫
通
部
及
び
点
検
口

 
 

 
 

 
 
：
洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
か
ら
の
配
管
貫
通
部
及
び
点
検
口

 
 

 
117



添付資料２７（４／４） 
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添付資料２８（１／２） 

排水枡への閉止蓋取付状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

NRW-Ⅰ地下 1階 南西側エリア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
NRW-Ⅰ地下 2階 南西側エリア 
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添付資料２８（２／２） 
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添付資料２９（１／１５） 

 

建屋内排水系配管内堆積物の回収 
 

１ 回収目的 

建屋内排水系配管内に確認した堆積物を回収する。 

 

２ 回収方法 

堆積物を確認した建屋内排水系配管内に排水枡及び点検口から真空掃除機

のホースを挿入して堆積物を回収する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 回収結果 

（１）作業期間 

平成 29 年 6 月 13 日から 7月 24 日（実作業日数：18 日） 

（２）回収範囲 

NRW-Ⅰ地下 1 階から地下 2階に設置されている建屋内排水系配管 

（３）回収結果 

地下 1階（回収量：約 3,200g）及び地下 2階（回収量：約 10,800g）の建

屋内排水系配管内に確認した堆積物を全て（約 14,000g）を回収した。 

 

 

真空掃除機 

 

   部はＨＥＰＡフィルタ※ 
(0.3μｍの粒子の除去率が 99.97％

以上のもの) 

※High Efficiency Particulate Air 

フィルタ 

管理区域外にて撮影。なお，実際の堆積物の回

収作業時には，管理区域の細区分に合わせた防

護衣具類に加え，作業員の内部被ばく防止のた

めに全面マスク及びタイベックスーツ等を着

用したうえで実施。 
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添付資料２９（２／１５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NRW-Ⅰ 地下 1階 

   ：配管内部調査の実施範囲 

   ：排水枡 

   ：堆積物の確認範囲 

：堆積物の分析箇所 

天天 ：天地を示す 

地下 2階へ 

地下 1階 

洗浄ドレン 

受タンク 

1 階より 

ﾚﾍﾞﾙ低 

FL-6035 

1.164m3 

堆積物回収量：約 3,200ｇ 

 

1 階より 

1 階より 

 

※ 

A 

B 

 

② 

① ② 

 

※ 

 FL-7040mm 

 FL-7275mm  FL-7280mm 

 FL-6200mm 

 FL-6805mm 

 FL-7715mm 

 FL-7685mm 

 F
L-
8
6
47
m
m 

 F
L
-7
73
5m
m 

 FL-6795mm 

 FL-6824mm  FL-6672mm ① 

NWF-252 

NWF-213 NWF-216 

NWF-226 

NWF-214 

NWCE-203 

NWCE-204 

天 
天 

堆積物回収後 

（NWF-214 から確認） 

全面閉塞 

（NWF-214 から確認） 

天 天 

7 割程度閉塞 

（洗浄ドレン受タンク 

側から確認） 

 

堆積物回収後 

（洗浄ドレン受タンク 

側から確認） 

FL-7050mm 
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添付資料２９（３／１５） 

   ：配管内部調査の実施範囲  

   ：排水枡 

   ：堆積物を確認した排水枡 

   ：堆積物の確認範囲 

：堆積物の分析箇所 

天天  ：天地を示す 

 

薬液床ドレン 
サンプタンク 

(B) 

洗浄ドレン 
受タンクより 

点検口 

FL-12100mm 

NWF-170 

NWF-183  NWF-162 

NWCE-110 

NWF-149 NWCE-111 

NWF-138 

NWF-150 

NWF-137 

NWF-123     NWF-124 NWF-180 NWF-128 

NWF-118  

NWF-125  

NWF-127  NWF-126  
NWF-121  

NWF-120  
NWF-122  

NWF-106 
NWF-107 NWF-108 NWF-109 

⑥ 
⑤ 

③ 

④ 

② 

① 

点検口 

B1FL より 

点検口 

B1FL より 
点検口 

B1FL より 

NWF-169 
NWF-171 

堆積物回収量：約 10,800ｇ 

C 

D 
E 

F 

G 

H 

I 

J 

K 

天 

5 割程度堆積 

（点検口から確認） 

堆積物回収後 

（点検口から確認） 

天 

7 割程度堆積 

（NWF-150 から確認） 

天 

堆積物回収後 

（NWF-150 から確認） 

天 

3 割程度堆積 

（NWF-137 から確認） 

天 

堆積物回収後 

（NWF-137 から確認） 

天 

NRW-Ⅰ 地下 2階 

3 割程度堆積 

（NWF-161 から確認） 

天 
堆積物回収後 

（NWF-161 から確認） 

天 天 

１割程度堆積 

（NWF-162 から確認） 

堆積物回収後 

（NWF-162 から確認） 

天 

5 割程度堆積 

（NWF-126 から確認） 

天 

堆積物回収後 

（NWF-126 から確認） 

天 

① ② 

③ ④ 

⑤ ⑥ 

NWF-161 
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添付資料２９（４／１５） 

粒状樹脂の分析結果（ 新品 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 
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添付資料２９（５／１５） 

 

堆積物の分析結果（ A：排水枡 NWCE-203 より回収 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料２９（６／１５） 

 

堆積物の分析結果（ B：排水枡 NWF-214 より回収 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料２９（７／１５） 

 

堆積物の分析結果（ C：排水枡 NWF-126 より回収 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料２９（８／１５） 

 

堆積物の分析結果（ D：排水枡 NWF-125 より回収 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料２９（９／１５） 

 

堆積物の分析結果（ E：点検口より回収 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 
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添付資料２９（１０／１５） 

 

堆積物の分析結果（ F：排水枡 NWF-137 より回収 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料２９（１１／１５） 

 

堆積物の分析結果（ G：排水枡 NWF-150 より回収 ） 

 

 

粒状樹脂 
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（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 
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添付資料２９（１２／１５） 

 

堆積物の分析結果（ H：排水枡 NWF-162 より回収 ） 

 

 

粒状樹脂 
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（写真：茶色） 
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（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 

 

 

<定性分析> 

 

 

 

 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料２９（１３／１５） 

 

堆積物の分析結果（ I：排水枡 NWF-183 より回収 ） 
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<定性分析> 
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 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料２９（１４／１５） 

 

堆積物の分析結果（ J：排水枡 NWF-161 より回収 ） 

 

 

粒状樹脂 

陰イオン交換樹脂 

（写真：茶色） 

陽イオン交換樹脂 

（写真：白色） 

   

  

<定性分析> 
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 金属屑 

  

 

<定性分析> 
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添付資料２９（１５／１５） 

 

堆積物の分析結果（ K：排水枡 NWF-170 より回収 ） 
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添付資料３０（１／３） 

 

本事象に係る対応者の放射線管理状況 

 

 本事象における対応者の放射線管理状況は以下のとおりであり，平成 29 年 5

月 2 日から 7月 26 日の外部放射線による総線量は 3.71 人・mSv であった。また，

個人最大線量は 0.22mSv であり当所で定める線量管理の日管理線量（1日 1mSv）

を十分に下回っており，管理区域から退域する際の体表面モニタによる身体汚染

検査においても汚染は検出されていない。 

 

１ 初期対応に係る放射線管理状況 

（１）事象発生時の対応 

5 月 2 日の事象発生時における対応者の実績線量は以下のとおり。  

区 分 
従事者数 

（人） 

総線量 

（人・mSv） 

個人最大

(mSv) 

社員 
外部被ばく 

28 
0.08 0.02 

内部被ばく （なし※1） （なし※1） 

社員外 
外部被ばく 

11 
0.07 0.04 

内部被ばく （なし※1） （なし※1） 

合 計 39   0.15 － 

 

（２）除染作業時の対応 

5 月 3 日の除染作業における対応者の実績線量は以下のとおり。  

区 分 
従事者数 

（人） 

総線量 

（人・mSv） 

個人最大

(mSv) 

社員 
外部被ばく 

4 
0.14 0.14 

内部被ばく （なし※1） （なし※1） 

社員外 
外部被ばく 

13 
0.29 0.11 

内部被ばく （なし※1） （なし※1） 

合 計 17   0.43 － 

 

※1 管理区域退出時の体表面モニタにおいて汚染が検出されていないことか

ら，吸入摂取及び経口摂取のおそれはないと判断。 
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添付資料３０（２／３） 

（３）事象発生時及び除染作業時における対応者の内部被ばく測定結果 

5 月 2 日の事象発生時及び 5月 3日の除染作業時における体外計測法（ホー

ルボディカウンタ）による内部被ばくの測定結果は以下のとおり。   

  測定値有意レベル※2：400 カウント 

区 分 
従事者数 

（人） 

WBC 測定結果 

（カウント／100 秒） 

事象発生時対応者 

（5月 2日） 

社員 28 400 未満 

社員外 11 400 未満 

除染作業時対応者 

（5月 3日） 

社員 4 400 未満 

社員外 13 400 未満 

※2 有意な体内汚染がないと判断する測定値。 

 

２ 建屋内排水系配管等の内部確認及び堆積物回収作業等に係る放射線管理状況 

建屋内排水系配管等の内部確認及び堆積物回収作業等（5月 4日から 7月 26

日）における対応者の実績線量は以下のとおり。 

作業内容 区 分 
従事者数 

（人・日） 

総線量 

（人・mSv） 

個人最大

(mSv) 

建屋内排水系配管

等の内部確認， 

堆積物回収作業 

及び閉止蓋取付 

社

員 

外部被ばく 
27 

0.00 0.00 

内部被ばく （なし※3） （なし※3） 

社
員
外 

外部被ばく 
612 

2.02 0.22 

内部被ばく （なし※3） （なし※3） 

巡視点検 

社

員 

外部被ばく 
46 

0.09 0.06 

内部被ばく （なし※3） （なし※3） 

社
員
外 

外部被ばく 
212 

0.26 0.05 

内部被ばく （なし※3） （なし※3） 

放射線管理 

社

員 

外部被ばく 
48 

0.03 0.01 

内部被ばく （なし※3） （なし※3） 

社
員
外 

外部被ばく 
1,014 

0.73 0.08 

内部被ばく （なし※3） （なし※3） 

堆積物の分析 

社

員 

外部被ばく 
26 

0.00 0.00 

内部被ばく （なし※3） （なし※3） 

社
員
外 

外部被ばく 
154 

0.00 0.00 

内部被ばく （なし※3） （なし※3） 

合 計 2,139   3.13 － 

※3 管理区域退出時の体表面モニタにおいて汚染が検出されていないことか

ら，吸入摂取及び経口摂取のおそれはないと判断。 
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添付資料３０（３／３） 

３ 被ばく線量の主要因の推定 

今回の被ばく線量の主な要因は，放射性廃棄物を収納したドラム缶や高線量

当量率の配管・機器近傍で作業を実施したことによるものであり，堆積物から

の影響ではないと評価している。 

 

以 上 
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添付資料３２ 
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添付資料３３ 

 
運転操作による建屋内排水系への排水実績調査結果 

 

１ 調査目的 

洗浄ドレン受タンクから樹脂濃度の高い廃液を建屋内排水系へ排水した場

合，廃液が適切に排水されず，建屋内排水系配管内に樹脂が堆積する可能性が

あるため，運転操作（洗浄操作及びタンク内水抜き操作）により洗浄ドレン受

タンクから建屋内排水系へ排水した実績を調査する。 

 

２ 調査方法 

廃棄物減容処理設備運転引継日誌（以下「NRW 運転引継日誌」という。）※1に

より，本事象を確認した平成 29 年 5 月 2 日までの運転操作によって洗浄ドレ

ン受タンクから建屋内排水系へ排水した実績及び廃液の性状を確認する。 

 

３ 調査結果 

NRW 運転引継日誌※2より，洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系へ排水した

実績及び廃液の性状を確認した結果を表１に示す。 

表１ 排水実績及び廃液の性状 

排水日 
廃液の性状 

洗浄操作※4の有無 
種類 濃度※3 

平成 24 年 11 月 21 日 
粉末樹脂 
を含む廃液 

低い 
なし 

(試験に伴う手動排水) 

平成 26 年 1 月 10 日 濃縮廃液 低い あり 

平成 27 年 12 月 9 日 濃縮廃液 低い あり 

平成 28 年 8 月 12 日 濃縮廃液 低い あり 

平成 28 年 10 月 10 日 濃縮廃液 低い あり 

平成 29 年 4 月 5 日 
粉末樹脂 
を含む廃液 

低い あり 

平成 29 年 4 月 6 日 
粒状樹脂 
を含む廃液 

高い あり 

 

４ 考察 

洗浄ドレン受タンクから粒状樹脂を含む廃液を建屋内排水系へ排水した実

績は平成 29 年 4 月 6 日の洗浄操作のみであり，その際の排水には希釈してい

ない樹脂濃度の高い廃液が含まれていた。そのため，排水に含まれていた樹脂

が建屋内排水系配管内に堆積した可能性がある。 

以 上 

                                                   
※1 平成 26 年 6月以前は廃棄物減容処理設備第 1・2運転引継日誌という。 

※2 本調査は残存するものすべてを対象に実施した。（NRW 運転引継日誌の保存期限は，平成 23年 4月 11 日以前は 5年

間，平成 23 年 4 月 12 日以降は「廃止措置が終了し，その結果が原子力規制委員会規則で定める基準に適合してい

ることについて，原子力規制委員会の確認を受けるまでの期間」としている。） 

※3 給液系の希釈運転後における洗浄廃液の濃度以下の廃液を「低い」，洗浄廃液の濃度より高い廃液を「高い」とする。 

※4 洗浄ドレン受タンク洗浄操作（運転操作手順書）。 
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添付資料３４（１／３） 

 

点検作業による建屋内排水系への排水実績調査結果 

 

１ 調査目的 

点検作業に伴う建屋内排水系への排水について，樹脂濃度の高い廃液を排

水していた場合，廃液が適切に排水されず，建屋内排水系配管内に樹脂が堆

積する可能性があるため，点検作業による建屋内排水系への排水実績及び廃

液の性状を調査する。 

 

２ 調査方法 

  固化設備運転開始後からの排水実績を以下の方法で調査する。（昭和 63 年※

以降） 

・保全作業報告書の記載内容の確認 

・作業管理者及び現場監督者への聞き取りによる確認 

※ 記録の残っているもので最も古い記録 

 

３ 調査結果 

（１）洗浄ドレン受タンク点検（表 1に点検実績を示す。） 

至近のタンク点検は平成 22 年度に実施しており，乾燥機の運転実績等か

ら当該点検時に建屋内排水系へ排水した洗浄ドレン受タンク内の廃液は，粒

状樹脂を含んでおらず，粉末樹脂であったことを確認した。また，作業管理

者及び現場監督者への聞き取りによる確認の結果，点検時にタンク内に残存

していた粉末樹脂は少量であり，多量の樹脂がタンク内に残存していたこと

はないことを確認した。 

 

（２）除染シンクの使用（表 2に使用実績を示す。） 

作業管理者及び現場監督者への聞き取りによる確認の結果，除染シンクは，

乾燥機（A）（B）点検時に乾燥機の主軸の洗浄のみに使用しており，主軸の

洗浄以外に使用した実績がないことを確認した。また，乾燥機主軸に付着し

ていた樹脂は隙間等に付着したものなどわずかな量であり，多量の樹脂が乾

燥機主軸に付着していたことはないことを確認した。 

なお，除染シンクの排水口にフィルタ等を設置して樹脂及び濃縮廃液の回

収はしていなかった。 

 

（３）排水枡からの排水 

点検時に排水枡へ直接廃液を排水する作業について，排水実績を聞き取り

により確認した結果，乾燥機抽気ポンプ（A）（B）点検において排水枡に直

接排水していたことを確認した。 

 乾燥機抽気ポンプ点検に伴い，排水枡に直接排水する廃液の性状を確認し
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添付資料３４（２／３） 

た結果，乾燥機抽気ポンプ内部の残水（乾燥機の凝縮水）を排水するもの

であり，樹脂を含む可能性がないことを確認した。 

その他機器の点検においては，排水枡へ排水するような作業はなかった。 

 

４ 考察 

上記調査結果より，点検に伴う樹脂を含む廃液の建屋内排水系への排水が，

建屋内排水系配管への樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

以 上
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添付資料３４（３／３） 

 

表
1 

洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
点
検
実
績

 

点
検
完
了
日
 

排
水
物
 

排
水
作
業
 

特
記
事
項
 

昭
和

63
年

5
月

24
日
 

不
明
 

作
業
前
：
タ
ン
ク
底
部
の
残
水
を
排
水
 

作
業
中
：
タ
ン
ク
内
部
の
洗
浄
水
を
排
水
 

な
し
 

平
成

9
年

10
月

27
日
 

不
明
 

作
業
前
：
タ
ン
ク
底
部
の
残
水
を
排
水
 

作
業
中
：
タ
ン
ク
内
部
の
洗
浄
水
を
排
水
 

な
し
 

平
成

22
年

11
月

19
日
 

粉
末
樹
脂
を
含
む
廃
液
 

作
業
前
：
タ
ン
ク
底
部
の
残
水
を
排
水
 

作
業
中
：
タ
ン
ク
内
部
の
洗
浄
水
を
排
水
 

タ
ン
ク
点
検
前
の
乾
燥
機
の
運
転
実
績
等
 

か
ら
排
水
物
の
種
類
を
確
認
 

 

表
2 

除
染
シ
ン
ク
の
使
用
実
績

 

※
 
平
成

17
年

9
月

12
日
よ
り
，
乾
燥
機
（
A）

は
濃
縮
廃
液
，
乾
燥
機
（
B
）
は
樹
脂
を
乾
燥
す
る
運
用
と
し
た
。
 

点
検
完
了
日
 

点
検
乾
燥
機
 

付
着
物
 

特
記
事
項
 

平
成
元
年

8
月

10
日
 

A 
不
明
 

な
し
 

平
成

6
年

3
月

19
日
 

A 
不
明
 

な
し
 

平
成

6
年

3
月

19
日
 

B 
不
明
 

な
し
 

平
成

8
年

6
月

19
日
 

A 
不
明
 

な
し
 

平
成

9
年

10
月

31
日
 

B 
不
明
 

な
し
 

平
成

12
年

6
月

29
日
 

A 
不
明
 

な
し
 

平
成

13
年

3
月

30
日
 

B 
不
明
 

な
し
 

平
成

16
年

1
月

30
日
 

A 
不
明
 

な
し
 

平
成

19
年

11
月

29
日
 

B 
樹
脂

※
 

な
し
 

平
成

22
年

11
月

24
日
 

B 
樹
脂

※
 

な
し
 

平
成

24
年

9
月

4
日
 

A 
濃
縮
廃
液

※
 

な
し
 

平
成

26
年

3
月

18
日
 

B 
樹
脂

※
 

聞
き
取
り
に
よ
り
，
排
水
時
に
フ
ィ
ル
タ
等
は
設
置
し
て
い
な
い
こ
と
を
確
認
。
 

平
成

26
年

9
月

11
日
 

A 
濃
縮
廃
液

※
 

聞
き
取
り
に
よ
り
，
乾
燥
機
の
主
軸
に
付
着
し
た
濃
縮
廃
液
を
ス
チ
ー
ム
洗
浄
で
除
去
し
た
際
に

除
染
シ
ン
ク
を
使
用
し
て
お
り
，
排
水
時
に
フ
ィ
ル
タ
等
は
設
置
し
て
い
な
い
こ
と
を
確
認
。
 

平
成

29
年

10
月

10
日
 

A 
濃
縮
廃
液

※
 

聞
き
取
り
に
よ
り
，
平
成

28
年

12
月
に
乾
燥
機
の
主
軸
の
洗
浄
で
除
染
シ
ン
ク
を
使
用
し
て
お

り
，
付
着
物
は
ほ
と
ん
ど
な
か
っ
た
こ
と
を
確
認
。
ま
た
，
排
水
時
に
フ
ィ
ル
タ
等
は
設
置
し
て

い
な
い
こ
と
も
確
認
。
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添付資料３６（１／２） 

復水系粉末樹脂放出混合ポンプの設計調査結果 

 

１ 調査目的 

復水系粉末樹脂放出混合ポンプは，粉末樹脂受入槽に貯留された使用済樹

脂を含んだ廃液を乾燥機給液タンクに供給する際，濃度が均一な状態で廃液

を供給するよう粉末樹脂受入槽を撹拌するために設置している。復水系粉末

樹脂放出混合ポンプの性能を確認することにより，撹拌が可能な設計である

ことを確認する。 

 

２ 調査方法 

 以下の設計図書及び機器配置条件により，復水系粉末樹脂放出混合ポンプに

より粉末樹脂受入槽内の使用済樹脂を含んだ廃液を撹拌する際，撹拌に用いる

循環配管に必要な流速を確保した状態にて粉末樹脂受入槽を均一に撹拌でき

ることを確認する。 

・廃棄物減容処理装置 主系統容量決定根拠書 CED-P2-6119 

・廃棄物減容処理装置 機器設計仕様書 主系統及び補給水系ポンプ 

ES-RW-803N 

・廃棄物減容処理装置 主系統系統設計仕様書 SS-RW-802N 

・廃棄物減容処理装置 減容固化用復水系粉末樹脂受入 

外形図 T-8Z045111 

・廃棄物減容処理装置 ポンプ基礎図面 T-CB-H-PF-01 

・技術連絡票 H-NRW 固化設備の設計妥当性評価業務 

       スラッジ配管内流速について ECS-C3-901906 

 

３ 調査結果 

（１）流体 

・樹脂スラリー（濃度 10 wt%） 

（２）設計条件 

・必要容量 

槽の撹拌性能は，メーカ経験により断面積あたりの容量 6～9 m3/h･m2

を必要撹拌容量として設定している。 

粉末樹脂受入槽においては，この必要撹拌容量を槽断面積( 5.7 m× 7.6 

m)に乗じ，380m3/h を撹拌に必要な容量として設計している。 

6～9 m3/h･m2×( 5.7 m× 7.6 m)＝ 260～389.9 m3/h ≒ 380m3/h 

・必要流速 

樹脂スラリーを移送可能な流速は，メーカ経験により 2～3 m/s 程度と

しており，これを必要流速として設計している。 

 
枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料３６（２／２） 

 

（３）ポンプ性能  

・吐出量：380m3/h 

・ポンプ出口配管の流速：3.37m/s 

・全揚程：40m 

（４）設備配置状況 

復水系粉末樹脂放出混合ポンプから粉末樹脂受入槽の高低差は約 15m で

あることを確認した。 

・復水系粉末樹脂放出混合ポンプ配置床レベル：FL-10,500 

・粉末樹脂受入槽オーバーフローレベル：FL+4,450 

 

４ 考察 

復水系粉末樹脂放出混合ポンプは，粉末樹脂受入槽内の使用済樹脂を含ん

だ廃液を撹拌できるように容量，配管内流速が検討され，必要な容量・揚程

を有したポンプを選定しており，粉末樹脂受入槽内の廃液に含まれる樹脂濃

度に不均一が生じることはない。 

このため，粉末樹脂受入槽及び復水系粉末樹脂放出混合ポンプの設計に問

題はなく，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認し

た。 

 

以 上 
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添付資料３７ 

 

復水系粉末樹脂放出混合ポンプの保守実績調査結果 

 

 

１ 調査目的 

復水系粉末樹脂放出混合ポンプの経年劣化又は保守不良により粉末樹脂受

入槽の撹拌に必要なポンプの性能が低下する可能性があるため，ポンプ保全

作業の実績を確認する。 

 

２ 調査方法 

以下の図書を用いて保全の計画及び実績を確認することにより，適切な保

全が実施されていたことを調査する。 

・点検計画（タービン編）（運転）機器別一覧 

・保全作業報告書（2015 年度 浜岡共用 液体・固体廃棄物処理系設備 

定期点検工事 NR-NG13-D15-0009） 

 

３ 調査結果 

復水系粉末樹脂放出混合ポンプは，点検計画にて 1 回/3 年の頻度で分解点

検の実施を定めており，至近の分解点検は平成 28 年 2 月に実施している。こ

の分解点検時の保全作業報告書を確認した結果，当該ポンプに性能に影響を

及ぼす不具合や部品の劣化，試運転の結果に異常はなかったことを確認した。 

 

４ 考察 

平成 28 年 2 月に実施した至近の復水系粉末樹脂放出混合ポンプの保全作

業実績より，機能・性能に影響を及ぼす劣化等はみられなかった。 

また，点検後に実施した試運転結果に異常はなく，性能は満足していると

推定する。 

従って，復水系粉末樹脂放出混合ポンプは適切に保全が実施され，経年劣

化もないことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないこと

を確認した。 

 

以 上 
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添付資料３８（１／２） 

 

 

復水系粉末樹脂ブースタポンプの設計調査結果 

 

１ 調査目的 

復水系粉末樹脂ブースタポンプは粉末樹脂受入槽から復水系粉末樹脂放出

混合ポンプにより供給される使用済樹脂を含んだ廃液を乾燥機給液タンクに

移送するために設置している。復水系粉末樹脂ブースタポンプの性能を確認

することにより，移送が可能な設計であることを確認する。 

 

２ 調査方法 

以下の設計図書及び機器配置条件により，復水系粉末樹脂ブースタポンプ

が使用済樹脂を含んだ廃液が必要な流速を確保した状態にて乾燥機給液タン

クまで移送できることを確認する。 

・廃棄物減容処理装置 主系統容量決定根拠書 CED-P2-6119 

・廃棄物減容処理装置 機器設計仕様書 主系統及び補給水系ポンプ 

ES-RW-803N 

・廃棄物減容処理装置 主系統系統設計仕様書 SS-RW-802N 

・廃棄物減容処理装置 ポンプ基礎図面 T-CB-H-PF-01 

・廃棄物減容処理装置 乾燥機給液タンク(B)外形構造図 

NRW-R42323-Q0002 

・技術連絡票 H-NRW 固化設備の設計妥当性評価業務 

       スラッジ配管内流速について ECS-C3-901906 

 

３ 調査結果 

（１）流体 

・樹脂スラリー（濃度 10 wt%） 

（２）設計条件 

・必要流速 

樹脂スラリーを移送可能な流速は，メーカ経験により 2～3 m/s 程度とし

ており，これを必要流速として設計している。 

（３）ポンプ性能 

吐出量：5m3/h 

ポンプ出口配管の流速：2.83m/s 

全揚程：50m 

（４）設備配置状況 

復水系粉末樹脂ブースタポンプから乾燥機給液タンクの高低差は約

18.4m であることを確認した。 

・復水系粉末樹脂ブースタポンプ配置床レベル：FL-10,500 

・乾燥機給液タンク入口配管レベル：FL+7,900 
枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料３８（２／２） 

 

 

４ 考察 

復水系粉末樹脂ブースタポンプは，使用済樹脂を含んだ廃液を乾燥機給液

タンクへ移送できるよう配管内流速が検討され，必要な容量，揚程を有した

ポンプを選定しており，移送配管内に廃液に含まれる樹脂が蓄積することに

よる濃度の不均一が生じることはない。 

このため，復水系粉末樹脂ブースタポンプの設計に問題はなく，建屋内排

水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

以 上 
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添付資料３９ 

 

 

復水系粉末樹脂ブースタポンプの保守実績調査結果 

 

１ 調査目的 

復水系粉末樹脂ブースタポンプの経年劣化又は保守不良により乾燥機給液

タンクへの移送に必要なポンプの性能が低下する可能性があるため，ポンプ

保全作業の実績を確認する。 

 

２ 調査方法 

以下の図書を用いて保全の計画及び実績を確認することにより，適切な保

全が実施されていたことを調査する。 

・点検計画（タービン編）（運転）機器別一覧 

・保全作業報告書（2015 年度 浜岡共用 液体・固体廃棄物処理系設備 

定期点検工事 NR-NG13-D15-0009） 

 

３ 調査結果 

復水系粉末樹脂ブースタポンプは，点検計画にて 1 回/3 年の頻度で分解点

検の実施を定めており，至近の分解点検は平成 28 年 2 月に実施している。こ

の分解点検時の保全作業報告書を確認した結果，当該ポンプに性能に影響を

及ぼす不具合や部品の劣化，試運転の結果に異常はなかったことを確認した。 

 

４ 考察 

平成 28 年 2 月に実施した至近の復水系粉末樹脂ブースタポンプの保全作

業実績より，機能・性能に影響を及ぼす劣化等はみられなかった。 

また，点検後に実施した試運転結果に異常はなく，性能は満足していると

推定する。 

従って，復水系粉末樹脂ブースタポンプは適切に保全が実施され，経年劣

化もないことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないこと

を確認した。 

 

以 上 
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添付資料４０（１／２） 

 

 

 

乾燥機給液ポンプの設計調査結果 

 

１ 目的 

乾燥機給液ポンプは乾燥機給液タンク内の廃液（濃縮廃液及び樹脂）を撹拌

し，乾燥機給液ヘッドタンクを経由して乾燥機へ移送するために設置してい

る。乾燥機給液ポンプの性能を確認することにより，乾燥機給液タンク内の撹

拌及び乾燥機への移送が可能な設計であることを調査する。 

 

２ 調査方法 

以下の設計図書及び機器配置条件により，乾燥機給液ポンプにて乾燥機給

液タンク内の廃液を必要な流速を確保した状態で，乾燥機給液タンク内の廃

液を均一に撹拌できることを調査する。 

また，乾燥機へ必要な流速を確保した状態にて移送できることを確認する。 

・プラスチック固化設備 ポンプデータシート T-H3-83-PD03 

・機器設計仕様書 プラスチック固化設備ポンプ ES-RW-830N 

・系統設計仕様書 廃棄物減容処理装置プラスチック固化設備 SS-RW-825N 

・プラスチック固化設備 ポンプ外形図 T-H3-83-PG03 

・廃棄物減容処理装置 プラスチック固化設備 

乾燥機給液ヘッドタンク（B）外形構造図 NRW-R42323-Q0004 

・技術連絡票 H-NRW 固化設備の設計妥当性評価業務 

電力殿ご質問及びご依頼に対する回答 ECS-C3-901928 

・NRW 固化設備の設計妥当性評価業務委託報告書 CDC3-2017-900261 

・機器設計仕様書 プラスチック固化設備 容器類（1） ES-RW-825N 

 

３ 調査結果 

（１）流体 

・濃縮廃液（比重：1.25） 

・樹脂スラリー（濃度：10 wt%） 

（２）ポンプ性能 

・吐出量：10m3/h（移送流量 4.5 m3/h，撹拌流量 5.5 m3/h） 

・全揚程：20m 

・撹拌機能：有り 

（３）移送性能 

移送量は樹脂スラリーの移送に必要な流速 2～3 m/s（メーカ経験）より，

ポンプ出口配管（25A）で 4.5 m3/h と設定している。 

（移送流量=（（2～3）m/s×（ π×（25÷2÷1000）2）m2）×3,600= 3.5～5.3 m3/h) 

（参考：流速（m/s）= 流量（m3/h）÷3,600÷断面積（m2）） 

枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料４０（２／２） 

循環流量は，メーカ経験により断面積あたりの容量 6～9 m3/h・m2に断面

積を乗じ必要循環流量としている。乾燥機給液タンクにおいてはタンク直

径 1 m より，必要循環流量は 4.7～7.1 m3/h となる。 

6～9 m3/h・m2×（ π×0.5m×0.5m ）= 4.7～7.1 m3/h 

 

ポンプの流量としては，移送量（ 3.5～5.3 m3/h）と循環流量（ 4.7～

7.1 m3/h）の合計で 8.2～12.4m3/h を必要とする。 

 

（４）設備設置状況 

乾燥機給液ポンプ（最低点）から乾燥機給液ヘッドタンク（最高点）を

経由して乾燥機に移送する高低差は約 3ｍであること確認した。 

・乾燥機給液ポンプ吸込口レベル：FL+6,400(FL+8,140-(1,390+350)) 

・乾燥機給液口（乾燥機給液ヘッドタンク吐出口）レベル：FL+9,420 

 

４ 考察 

乾燥機給液ポンプは乾燥機給液タンク内の廃液を撹拌し乾燥機へ移送でき

るように容量，配管内流速が検討され，配置上これを満足する揚程を有した

ポンプを選定しており，同タンク内の廃液に含まれる樹脂濃度の不均一が生

じることはなく，移送性能不足による樹脂堆積がないことを確認した。なお，

乾燥機給液ヘッドタンク内の廃液も循環している。 

このため，乾燥機給液ポンプの設計に問題はなく，建屋内排水系配管内で

の樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

以 上 

 

枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料４１ 

 

 

乾燥機給液ポンプの保守実績調査結果 

 

１ 調査目的 

乾燥機給液ポンプ（B）の経年劣化又は保守不良により乾燥機への給液に必

要なポンプの性能が低下し，樹脂を含む廃液が適切に乾燥機に移送できず，乾

燥機給液タンク内に樹脂が堆積する可能性があるため，ポンプ保全作業の実

績を調査する。 

 

２ 調査方法 

以下の図書を用いて保全の計画及び実績を確認することにより，適切な保

全を実施していたことを調査する。 

・点検計画（廃棄物管理編）（運転）機器別一覧 

・保全作業報告書（2015 年度 浜岡 NRW 固化設備定期点検工事 

NR-NG13-O15-0089 ） 

 

３ 調査結果 

乾燥機給液ポンプ（B）は，点検計画にて 1回/4 年の頻度で分解点検の実施

を定めており，至近の分解点検は，平成 27 年 10 月に実施している。この分解

点検時の保全作業報告書を確認した結果，乾燥機給液ポンプ（B）に性能に影

響を及ぼす不具合や部品の劣化，試運転の結果に異常はなかったことを確認

した。 

 

４ 考察 

平成 27 年 10 月に実施した至近の乾燥機給液ポンプ（B）の保全作業実績

より，機能・性能に影響を及ぼす劣化等はみられなかった。 

また，点検後に実施した試運転結果に異常はなく，性能は満足していると

推定する。 

従って，乾燥機給液ポンプ（B）は適切に保全が実施され，経年劣化もな

いことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認

した。 

 

以 上 
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添付資料４２ 

 

乾燥機及び乾燥機スクリューフィーダの設計調査結果 

 

１ 調査目的 

乾燥機及び乾燥機スクリューフィーダは，樹脂を含んだ廃液の乾燥処理及

び移送を行うために設置している。乾燥機及びスクリューフィーダの性能を

確認することにより，廃液の乾燥処理及び移送が可能な設計であることを調

査する。 

 

２ 調査方法 

以下の設計図書により，乾燥機及び乾燥機スクリューフィーダが，使用済樹

脂を含んだ廃液の乾燥処理及び移送ができることを調査する。 

・プラスチック固化設備系統検討書 主要機器容量決定根拠書 CED-M-0521 

・プラスチック固化設備 ポンプデータシート T-H3-83-PD03 

・系統設計仕様書 廃棄物減容処理装置プラスチック固化設備 SS-RW-825N 

 

３ 調査結果 

（１）取り扱う廃液の性状 

・濃縮廃液（比重：1.25） 

・樹脂スラリー（濃度 10 wt%） 

 （２）乾燥機性能 

処理性能：0.37 m3/h( 370 L/h)（定格流量） 

・廃液発生量（1～3号機）：1,224.1m3/年 

・必要処理量：1,224.1m3/年÷4,920hr/年＝0.249m3/h（余裕をみて0.37 m3/h） 

定格流量（ 370 L/h）で粉末，粒状樹脂を含んだ廃液を処理した場合，約 

43 kg/h の樹脂（乾燥した粉末，粒状樹脂）が発生する。 

 （３）スクリューフィーダ性能  

乾燥機で発生する樹脂量約 43 kg/h に対して，スクリューフィーダの移

送性能が 140 kg/h である。 

 

４ 考察 

乾燥機は常時，廃液を定格流量にて処理しているため，全量を乾燥処理す

る設計となっている。また，スクリューフィーダは乾燥機で発生した樹脂を

全量移送できる設計となっている。 

このため，乾燥機，スクリューフィーダの設計に問題はなく，建屋内排水

系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

以 上 

枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料４３ 

 

 

乾燥機及び乾燥機スクリューフィーダの保守実績調査結果 

 

１ 調査目的 

乾燥機（B）及び乾燥機スクリューフィーダ（B）の経年劣化又は保守不良に

より性能が低下し，乾燥機（B）内及び乾燥機スクリューフィーダ（B）内の樹

脂が通常より多くなった場合，洗浄により洗浄ドレン受タンクに流入する樹

脂濃度が高くなる可能性があるため，乾燥機（B）及び乾燥機スクリューフィ

ーダ（B）の保全作業の実績を調査する。 

 

２ 調査方法 

以下の図書を用いて保全の計画及び実績を確認することにより，適切な保全

を実施していたことを調査する。 

・点検計画（廃棄物管理編）（運転）機器別一覧 

・保全作業報告書（2012 年度 浜岡 NRW 乾燥機(B)修理工事 

NR-NG13-O12-0167） 

・保全作業報告書（2015 年度 浜岡 NRW 固化設備定期点検工事 

NR-NG13-O15-0089） 

 

３ 調査結果 

乾燥機（B）は 1回/6 年，乾燥機スクリューフィーダ（B）は 1回/4 年の頻

度で分解点検を実施することを点検計画に定めており，至近の分解点検は，乾

燥機（B）は平成 26 年 3 月，乾燥機スクリューフィーダ（B）は平成 27 年 10

月に点検を実施している。 

この分解点検時の保全作業報告書を確認した結果，乾燥機（B）及び乾燥機

スクリューフィーダ（B）の性能に影響を及ぼす不具合や部品の劣化，試運転

の結果に異常はなかったことを確認した。 

 

４ 考察 

平成 26 年 3 月に実施した至近の乾燥機（B）及び平成 27 年 10 月に実施し

た至近の乾燥機スクリューフィーダ（B）の保全作業実績より，機能・性能

に影響を及ぼす劣化等はみられなかった。 

また，点検後に実施した試運転結果の異常はなく，性能は満足していると

推定する。 

従って，乾燥機（B）及び乾燥機スクリューフィーダ（B）は適切に保全が

実施され，経年劣化もないことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要

因とならないことを確認した。 

以 上 
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添付資料４４（１／２） 

 

洗浄ドレン移送ポンプの設計調査結果 

 

１ 調査目的 

洗浄ドレン移送ポンプは洗浄ドレン受タンク内に流入した廃液を濃縮廃液

受入タンクへ移送するために設置している。洗浄ドレン移送ポンプ及び系統

移送の性能を確認することにより，使用済樹脂を含んだ廃液が移送可能な設

計であることを調査する。 

 

２ 調査方法 

以下の設計図書により，洗浄ドレン移送ポンプが使用済樹脂を含んだ廃液

を濃縮廃液受入タンクへ移送できることを調査する。 

 ・プラスチック固化設備 ポンプデータシート T-H3-83-PD03 

  ・系統設計仕様書 廃棄物減容処理装置プラスチック固化設備 SS-RW-825N 

 ・機器設計仕様書 プラスチック固化設備ポンプ ES-RW-830N 

 ・技術連絡票 H-NRW 固化設備の設計妥当性評価業務 

電力殿ご質問及びご依頼に対する回答 ECS-C3-901928 

  ・プラスチック固化設備 品質記録 配管据付 TQA-NRW-I’-A-03 

  ・プラスチック固化設備 品質記録 配管 TQA-NRW-I’-A-03 

 

３ 調査結果 

（１）ポンプ性能 

・吐出量：10m3/h（移送流量 1.5 m3/h，攪拌流量 8.5 m3/h） 

・全揚程：21m 

・撹拌機能：有り 

（２）系統移送性能 

移送流量はポンプ性能より 1.5 m3/h である。ポンプ出口配管( 25A )は

ライニング配管のため，内径は 21.2 mm(ライニング厚さはストレート配管

平均で約 1.9 mm)であり流速は 1.18m/s となる。 

（流速 = 1.5 m3/h÷( π×(21.2÷2÷1000)2) m2)÷3,600 = 1.18m/s) 

全揚程は，濃縮廃液受入タンクに 1.5 m3/h で移送する場合の圧損が 15m

であり，吐出量 10m3/h，揚程 21m のポンプを選定している。 

タンクへの攪拌流量はポンプ吐出量(10m3/h)より移送流量( 1.5 m3/h)を

引いた 8.5 m3/h となる。 

 

（３）移送に必要な流速 

給液系の希釈運転後の廃液 1～3 m/s 

樹脂濃度の高い廃液 2～3 m/s 

 
枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料４４（２／２） 

 

 

４ 考察 

洗浄ドレン移送ポンプにより移送可能な洗浄ドレン受タンク内の廃液は，

使用済樹脂を多く含んだ廃液ではなく，給液系の希釈運転後の廃液を想定し

ていたことを確認した。このため，樹脂濃度の高い廃液が洗浄ドレン受タン

クに流入した場合，樹脂移送に必要な流速（ 2～3 m/s）を確保できないこと

から，廃液の移送が適切に実施できず樹脂が洗浄ドレン受タンク内に残存す

る可能性があることを確認した。 

以 上 

 

 

枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料４５ 

洗浄ドレン移送ポンプの保守実績調査結果 

 

１ 調査目的 

洗浄ドレン移送ポンプの経年劣化又は保守不良により樹脂を含む廃液の移

送に必要なポンプの性能が低下し，粉末樹脂受入槽に適切に移送できず，配

管及び洗浄ドレン受タンク内に樹脂が堆積する可能性があるため，洗浄ドレ

ン移送ポンプの保全作業の実績を調査する。 

 

２ 調査方法 

以下の図書を用いて保全の計画及び実績を確認することにより，適切な保全

を実施していたことを調査する。 

・点検計画（廃棄物管理編）（運転）機器別一覧 

・工事報告書（2016 年度 浜岡原子力発電所 NRW 固化設備定期点検工事 

（第26回）） 

 

３ 調査結果 

洗浄ドレン移送ポンプは，点検計画にて 1 回/5 年の頻度で分解点検の実施

を定めており，至近の分解点検は，平成 29 年 8 月に実施している。この分解

点検時の工事報告書を確認した結果，洗浄ドレン移送ポンプの性能に影響を

及ぼす不具合や部品の劣化，試運転の結果に異常はなかったことを確認した。 

 

４ 考察 

平成 29年 8月に実施した至近の洗浄ドレン移送ポンプの保全作業実績より，

機能・性能に影響を及ぼす劣化等はみられなかった。 

また，点検後に実施した試運転結果に異常はなく，性能は満足していると

推定する。 

従って，洗浄ドレン移送ポンプは適切に保全を実施し，経年劣化もないこ

とから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

以 上 
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添付資料４６（１／５） 
 

洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系への排水に含まれる 
樹脂濃度の調査結果 

 

１ 調査目的 

洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系への排水について，設計時に考慮して

いた通常運転後（給液系の希釈運転後）に排水する洗浄水の樹脂濃度及び平成

29 年 4 月 6 日に排水した洗浄水の樹脂濃度を調査し，建屋内排水系への排水可

否を調査する。 

 

２ 調査方法 

以下の設計図書により，想定された設計上の使用方法を調査する。その使用

方法における，洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系へ排水する洗浄水の樹脂

濃度及び樹脂量の定量値を設計図書から抽出するとともに，定量値がない場合

は算出したうえで，液体廃棄物処理系へつながる建屋内排水系への排水基準と

照合し，排出の可否を判定する。また，4 月 6 日に建屋内排水系へ排水した洗

浄水の樹脂濃度についても算出し，排出の可否を判定する。 

・プラスチック固化設備 系統検討書 主要機器容量決定根拠書 

・プラスチック固化設備 ポンプデータシート T-H3-83-PD03 

・系統設計仕様書 廃棄物減容処理装置プラスチック固化設備 

                            SS-RW-825N 

・プラスチック固化工程機能説明図 VM-1014536 

・設計報告書 NRW 固化設備の設計妥当性評価業務 CDC3-2017-900261 

・機器設計仕様書 プラスチック固化設備 

ドレンベント継ぎ込みマニュアル ES-MI-853N-1 

・系統設計仕様書 3 号機 建屋内排水系 SS-K41-701 

・系統設計仕様書 3 号機 放射性廃棄物処理設備高電導度廃液系 

                                 SS-K13-701 

 

３ 調査結果 

（１）想定された設計上の使用方法 

通常運転として樹脂の乾燥処理終了後，乾燥機給液タンク（B）に洗浄水を

供給しながら乾燥機（B）の希釈運転をするよう設計している。 

その後，乾燥機給液タンク（B）の残液を洗浄ドレン受タンクへ排出する。

また，乾燥機（B），乾燥機スクリューフィーダ（B）及び乾燥樹脂スクリュー

フィーダの処理後洗浄（洗浄水 1.66 m3供給）の廃液も洗浄ドレン受タンクへ

排出する。 

洗浄ドレン受タンクに流入した廃液は，洗浄ドレン移送ポンプにより濃縮

廃液受入タンクへ移送し，定期点検時（年 1回）には洗浄操作により，30 分

間，1m3の洗浄水を供給しながら濃縮廃液受入タンクへ移送，洗浄後に建屋内
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添付資料４６（２／５） 
 

排水系へ排水する設計となっている。 

 

（２）想定された設計上の使用方法で建屋内排水系へ排水する洗浄水の樹脂濃度 

設計仕様書類には樹脂濃度の定量的な記載がなかったため，（1）で想定し

た通常運転後の洗浄操作により，建屋内排水系へ排水する廃液の樹脂濃度を

算出した結果，0.42wt%（濃度を ppm に直接換算することはできないが，廃液

の比重を 1.0kg/ℓ，樹脂が沈降せず廃液中に浮遊するとした場合に 4,200ppm

相当。）であり，液体廃棄物処理系の設計仕様（例：3号機の高電導度廃液系

の設計仕様（濁度 100ppm 以下））より高いことを確認した。 

別添１ 

 

（３）4月 6日に建屋内排水系へ排水した洗浄水の樹脂濃度 

粉末樹脂受入槽の樹脂濃度（9.4wt%）から，4 月 6 日の運転操作により建

屋内排水系へ排水した廃液の樹脂濃度を算出した結果，2.6wt%（濃度を ppm に

直接換算することはできないが，廃液の比重を 1.0kg/ℓ，樹脂が沈降せず廃液

中に浮遊するとした場合に 26,000ppm 相当。）であり，液体廃棄物処理系の設

計仕様より高いことを確認した。 

別添１ 

 

４ 考察 

設計で想定した通常運転後の洗浄操作にて建屋内排水系へ排水する廃液の

樹脂濃度，及び 4月 6日に建屋内排水系へ排水した廃液の樹脂濃度は，液体

廃棄物処理系の設計仕様より高く，排水してはいけない性状のものであり，

建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因となることを確認した。 

以 上 
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添付資料４６（４／５） 

別添 1 

 

 樹脂濃度の算出方法 
 

１ 設計で想定した使用方法で建屋内排水系へ排水する洗浄水の樹脂濃度 

①洗浄ドレン受タンクへ流入する廃液の樹脂濃度 

 給液系の希釈運転後の乾燥機給液タンク内濃度：1.36wt% 

(設計妥当性評価委託より) 

 乾燥機給液タンク排水時の洗浄水（1分間）は考慮しない。 

 

②建屋内排水系へ排水する廃液の樹脂濃度 

 洗浄ドレン受タンク洗浄運転後の樹脂濃度：0.368wt% 

(設計妥当性評価委託より) 

 洗浄ドレン受タンク洗浄運転後の廃液量（洗浄ドレン受タンクレベルＬ）：

1.164m3 

 ★洗浄運転後の樹脂量 

1.164m3×1.03 kg/ℓ×1,000×0.368wt% ÷100＝4.4kg 

 ドレンノズル(タンク底部～第一弁間)の樹脂量：0.62kg 

(設計妥当性評価委託より) 

 ★洗浄ドレン受タンク内の総樹脂量 

4.4kg＋0.62kg＝5.02kg≒5kg 

 ★洗浄ドレン受タンク内の樹脂濃度 

5kg÷(1.164m3×1.03 kg/ℓ×1,000)×100＝0.42wt% 

 

２ 4 月 6 日に建屋内排水系へ排水した洗浄水の樹脂濃度 

① 洗浄ドレン受タンクへ流入する廃液の樹脂濃度 

 洗浄ドレン受タンクへの排水前の乾燥機給液タンク内の廃液量：0.84m3 

  （乾燥機給液タンク（B）レベル記録計チャートより） 

 乾燥機給液タンク内の樹脂濃度：9.4wt% 

（粉末樹脂受入槽の樹脂濃度より（添付資料５１参照）） 

 ★乾燥機給液タンクの樹脂量 

0.84m3×1.03 kg/ℓ×1,000×9.4wt%÷100＝81.3kg 

 洗浄ドレン受タンクへの流入廃液量：1.1m3（洗浄水含む） 

（洗浄ドレン受タンクレベル記録計チャートより） 

 ★洗浄ドレン受タンク内の樹脂濃度 

81.3kg÷(1.1m3×1.03 kg/ℓ×1,000)×100＝7.2wt%（切り上げ） 
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添付資料４６（５／５） 

 

② 建屋内排水系へ排出される樹脂濃度 

30 分の洗浄運転（実証試験）により 35%の樹脂が残る（残りが全て排出さ

れたとする） 

 移送試験時：1回目 37%，2 回目 33%，平均 35% 

★建屋排水系への排出樹脂量 

81.3kg × 35% ÷ 100 ＝ 28.5kg 

★建屋排水系への排出樹脂濃度 

28.5kg ÷ (1.1m3×1.03 kg/ℓ×1,000) × 100 ＝2.6wt%（切り上げ） 

 

以 上 
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添付資料４７ 

廃液の移送先変更による影響調査結果 

 

１ 調査目的 

当初は洗浄ドレン受タンク内の廃液の移送先は濃縮廃液受入タンクであっ

たが，セメント固化処理期間は濃縮廃液受入タンクを隔離する必要があったた

め，セメント固化処理期間でも乾燥処理が実施できるように移送先を粉末樹脂

受入槽へ変更した。そのため，移送先変更の影響により，洗浄ドレン受タンク

に使用済樹脂濃度の高い洗浄廃液が残存した可能性を確認する。 

 

２ 調査方法 

洗浄ドレン受タンクからの移送先変更後の系統運転状態を確認し，移送先変

更の影響の有無を確認する。 

 

３ 調査結果 

平成27年12月に実施した粉末樹脂受入槽への移送先変更後の試運転時の系

統運転状態を確認した結果，洗浄ドレン移送量は 2.85m3/h であり，添付資料

４４に示す当初設計の 1.5 m3/h を満足していることを確認した。 

 

４ 考察 

移送先を粉末樹脂受入槽に変更後の系統運転状態確認の結果，移送流量は

設計流量 1.5 m3/h 以上を満たしているため，移送先変更は建屋内排水系配管

内での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

以 上 

当初設計の検証確認を実施せずに

これだけ出すのは？？ 

系統としてやっていないことをア

ピールするよりやったことを書い

た方が。 森田 

枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料４８ 

建屋内排水系配管内の詰まり状況調査結果 
 

１ 調査目的 

 洗浄ドレン受タンクから洗浄後の廃液を排水する際，排出先となる薬液床ド

レンサンプタンク（B）までの排水系配管内に錆，異物により流路の狭窄ある

いは閉塞が生じた場合，廃液が適切に排出されず，配管内に樹脂が蓄積する可

能性があるため，建屋内排水系配管内の詰まりの有無を確認する。 

  

２ 調査方法 

 流入源である，洗浄ドレン受タンク下流の建屋内排水系配管について，CCD

カメラで配管内の詰まりの有無を確認する。詰まりがある場合については，詰

まりの範囲及び堆積物の性状を確認する。 

 

３ 調査結果 

 平成29年 5月 5日から7月 24日にて洗浄ドレン受タンクから薬液床ドレン

サンプタンク（B）に至る建屋内排水系配管内の確認を実施した結果，建屋内

排水系配管内には粒状樹脂のみが堆積しており，廃液の流れを阻害する詰まり，

異物は認められなかった。 

 

４ 考察 

洗浄ドレン受タンクから薬液床ドレンサンプタンク（B）に至る建屋内排水

系配管の内部に，粒状樹脂以外の異物による配管の狭窄あるいは閉塞は認め

られなかったことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因とならない

ことを確認した。 

 

以 上 
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添付資料４９ 

 

 

薬液床ドレンサンプタンク（B）レベルの設計調査結果 
 

１ 調査目的 

薬液床ドレンサンプタンク（B）内の水の背圧により，建屋内排水系配管内の廃

液の流れが阻害され，配管内に廃液が滞留する可能性があることから，建屋内排

水系配管と薬液床ドレンサンプタンク（B）のサンプポンプ起動レベルについて位

置関係の確認を行う。 

 

２ 調査方法 

設定値根拠書及び計器仕様表を用いて，建屋内排水系配管及び薬液床ドレンサ

ンプタンク（B）のサンプポンプ起動レベルの位置関係を確認する。 

 

３ 調査結果 

薬液床ドレンサンプタンク（B）内の水を排出するためにサンプポンプが起動

する水位レベル高（FL-12,200：タンク底より 1,947mm）の位置関係は下図のとお

りであり，建屋内排水系配管の流入レベルの方が高いことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 考察 

建屋内排水系配管流入部のレベルは，薬液床ドレンサンプタンク（B）の水位

レベル高よりも高い位置にあり，薬液床ドレンサンプタンク（B）内の水の背圧

で建屋内排水系配管内の流れが阻害されることがないよう設計上配慮されてい

るため，建屋内排水系配管での樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

以 上 

薬液床ドレンサンプタンク（B）の位置関係概要図 

FL-10,500 

排水系配管 

NRW-Ⅰ地下 2階 

配管中心 

FL-12,100 

薬液床ドレン 

サンプタンク 

（B） 

－レベル低 :FL-13,650（497mm）（ポンプ停止） 

－レベル低低:FL-13,750（397mm）（警報及びポンプトリップ） 

－サンプタンク上部:FL-11,800 

タンク底板:FL-14,147（0mm） 

－レベル高高:FL-12,100（2,047mm）（警報及びポンプ 2台起動） 

－レベル高  :FL-12,200（1,947mm）（ポンプ 1台起動） 
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添付資料５０（１／２） 

 

 

薬液床ドレンサンプタンク（B）レベル計の保守実績調査結果等 
 

１ 調査目的 

薬液床ドレンサンプタンク（B）内の水の背圧により，建屋内排水系配管内の廃

液の流れが阻害され，配管内に廃液が滞留する可能性があることから，現状の薬

液床ドレンサンプタンク（B）レベル計の設定値が，精度の範囲内であることを確

認する。また，「薬液・床ドレンサンプタンク・Bレベル高高」の警報が点灯した

実績を調査する。 

 

２ 調査方法 

（１）薬液床ドレンサンプタンク（B）レベル計の点検を行い，点検結果と精度（±

5mm）を比較し評価する。 

（２）廃棄物減容処理設備運転引継日誌（以下，「NRW 運転引継日誌」という。）

により，「薬液・床ドレンサンプタンク・Bレベル高高」の警報が点灯した

実績を調査する。 

 

３ 調査結果 

（１）薬液床ドレンサンプタンク（B）レベル計の点検結果を以下に記す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水位 計器番号 点検日 ポンプの状態 
設定値 

(mm) 

実測値 

(mm) 

誤差 

(mm) 

レベル高高 
NG13-LS001B 

平成 29 年

5 月 25 日 

警報及び 2台起動 2,047 2,047 0 

レベル低低 警報及びトリップ 397 397 0 

レベル高 
NG13-LS002B 

平成 29 年

5 月 26 日 

1 台起動 1,947 1,945 -2 

レベル低 停止 497 506 9 

薬液床ドレンサンプタンク（B）レベル設定値図 

 

FL-10,500 

排水系配管 

NRW-Ⅰ地下 2階 

配管中心 

FL-12,100 

薬液床ドレン 

サンプタンク 

（B） 

－レベル低 :FL-13,650（497mm）（ポンプ停止） 

－レベル低低:FL-13,750（397mm）（警報及びポンプトリップ） 

－サンプタンク上部:FL-11,800 

タンク底板:FL-14,147（0mm） 

－レベル高高:FL-12,100（2,047mm）（警報及びポンプ 2台起動） 

－レベル高 :FL-12,200（1,947mm）（ポンプ 1台起動） 
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添付資料５０（２／２） 
 

 

（２）NRW 運転引継日誌（平成 29 年 4 月 6 日から 5 月 2 日）により，「薬液・床

ドレンサンプタンク・B レベル高高」の警報が点灯した実績がないことを確認

した。 

 

４ 考察 

薬液床ドレンサンプタンク（B）レベル計の点検結果，現状のレベル設定値は

レベル低を除いて精度の範囲内（±5mm）であり問題ないことを確認した。なお，

レベル低については誤差が精度の範囲内を逸脱していたが，ポンプ停止の安全側

での動作であったため，本事象との関係性はなく問題ない。 

また，背圧により配管内に廃液が滞留するためには，建屋内排水系配管流入部

のレベルが薬液床ドレンサンプタンク（B）レベル高高と同一の高さであるため，

レベル高高以上の水位になる必要がある。しかし，事象発生前に薬液床ドレンサ

ンプタンク（B）レベル高高の警報点灯の実績はなかったことから，レベル高で

のサンプポンプ起動により適切に水位を制御しており，背圧による影響で建屋内

排水系配管内に廃液が滞留することはなく，建屋内排水系配管での樹脂堆積の要

因とならないことを確認した。 

 

以 上 
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添付資料５１（１／２） 

粉末樹脂受入槽へ受入れる廃液の樹脂濃度 
の設計及び実績調査結果 

 

１ 調査目的 

粉末樹脂受入槽に受入れる廃液の樹脂濃度が，設計で定められている濃

度以上である場合，洗浄ドレン受タンクに流入する廃液の樹脂濃度が高く

なり，廃液中の樹脂が適切に粉末樹脂受入槽に移送されず，建屋内排水系

配管内に樹脂が堆積する可能性があるため，粉末樹脂受入槽に受入れる廃

液の設計濃度及び樹脂の濃度実績を確認する。 

 

２ 調査方法 

以下の図書及び記録により，粉末樹脂受入槽へ受入れる廃液の設計濃度

と平成 29 年 4 月 6 日に乾燥処理をした廃液の樹脂濃度を確認する。 

・系統設計仕様書 廃棄物減容処理装置プラスチック固化設備 SS-RW-825N 

・浜岡 3～5号機 放射性固体廃棄物累積貯蔵記録 

・焼却炉設備運転記録 

・復水脱塩塔イオン交換樹脂性能試験報告書 

・浜岡 5号機 T-10 復水脱塩装置 運転操作手順書 

 

３ 設計濃度 

  ・樹脂スラリー 濃度 10 wt%（乾燥機で処理される廃液の固形分濃度） 

 

４ 粉末樹脂受入槽内の樹脂濃度実績 

（１）粉末樹脂受入槽 

平成 26 年 5 月から 9月に 5号機復水浄化系使用済樹脂貯蔵タンク（B）

から粉末樹脂受入槽へ以下の量の粒状樹脂を移送した実績があることを確

認した。なお，樹脂移送の前に粉末樹脂受入槽の清掃を実施しており，粉

末樹脂受入槽にその他の樹脂がないことを確認した。 

 

 日付 移送量［m3］ 

1 回目 5 月 13，14 日 42.5 

2 回目 8 月 20 日 12.4 

3 回目 9 月 16 日 0.3 

合計 55.2 

 

 
枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料５１（２／２） 

 

（２）樹脂焼却前の粉末樹脂受入槽のタンクレベル 

平成 29 年 3 月 23 日に粉末樹脂受入槽の廃液の撹拌のため希釈した結

果，タンクレベルが 286m3から 402m3に上昇している。 

 

（３）浜岡 5号機で使用している樹脂の密度 

 陽イオン交換樹脂 陰イオン交換樹脂 

樹脂名 
アンバーライト 

200C 

アンバーライト 

IRA-400T 

見掛けの密度［g/ℓ］※1 777 665 

樹脂充填量［ℓ/塔］ 2,670 5,330 

陽イオン交換樹脂と陰イオン交換樹脂を合わせた密度 

＝777×2,670÷(2,670＋5,330)＋665×5,330÷(2,670＋5,330) 

   ＝702.38 [g/ℓ] 

 

（４）樹脂焼却時の粉末樹脂受入槽の樹脂濃度 

  浜岡 5号機から移送した粒状樹脂の量：55.2 m3 

粉末樹脂受入槽のタンクレベル：402 m3 

粉末樹脂受入槽の樹脂濃度：55.2×702.38÷(402×1,030)×100＝9.4wt% 

（切上げ） 

（※樹脂と水の混合液の比重を 1,030g/ℓとした。） 

   

５ 考察 

粉末樹脂受入槽に受入れる廃液の設計濃度 10 wt%に対し，実際の粉末樹脂

受入槽内の廃液の樹脂濃度は 9.4wt%で設計値を満足していることから，粉末

樹脂受入槽の廃液の樹脂濃度が樹脂堆積の要因とならないことを確認した。 

 

以 上 

                                                   
※1 容器等に樹脂を充填した状態の空隙を含んだ密度である。樹脂移送量（m3）は，復水脱塩塔への樹

脂充填量（m3）からポンプの移送量（m3/h），ポンプ運転時間（h）を用いて計算している。樹脂充填

量は空隙を含んだ体積であるため，樹脂移送量（体積）を重量に変換する際には見掛けの密度を使

用する。 

枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 
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添付資料５２ 

 

洗浄ドレン受タンクへの廃液の流入実績調査結果 
 

１ 調査目的 

洗浄ドレン受タンクへ設計濃度以上の樹脂が流入した場合，タンク内の廃液

中の樹脂濃度が高くなり，建屋内排水系配管内に樹脂が堆積する可能性がある。 

そのため，4月 6日に実施した洗浄ドレン受タンク洗浄操作時のタンク内の

廃液の種類・性状を確認する。 

 

２ 調査方法 

廃棄物減容処理設備運転引継日誌により，洗浄ドレン受タンクへ流入した廃

液の流入実績及び廃液の種類・性状を確認する。 

 

３ 調査結果 

平成29年 4月 6日以前の建屋内排水系への排水実績が平成29年 4月 5日で

あり，平成 29 年 4 月 5 日から 4月 6日の洗浄操作を実施するまでの期間に流

入した廃液は，乾燥機給液タンク（B）より排水した給液系の希釈運転を実施

していない樹脂濃度の高い廃液のみであった。 

 

流入した日 流入した廃液の種類・性状 濃度が高くなった理由 

平成 29 年 4 月 6 日 給液系の希釈運転を実施し

ていない濃度の高い粒状樹

脂を含む廃液 

・樹脂濃度：約 7.2wt% 

・樹脂量：約 81.3kg 

乾燥機・B圧力高の警報

点灯の対応として，給液

系の希釈運転が出来な

かったため。 

 

４ 考察 

平成 29 年 4 月 6 日の洗浄ドレン受タンクの洗浄操作までに流入した廃液は

樹脂濃度の高い廃液であったため，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因と

なることを確認した。 

 

以 上 
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添付資料５３ 
 

洗浄ドレン受タンク洗浄手順及びその根拠の調査結果 
 

１ 調査目的 

洗浄ドレン受タンク洗浄手順が不適切な場合，廃液中の樹脂が適切に濃縮廃

液受入タンク又は粉末樹脂受入槽に移送されず，建屋内排水系配管内に樹脂が

堆積する可能性があるため，手順書の内容・変更履歴を確認し，手順書が適切

であることを確認する。 

 

２ 調査方法 

・設計報告書（CDC3-2017-900261）より手順書の内容確認 

・手順書の改正来歴より手順書の変更履歴の確認 

 

３ 調査結果 

（１）運転操作手順書 

「プラスチック固化設備 P-2 固化系運転操作手順書」Rev.0（以下，「運

転操作手順書 Rev.0」という。）は設計メーカ提出図書より制定したもので

ある。 

なお，設備改造時に名称を変更し，現在は「廃棄物減容処理施設 K-1 給

液乾燥系運転操作手順書 洗浄ドレン受タンク洗浄操作」として使用してい

ることを確認した。 

 

（２）運転操作手順書 Rev.0 の内容 

運転操作手順書 Rev.0 の内容は，設計メーカがレビューした結果，設計

メーカ提出図書の内容を反映していたが，本手順書を使用するための前提条

件の内容を記載していないことを確認した。 

 

（３）手順書の変更履歴の確認 

  変更履歴を確認した結果，手順書の変更内容には，樹脂堆積原因となるよ

うな手順の変更はなかった。 

 

４ 考察 

洗浄手順は，試運転時から樹脂堆積原因となるような変更はなく，設計メ

ーカの提出図書の内容を正確に反映している。 

しかし，洗浄手順に使用するための前提条件の記載がなく，本来使用すべ

きでない濃度の高い廃液が流入した場合においても，本手順を使用する可能

性があることから，樹脂堆積の要因となることを確認した。 

 

以 上 
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添付資料５４ 

 

洗浄ドレン受タンクの洗浄操作について 
 

１ 調査目的 

洗浄ドレン受タンクの洗浄操作により，樹脂濃度の高い廃液が建屋内排水系

へ排水された場合，配管内に樹脂が堆積する可能性があるため，平成 29 年 4

月 6 日に実施した洗浄ドレン受タンクの洗浄操作について調査する。 

 

２ 調査方法 

4 月 6 日に実施した洗浄ドレン受タンクの洗浄操作について，廃棄物減容処

理設備運転引継日誌（以下「NRW 運転引継日誌」という。）により調査する。 

なお，設計情報から，洗浄ドレン受タンクの洗浄操作の前提条件を定量的に

整理して比較する。 

 

３ 調査結果 

NRW 運転引継日誌（4 月 6 日）より，22 時 35 分から 23 時 46 分に洗浄ドレ

ン受タンクの洗浄操作を実施していた。また，その際に建屋内排水系へ排水し

た残水の樹脂濃度は，2.6wt%であった。これは，設計時に考慮していた樹脂濃

度 0.42wt%（給液系の希釈運転後の洗浄水に対して洗浄操作実施時の残水の樹

脂濃度）と比較すると，約 6倍の濃度であることを確認した。 

 

４ 考察 

4 月 6 日の洗浄ドレン受タンクの洗浄操作を洗浄手順の使用条件（給液系の

希釈運転後）に当てはまっていないにも関わらず実施したことにより，洗浄操

作後に樹脂濃度が高い残水（設計濃度の約 6倍）が発生し，この残水を建屋内

排水系に排水したことから，建屋内排水系配管内での樹脂堆積の要因となるこ

とを確認した。 

 

以 上 
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添付資料５５ 

 

運転操作体制図 

＜廃棄物管理課＞        ＜発電部当直（3号機の例）＞ 
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資料資料５７（１／６） 

廃棄物管理課副長（当直）の力量 
 

１ 廃棄物管理課副長（当直）の力量 

廃棄物管理課副長（当直）に必要な力量は，NRW の運転管理，監視及び異常

時の対応操作の概要を把握しており，協力会社社員に適切な業務依頼ができる

ことであり，力量に関する社内規定に基づき認定し，力量を維持している。本

事象に関係する異常時において要求される力量を以下に示す。 

 

＜異常時において要求される力量＞ 

廃棄物管理課副長（当直）は，警報処置手順書に従い，圧力，流量等の値

及び変動等並びに機器の運転状態等の確認項目を確認して，運転状態を整定

させる，設備を停止するなどの処置を実施することを，協力会社社員に依頼

できること。 

また，何らかの理由により手順書どおり操作ができない場合，協力会社社

員に運転操作を実施させず，一旦立ち止まって報告させ，廃棄物管理課長に

報告して新たに指示を仰ぐこと。 

 

２ 今回の事象における対応 

平成 29 年 4 月 6 日の対応において，廃棄物管理課副長（当直）は，「乾燥

機・B 圧力高」の警報点灯時に，警報処置手順書に従い，確認項目を確認し，

処置を実施するよう協力会社社員に依頼している。また，乾燥機(B)の圧力が

常時正圧になった時点で，乾燥機（B）の停止を判断し，廃棄物管理課長に連

絡し了承を得た上で，協力会社社員に停止操作を依頼している。 

以上のことから，廃棄物管理課副長（当直）は，異常時において要求されて

いる対応を実施できていることを確認した。 

一方，「乾燥機給液タンク(B)の排水」，「洗浄ドレン受タンクの洗浄操作」の

実施を廃棄物管理課長に連絡して了承を得なかったこと及び操作の目的を確

認しなかったこと等は，実施すべきことの一部を失念したという点で問題で

あった。しかし，これらの問題は，廃棄物減容処理装置建屋制御室から離れた

1，2号機 中央制御室に社員 1名の体制で対応するための備えが十分ではなか

ったことに起因するものであり，異常時の対応ガイドの作成，廃棄物管理課副

長（当直）に対する異常時の対応訓練を実施することにより，再発防止を図る。 

 

３ 添付 

 １ 廃棄物管理課副長（当直）の力量管理 

２ 力量具備根拠書における運転操作の実施の力量認定基準 

以 上  
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添付資料５７（２／６） 

添付１ 

廃棄物管理課副長（当直）の力量管理 
 

 

１ 廃棄物管課副長（当直）に必要な力量 

廃棄物管理課副長（当直）に必要な力量は，NRW の運転管理，監視及び異常

時対応操作の概要を把握し，協力会社社員に適切な業務依頼ができることで

あり，力量に関する社内規定にて一般力量に加えて特定力量を有することを

定めている。また，同社内規定に基づき，廃棄物管理課長が廃棄物管理課副長

（当直）に必要な特定力量及び特定力量取得要件を定めた力量具備根拠書を

定めている。 

 

＜一般力量＞ 

一般力量とは，原子力安全に関連する業務に従事する要員に必要な力量及

び放射線下業務に従事する要員に必要な力量である。 

 

＜特定力量＞ 

特定力量とは，NRW の運転業務の遂行に必要な知識・技能である。 

 

＜力量具備根拠書（抜粋）＞ 

・運転操作に必要な業務計画書（保全に係る運転手順書）の作成 

・運転操作の実施（詳細は添付２参照） 

・プラント設備の運転状態監視 

・運転引継の実施 

・使用済樹脂，フィルタスラッジの貯蔵，処理および保管 

・作業手続・アイソレ検討 

・保安規定からの要求事項の遵守 

 

２ 廃棄物管理課副長（当直）の力量の認定 

廃棄物管理課副長（当直）の NRW 運転員としての力量認定は，社内規定に基

づき，廃棄物管理課長が， 

①廃棄物管理課副長（当直）が特定力量取得要件を満足すること 

②社内規定に基づき運転員 A（1・2号）以上の認定を取得していること 

のいずれかを確認して認定を行っている。②の運転員 A（1・2号）以上とは，

運転員 A（1・2号）の認定を取得し，かつ 1・2号の専門副長に登用された経

歴を持つことであり，NRW において必要とされる社内規定の習得及び協力会

社社員に適切な業務依頼ができることのマネジメントスキルは，①と②は同
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添付資料５７（３／６） 

添付１ 

等である。 

「乾燥機・B 圧力高」の警報が点灯した平成 29 年 4 月 6 日当時，廃棄物管

理課副長（当直）は，5 名おり，いずれも②により，平成 26 年 7 月に認定さ

れた者である。 

 

３ 発電部の運転員 A（1・2号）の認定 

平成 29 年 4 月 6 日当時の廃棄物管理課副長（当直）が発電部における運転

員 A（1・2号）認定当時の認定までのプロセス及び認定後の教育について聞き

取りにより確認した結果を以下に示す。 

（１）計画 

教育訓練管理手帳に認定に必要な項目を定め，項目毎に上長の確認が必

要としていた。 

運転員 B（1・2号）の認定までに，機器配置，目的と機能，設計の考え方

と仕様，巡視点検方法などの設備知識を習得し，運転員 B（1・2号）認定後

は，NRW 制御室での協力会社社員の運転操作の自己学習や先輩運転員からの

指導により異常時の処置を含む操作知識を習得することとしていた。 

例として，異常時の処置の操作知識とは， 

・警報処置手順書を使用すること 

・警報処置手順書には確認項目や処置が記載されていること 

を知っており，記載内容を理解できることであり，警報処置手順書に記載の

すべての項目を訓練して実施できることとはしていない。これは，3,4,5 号

機の原子炉等を運転する運転員も同様である。 

 

（２）運転員 A（1・2号）の認定 

発電部の運転員 A（1・2号）の認定要件は， 

①運転員 B（1・2号）に認定されている 

②運転員 A（1・2号）の認定に必要なすべての項目を履修しており上長確

認が完了している 

ことである。上長は口頭質問形式等により，設備知識及び操作知識の習得を

確認していた。 

 

（３）運転員 A（1・2号）の認定後の教育 

発電部の運転員 A（1・2号）認定後の教育では，NRW 及び R/W の教育を必

須としていない。 

これは，NRW 及び R/W の乾燥機(B)等の主機の運転操作を委託しており，

異常時は，原子炉等の異常時の対応とは異なり基本的には機器の停止操作
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添付資料５７（４／６） 

添付１ 

により事象の進展を止めることが可能で，事象の進展も緩やかなものとな

るためである。なお，運転員 A（1・2号）認定までに設備知識及び操作知識

を習得し後輩運転員への指導等で反復習熟していた。 

 

（４）運転員 A（1・2号）認定の更新 

発電部の運転員 A 認定の更新条件は，原子炉のシミュレータ訓練等の受

講認定基準を満足していることとしており，NRW，R/W を含めていない。 

これは，運転員 A（1・2号）認定後の教育を必須としていないことと同様

である。 

 

４ 廃棄物管理課における力量の維持 

社内規定に基づき，廃棄物管理課副長（当直）の力量が維持されていること

を廃棄物管理課長が確認している。 

 

以 上 
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添付資料５７（５／６） 

添付２ 

 

力量具備根拠書における運転操作の実施の力量認定基準 
 

 

力量具備根拠書における運転操作の実施の力量認定基準（能力）は，以下の

とおり。 

 

１ 運転操作の指示 

（１）廃棄物管理課長は，運転操作が安全・確実に遂行できるよう，プラント

設備の安全・安定運転を確保するための必要な指示を運転員に行う。 

（２）廃棄物管理課長は，運転操作に必要な手順書を遵守するよう運転員に指

示する。 

（３）手順書に従い運転操作できない場合，廃棄物管理課長は運転操作を行わ

ないよう運転員に指示する。 

ただし，以下の場合，廃棄物管理課長は手順を変更し，変更した手順に

より操作するよう運転員に指示する。 

ア 人身の安全およびプラント設備の安全を確保するために必要な緊急の

運転操作を行う場合。 

イ 作業状況により手順を変更する必要があり，安全を確保できると廃棄

物管理課長が判断する場合。 

この場合，作業状況により手順を変更する場合の手順書の使用方法は社

内規定に従い実施する。 

 

２ 運転操作 

（１）運転員は，廃棄物管理課長の指示に従い操作を行う。 

（２）運転員は，操作後，必要な識別を社内規定に従い行う。 

（３）運転員は，社内規定に従い，運転操作による不適合を発生させないよう

に操作する。 

（４）運転員は，操作にあたり，廃棄物管理課長の指示に従い操作できない場

合または指示に従い操作すれば危険を生じると判断した場合は，操作を中

断し廃棄物管理課長に報告し指示を仰ぐ。 

（５）プラント設備の保全作業の安全措置を実施する場合，廃棄物管理課長

は，必要な安全措置を行った上，当該設備を作業責任者に引渡す。 

 

３ 保全作業に係る運転操作の支援 

（１）保全作業に係る操作について支援が必要な場合，廃棄物管理課長は社内

規定に従い作業責任者に依頼する。 
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添付資料５７（６／６） 

添付２ 

 

（２）操作の支援は，廃棄物管理課長の責任のもとで行う。 

 

４ 運転操作後の措置 

（１）廃棄物管理課長は，運転操作の目的が達成できたことを運転員からの報

告により確認する。 

（２）廃棄物管理課長は，操作上の改善事項がある場合または運転手順書の変

更の必要がある場合は，廃棄物管理課長は運転手順書を変更する。 

 

以 上 
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添付資料５８（１／６） 

 

協力会社社員の力量 
 

１ 協力会社社員の力量  

協力会社社員に必要な力量は，廃棄物管理課副長（当直）の業務依頼に基

づき，NRW の運転業務（設備の運転操作，巡視点検，作業に伴う対応操作，

異常時の応急措置等）ができることである。本事象に関係する異常時の応急

措置に関する力量を以下に示す。 

 

＜異常時の応急措置＞ 

設備に異常があることを廃棄物管理課副長（当直）に報告し，廃棄物管

理課副長（当直）の依頼に基づき，警報処置手順書による対応及び応急措

置を実施（機器の停止や隔離）できること。ただし，警報処置手順書のす

べての処置を実施できることまでは要求していないため，警報処置手順書

に従い処置が実施できない場合は，廃棄物管理課副長（当直）に報告でき

ること。 

 

２ 今回の事象における対応 

（１）警報処置手順書の処置の一部未実施 

協力会社社員が，「乾燥機・B圧力高」の警報処置手順書の処置の一部

（抽気エゼクタ不良の場合の弁調整）を実施できなかったことは，警報処

置手順書に具体的な弁の調整手順が記載されていなかったことが問題であ

り，要求どおり社内規定の「手順書どおり実施できない場合の対応」に従

い，廃棄物管理課副長（当直）に報告していることを確認した。 

 

（２）運転操作手順書の一部流用における必要な手続きの未実施 

協力会社社員が，運転操作手順書を一部流用して使用する場合におい

て，社内規定に定める必要な手続きを実施せずに操作をしたことは，社内

規定の「手順書どおり」の記載内容が明確でなかったため，手順書の使用

方法に関して誤った認識をしていたためであることを確認した。ただし，

今後同様な誤認識を防止するため，社内規定の記載を充実させるとともに

協力会社社員に社内規定の継続的な教育を実施する。  

 

３ 添付 

 １ 協力会社社員の力量認定・承認フロー 

 ２ 協力会社社員の力量管理 

以 上 
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添付資料５８（２／６） 

添付１ 

協力会社社員の力量認定・承認フロー 

 

 

      ＜当社＞            ＜委託先（協力会社）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社の委託業務仕様書で要求

する力量の承認条件（認定基

準，教育方法・教育指導者， 

知識・技能の習得度確認等）

を満足するよう協力会社の規

定に規定 

力量の承認条件（承認基準， 

教育方法・教育指導者，知識・

技能の習得度確認等）を 

委託業務仕様書で要求 

協力会社の規定に基づき 

力量認定のための教育及び 

習得度の確認を実施 

協力会社の規定に基づき 

認定基準を有すると認めた 

場合，力量を認定 

協力会社が力量認定した協力 

会社社員に対し，実技確認， 

筆記試験等を行い，承認基準を

有すると認めた場合， 

力量を承認 

（１） （２） 

（３） 

（４） 

（５） 
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添付資料５８（３／６） 

添付２ 

協力会社社員の力量管理 

 

１ 協力会社社員の承認基準及び業務範囲（添付１（１），（２）） 

当社は，表１に示す協力会社社員の承認基準及び業務範囲を委託業務仕様

書で要求している。また，協力会社は，協力会社社員の認定基準及び業務範

囲を協力会社の社内規定に定めており，表１と同じ内容である。 

表１ 協力会社社員承認クラスとその承認基準及び主な業務範囲 

承認 

クラス 
承認種別 承認基準 主な業務範囲 

A 

NRW 

①承認種別の設備に関する系統構成及び役割に

ついて理解できていること。 

②承認種別の巡視点検が自ら的確にできると共

に，異常発見時の報告が的確にできること。 

③指定された記録が的確に採取できること。 

④承認種別の通常運転操作が的確にできるこ

と。 

⑤承認種別の定例業務の目的，内容，手順，注意

事項が理解できていること。 

⑥アイソレーションの実施，復旧が的確にでき

ること。 

⑦異常時の応急措置が的確にできること。 

・承認種別の委託

業務範囲に関

する全ての業

務 

・共通業務 1※ 

固化設備 

溶融炉 

B 

NRW 

クラス Aの承認基準のうち，①，②，③，⑤が実

施できること。 

・承認種別の巡視

点検 

・運転記録採取 

・承認種別のクラ

スA立会の下での

承認種別の運転

操作 

固化設備 

溶融炉 

※共通業務 1：クラス Aであれば承認種別に関わらず実施できる業務。 

 

２ 力量認定のための教育（添付１（３）） 

（１）教育方法・教育指導者 

協力会社は，協力会社で定める社内規定に基づき，協力会社社員の力量

認定のための教育内容を教育訓練管理手帳に定め，教育訓練を行う。 

協力会社の力量認定のための教育訓練は，教育指導者のもと，クラス B

の認定にあたり，種別毎教育訓練管理手帳で設備に関する知識（機器配

置，系統構成と役割），巡視点検（巡視点検の手順と方法），記録採取及び

定例業務の教育訓練並びに運転員共通教育訓練管理手帳でアイソレーショ

ン，異常時の応急措置及び共通訓練等の教育訓練を行う。さらに，クラス

枠囲みの内容は商業機密に属 

しますので公開できません。 
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添付資料５８（４／６） 

添付２ 

A の認定にあたり，種別毎教育訓練管理手帳で設備に関する知識（運転に

関する運用，運転上の制限，運転操作前準備，警報処置手順書）及び運転

操作（運転操作訓練）の教育訓練並びに運転員共通教育訓練管理手帳でア

イソレーション及び共通訓練等の教育訓練を行う。 

 

（２）知識・技能の習得度確認 

協力会社は，協力会社の定める社内規定に基づき，協力会社社員の教育

訓練実施状況を教育訓練管理手帳で確認し，筆記試験及び実技試験で協力

会社社員の知識・技能の習得度の確認を行う。 

 

３ 協力会社社員の力量認定（添付１（４）） 

協力会社は，２項により，表２の協力会社社員の力量認定条件を満足する

場合，協力会社社員として力量を認定する。 

 

表２ 協力会社社員の力量認定条件 

認定 

ｸﾗｽ 
認定基準 

認定方法 

認定方法 評価者 合格基準 

A 

指定された記録が的確に採取

できる 

教育訓練管理手帳 

筆記試験 

実技試験 

協力会社

管理職 

（課長） 

実技試験，筆記

試験：8割以上 

 

教育訓練管理手

帳：必要項目が

履修されている 

巡視点検が自ら的確に実施で

きる 教育訓練管理手帳 

実技試験 巡視点検での異常発見時に報

告ができる 

定例業務の目的・内容・手

順・注意事項が理解できてい

る 

教育訓練管理手帳 

筆記試験 
各系統の系統構成が理解でき

ている 

各系統の役割が理解できてい

る 

アイソレーションの実施、復

旧が的確にできる 教育訓練管理手帳 

筆記試験 異常時の応急措置が的確にで

きる 

各系統の運転操作が的確にで

きる 

教育訓練管理手帳 

筆記試験 

枠囲みの内容は商業機密に属 

しますので公開できません。 
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添付資料５８（５／６） 

添付２ 

認定 

ｸﾗｽ 
認定基準 

認定方法 

認定方法 評価者 合格基準 

B 

指定された記録が的確に採取

できる 

教育訓練管理手帳 

筆記試験 

実技試験 

協力会社

管理職 

（課長） 

実技試験，筆記

試験：8割以上 

 

教育訓練管理手

帳：必要項目が

履修されている 

巡視点検が自ら的確に実施で

きる 教育訓練管理手帳 

実技試験 巡視点検での異常発見時に報

告ができる 

定例業務の目的・内容・手

順・注意事項が理解できてい

る 
教育訓練管理手帳 

筆記試験 
各系統の系統構成が理解でき

ている 

各系統の役割が理解できてい

る 

４ 協力会社社員の力量承認（添付１（５）） 

当社は，協力会社が協力会社社員として力量認定した者に対し，力量確認を

実施し，承認基準の力量を満足する場合，協力会社社員として力量を承認する。

なお，力量確認については，協力会社から提出された以下の書類の確認，及び

委託業務仕様書にある力量承認時のチェックシートに従い，承認基準の力量を

満足することを確認する。 

＜協力会社から提出された書類＞ 

①認定方法について定めた手順（運転業務委託設備運転員技量認定手引） 

②教育内容及び受講履歴（教育訓練管理手帳） 

③習得度を確認したもの（習得度確認問題集） 

＜力量承認時チェックシート＞ 

 基本操作の実技確認，安全保護具の着用，異常時対応，運転操作前後確認

事項，巡視点検，作業対応，アイソレーションの実技確認，運転操作概要，

機器配置，承認種別に関する基礎知識 

 

５ 協力会社社員の力量認定の更新及び力量認定の有効期限 

協力会社は，協力会社の定める社内規定に基づき，力量認定の有効期限内

に協力会社社員の力量更新基準を満足することを評価し，力量を認定する。

更新時の協力会社の力量承認については，４項に準じて行う。なお，協力会

社社員の力量認定の有効期限は，力量認定された年度の 4月 1日を起算日と

し 6年である。 

 

 
枠囲みの内容は商業機密に属 

しますので公開できません。 

 
188



添付資料５８（６／６） 

添付２ 

６ 協力会社社員の技能確保（継続的な教育訓練） 

協力会社は，協力会社の定める社内規定に基づき，業務で必要とする知

識・技能の維持・向上を図るため，年度教育訓練実施計画書を当社に提出

し，その実施計画書に従い継続的な教育訓練を実施し，教育訓練完了後，年

度教育訓練実施報告書を当社に提出する。 

 

７ 検査・試験及び確認 

当社は，定期的に協力会社社員の力量維持及び運転保安上の基本事項が遵

守されているかの業務の実施状況の確認を行う。 

①確認者 

廃棄物管理課長が指名する者 

②確認頻度 

年 1回 

③確認方法 

確認者の立会により業務実施状況確認を実施する。 

 

以 上 

枠囲みの内容は商業機密に属 

しますので公開できません。 
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添付資料６０ 
 

「乾燥機・B圧力高」警報処置手順書 
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添付資料６２（１／２） 

原
因
分
析
結
果
の
整
理
表
（
問
題
点
，
要
因
）
 

問
題
点
 

要
因
 

【
問
題
点
①
】

 

協
力
会
社
社
員

E
は
，
警
報
処
置
手
順
書
の
処
置
を
す
べ
て
実
施
す
べ
き
で

あ
っ
た
が
，
処
置
の
一
部
（
抽
気
エ
ゼ
ク
タ
不
良
の
場
合
の
弁
調
整
）
に
つ

い
て
は
，
運
転
中
に
当
該
弁
を
調
整
し
た
経
験
が
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
，
操

作
を
実
施
で
き
な
か
っ
た

 

【
要
因
①
】

 

警
報
処
置
手
順
書
の
処
置
を
実
施
す
る
た
め
の
具
体
的
な
運
転
操
作
手
順

が
不
足
し
て
い
た

 

【
問
題
点
②
】

 

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
B
は
，
協
力
会
社
社
員

E
か
ら
の
警
報
処
置

手
順
書
の
処
置
の
一
部
の
実
施
可
否
に
つ
い
て
の
相
談
に
対
し
て
，
配
管
計

装
線
図
，
電
源
・
弁
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
に
よ
る
情
報
収
集
及
び
他
の
廃
棄
物

管
理
課
副
長
（
当
直
）
へ
の
相
談
等
の
対
応
を
実
施
し
た
上
で
実
施
可
否
を

判
断
す
べ
き
で
あ
っ
た
が
，
こ
れ
ら
の
対
応
を
す
る
こ
と
な
く
協
力
会
社
社

員
E
が
で
き
な
い
の
で
あ
れ
ば
実
施
で
き
な
い
と
判
断
し
た

 

【
要
因
②
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
の
役

割
と
権
限
が
明
確
と
な
っ
て
い
な
か
っ
た

 

【
問
題
点
③
】

 

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
B
は
，
乾
燥
機
（

B）
の
圧
力
が
常
時
正
圧
と

な
っ
た
後
の
対
応
に
つ
い
て
，
休
日
の
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
C
に

相
談
し
，「

乾
燥
機
（

B）
停
止
」，
「
乾
燥
機
給
液
タ
ン
ク
（

B）
の
排
水
」，

「
洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
洗
浄
操
作
」
を
実
施
す
る
よ
う
助
言
を
受
け
た
際

に
，
操
作
の
目
的
を
確
認
す
べ
き
で
あ
っ
た
が
，「

乾
燥
機
給
液
タ
ン
ク
（

B）

の
排
水
」，
「
洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
洗
浄
操
作
」
の
目
的
を
確
認
し
て
い
な

か
っ
た

 

【
要
因
②
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
の
役

割
と
権
限
が
明
確
と
な
っ
て
い
な
か
っ
た

 

【
問
題
点
④
】
 

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
B
は
，「

乾
燥
機
・
B
圧
力
高
」
の
警
報
点
灯

後
の
対
応
（「

乾
燥
機
（

B）
停
止
」，
「
乾
燥
機
給
液
タ
ン
ク
（

B）
の
排
水
」，

「
洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
洗
浄
操
作
」）

を
す
べ
て
廃
棄
物
管
理
課
長

A
に

報
告
す
べ
き
で
あ
っ
た
が
，
報
告
し
た
の
は
「
乾
燥
機
（

B
）
停
止
」
の
み

で
あ
っ
た

 

【
要
因
③
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
か
ら

廃
棄
物
管
理
課
長
へ
の
報
告
事
項
が
明
確
と
な
っ
て
い
な
か
っ
た
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原
因
分
析
結
果
の
整
理
表
（
問
題
点
，
要
因
）
 

問
題
点
 

要
因
 

【
問
題
点
⑤
】
 

廃
棄
物
管
理
課
長

A
は
，
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
B
か
ら
「
乾
燥
機

（
B）

停
止
」
の
連
絡
を
受
け
た
際
に
，「

乾
燥
機
（

B）
停
止
」
の
報
告
を
了

承
す
る
だ
け
で
は
な
く
，
そ
の
後
の
対
応
ま
で
確
認
す
べ
き
で
あ
っ
た
が
，

警
報
処
置
手
順
書
の
範
囲
内
の
対
応
を
実
施
す
る
と
い
う
認
識
で
あ
っ
た

た
め
，
そ
の
後
の
対
応
ま
で
確
認
し
な
か
っ
た

 

【
要
因
④
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る
廃
棄
物
管
理
課
長
の
確
認
・
判
断
す

べ
き
事
項
が
明
確
と
な
っ
て
い
な
か
っ
た

 

【
問
題
点
⑥
】
 

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
D
は
，
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）

B
か

ら
の
引
継
の
際
に
，「

乾
燥
機
（

B）
停
止
」，
「
乾
燥
機
給
液
タ
ン
ク
（

B）

の
排
水
」，
「
洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
洗
浄
操
作
」
に
つ
い
て
，
操
作
の
目
的

及
び
具
体
的
な
操
作
手
順
を
確
認
す
べ
き
で
あ
っ
た
が
，
確
認
し
な
か
っ
た

 

【
要
因
②
】
 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
の
役

割
と
権
限
が
明
確
と
な
っ
て
い
な
か
っ
た

 

【
問
題
点
⑦
】
 

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）

D
は
，
警
報
点
灯
時
の
対
応
に
お
い
て
は
，

協
力
会
社
社
員

F
が
使
用
す
る
運
転
操
作
手
順
書
を
確
認
す
べ
き
で
あ
っ

た
が
，
運
転
操
作
手
順
書
の
使
用
箇
所
を
確
認
し
な
か
っ
た

 

【
要
因
②
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
の
役

割
と
権
限
が
明
確
と
な
っ
て
い
な
か
っ
た

 

【
問
題
点
⑧
】
 

協
力
会
社
社
員

F
は
，
運
転
操
作
手
順
書
を
一
部
流
用
し
て
使
用
す
る
場
合

は
社
内
規
定
に
従
い
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
D
に
報
告
す
べ
き
で
あ

っ
た
が
，
報
告
せ
ず
に
操
作
を
実
施
し
た

 

【
要
因
⑤
】

 

運
転
操
作
手
順
書
の
使
用
方
法
に
関
す
る
社
内
規
定
の
記
載
内
容
が
明
確

で
は
な
か
っ
た

 

【
問
題
点
⑨
】
 

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
D
は
，
樹
脂
濃
度
が
高
い
廃
液
に
対
し
て
「
洗

浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
洗
浄
操
作
」
を
依
頼
す
べ
き
で
は
な
か
っ
た
が
，
操
作

を
依
頼
し
た

 

【
要
因
⑥
】
 

洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
洗
浄
操
作
の
運
転
操
作
手
順
書
の
前
提
条
件
に

「
給
液
系
の
希
釈
運
転
後
の
廃
液
に
対
し
て
実
施
す
る
」
と
い
う
内
容
が

記
載
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
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建屋内排水系配管内からの粒状樹脂の噴き上がりに関する調査結果 
 

１ 目的 

 差圧による配管内の空気の流れにより，排水枡から樹脂が噴き上がり，床

面への堆積に至る可能性があることから，新品の粒状樹脂を用いた試験を実

施し，配管内の粒状樹脂の挙動を確認する。 

 

２ 調査方法 

（１）負圧制御室の差圧測定 

 試験を実施する際の試験条件として，本事象発生箇所の差圧測定値を模擬

する必要があるため，以下①，②の差圧を測定し，測定値の低いものを試験

条件とする。差圧測定位置については，添付１に示す。 

 

①主通路 No.2／ドラム運搬装置メンテナンス室 

②主通路 No.2／ドラム保管室 

 

（２）試験装置・方法 

 試験装置については，本事象が発生した排水枡及び排水枡に接続している

建屋内排水系配管の内径や設置角度を模擬して作成した。試験装置概要につ

いては，添付２に示す。 

 差圧については，（1）の測定結果から得られた値を条件とした。 

 配管内の樹脂の堆積状況については，洗浄ドレン受タンクの洗浄操作によ

り建屋内排水系配管内に流入した樹脂が堆積していること及び事象発生後の

確認において配管の約 7割が樹脂により閉塞していたことを踏まえ，水分を

含ませた樹脂が配管内の一部に堆積し，配管内の約 9割が閉塞していること

を条件とした。 

試験条件設定の詳細を表－1に示す。 

 

表－1 試験条件設定 

設定項目 条件内容 

試験装置 排水枡 NWF-137 の配管を模擬，排水枡の封水なし 

差圧 
（1）の測定結果から得られた①，②の差圧測定値のう

ち，値の低いもの 

配管内の堆積状況 
水分を含ませた樹脂が配管内の一部に堆積し，配管の

約 9割が閉塞している状態 
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３ 調査結果 

（１）負圧制御室の差圧測定結果 

 ①，②の差圧を測定した結果は表－2のとおりであり，①の差圧が 230Pa

と低い値であったことから，試験条件（差圧設定）は 230Pa とする。 

 

表－2 負圧制御室の差圧測定結果 

 測定対象 測定値 

① 主通路 No.2／ドラム運搬装置メンテナンス室 230Pa 

② 主通路 No.2／ドラム保管室 270Pa 

 

（２）試験結果 

試験の結果，230Pa において樹脂が噴き上がった。詳細な試験結果を表

－3に示す。 

表－3 試験結果 

経過時間 調査結果 

10 分 樹脂の排水枡への移動はなかった。 

20 分 
堆積樹脂表層部が乾燥し，乾燥樹脂のみ差圧により排水枡へ移

動し，内筒外側に出始めて堆積した。 

50 分 
堆積樹脂表層部の乾燥が進行。排水枡の内筒外側に出た樹脂が

排水枡から噴き上がった。 

 

４ 考察 

 調査結果より，事象発生箇所の差圧が 230Pa であれば，配管内に堆積した

樹脂が排水枡から噴き上がると推定した。 

 また，樹脂の挙動としては，差圧による空気の流れによって湿潤状態の樹

脂が表層部から乾燥し，乾燥した樹脂のみが排水枡側に移動することを観察

したことから，本事象については，配管内に堆積していた洗浄ドレン受タン

クからの廃液に含まれる湿潤状態の樹脂が，差圧による空気の流れによって

徐々に表層部から乾燥していき，一定以上乾燥した樹脂が差圧の影響により

排水枡側に移動し，排水枡から噴き上がって床面に堆積したものと推定し

た。 

 

５ 添付 

１ 差圧測定位置図 

２ 試験装置の概要 

以 上
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添付１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差圧測定位置図

：粉状の堆積物を確認した排水枡 

：ドラム運搬装置メンテナンス室とドレンサンプタンク室間の扉 

：負圧管理エリア 

：仮設差圧計 

：差圧計チューブ 

 

薬液床ドレン 
サンプタンク(B) 

ドレンサンプ 

タンク室 

ドラム保管室遮蔽扉 
（西側） 

ドラム運搬装置 

メンテナンス室 

ドラム保管室 

ドラム保管室遮蔽扉 

（東側） 

① 

NWF-161 
NWF-183 

NRW-Ⅰ 地下 2階 

② 

NWF-162 

NWF-150 NWF-137 
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添付２ 

 

試験装置の概要 

 

 圧力計  排水枡（封水なし） 

 

配管口径：80A 

配管勾配：1/100 

（建屋内排水系配管を模擬） 
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添付資料６４ 
 

 

粉末樹脂濃度及び粉末樹脂量の調査結果 
 

１ 調査目的 

平成 29 年 4 月 5 日に洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系へ排水した洗浄

水の粉末樹脂濃度及び排出した粉末樹脂量を調査する。 

 

２ 調査方法 

4月5日に洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系へ排水した洗浄水に含まれ

る粉末樹脂量を，洗浄ドレン受タンクレベル及び乾燥機給液タンク(B)レベル

の変動実績から算出する。 

また，算出した粉末樹脂量から，洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系へ排

水した洗浄水の粉末樹脂濃度を算出する。 

 

３ 調査結果 

（１）粉末樹脂量 

①乾燥機給液タンク(B)から洗浄ドレン受タンクへ排出した樹脂量 

洗浄ドレン受タンクへの廃液流入量（乾燥機給液タンク(B)レベル）（乾燥

機給液タンク(B)レベル記録計チャートより）：0.91m3 

乾燥機給液タンク(B)排水時の洗浄水(1 分間)は考慮しない。 

給液系の希釈運転後の乾燥機給液タンク(B)内濃度：1.36wt%(給液・乾燥

系改造方針より)  

0.91m3×1.03 kg/ℓ×1,000×1.36wt%÷100＝ 12.75kg（切り上げ） 

 

②洗浄ドレン受タンクから濃縮廃液受入タンクへ移送した後の樹脂量 

移送前後の洗浄ドレン受タンクレベル（洗浄ドレン受タンクレベル記録

計チャートより）：移送前 1.52m3，移送後 1.35m3 

（1-（（1.52＋0.91）m3－1.35m3）÷（1.52＋0.91）m3）×12.75kg 

＝ 7.09kg（切り上げ） 

 

③洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系へ排出した粉末樹脂量 

30 分の洗浄運転(実証試験)により 35%の樹脂が残る(残りが全て排出され

たとする) 

7.09kg×35%÷100＝ 2.5kg（切り上げ） 

 

④洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系へ排水した洗浄水の粉末樹脂濃度 

洗浄ドレン受タンク洗浄運転後の廃液量（洗浄ドレン受タンクレベル

Ｌ）：1.164m3 

2.5kg÷(1.164m3×1.03 kg/ℓ×1,000)×100＝ 0.21wt%（切り上げ） 

以 上 

枠囲みの内容は商業機密に属
しますので公開できません。 

 
205



添付資料６５（１／６） 

 

事象発生の推定メカニズム 
 

 

 

【① 建屋内排水系配管内に粉末樹脂が堆積】 

①：洗浄ドレン受タンクの洗浄操作（建屋内排水系に自動排水） 

平成 29 年 4 月 5 日，洗浄ドレン受タンク洗浄操作を実施した結果，洗浄

ドレン受タンク内の洗浄廃液は，粉末樹脂受入槽に移送された後，粉状樹脂

を含む残水（粉末樹脂濃度 約 0.21wt％，粉末樹脂量 約 2.5kg）が建屋内排

水系に自動排水された。 

粉末樹脂は，樹脂の形状や密度等の違いから粒状樹脂に比べ沈降速度が遅

いため，殆どの粉末樹脂は，薬液床ドレンサンプタンク（B）まで排水され

たが，建屋内排水系配管（分岐管）内に僅かに残存した。 

 

①－１：粉末樹脂受入槽への移送工程 

洗浄ドレン移送ポンプにて洗浄ドレン受タンク内の洗浄廃液を撹拌し

ながら洗浄水をレベル高まで供給後，洗浄水にて 30 分間希釈・洗浄しな

がら粉末樹脂受入槽に移送する工程。 

①－２：建屋内排水系への排水工程 

上記移送工程終了後，洗浄ドレン受タンク内の残水を，建屋内排水系に

自動排水する工程。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ドラム保管室 
(負圧管理) 

 

ドラム運搬装置 
メンテナンス室 
(負圧管理) 

粉末樹脂 
受入槽 

Ｐ 
乾燥機給液 
タンク 
（B） 

 

Ｐ 

洗浄水 

乾燥機 
（B） 

①－１ 

洗浄ドレン 
受タンク 

薬液床ドレン 
サンプタンク 

（B） 
 

①－２ 
僅かな量の 

粉末樹脂が堆積 

乾
燥
機
給
液 

ヘ
ッ
ド
タ
ン
ク
（B） 

Ｐ 
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添付資料６５（２／６） 

 

事象発生の推定メカニズム 
 

 

 

【② 建屋内排水系配管内に粒状樹脂が堆積】 

②－１：乾燥機による焼却処理操作（乾燥機給液タンク(B)に粒状樹脂が残存） 

平成 29 年 4 月 6 日，第 2焼却炉にて樹脂焼却を実施していたところ，「乾

燥機・B圧力高」警報が点灯したため，乾燥機（B）の停止を判断し，給液系

の停止操作を実施した。そのため，乾燥機給液タンク（B）に粒状樹脂濃度

が高い廃液（粒状樹脂濃度：約 9.4wt%，粒状樹脂量：約 81.3kg）が残存し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ドラム保管室 
(負圧管理) 

 

ドラム運搬装置 
メンテナンス室 
(負圧管理) 

粉末樹脂 
受入槽 

Ｐ 

Ｐ 

乾燥機 
（B） 

「乾燥機・B 圧力高」 
警報点灯 

Ｐ 

 

粉末樹脂 

洗浄ドレン 
受タンク 

薬液床ドレン 
サンプタンク 

（B） 

乾
燥
機
給
液 

ヘ
ッ
ド
タ
ン
ク
（B） 

乾燥機給液 
タンク 
（B） 
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事象発生の推定メカニズム 
 

 

 

②－２：乾燥機給液タンク（B）の洗浄操作（洗浄ドレン受タンクに排水） 

過去の乾燥機給液ポンプや配管における詰まりの発生経験から，同様な詰

まりの発生を懸念し，乾燥機給液タンク（B）に洗浄水を供給しながら，通

常運転時（給液系の希釈運転後）の洗浄廃液より粒状樹脂濃度が高い洗浄廃

液を洗浄ドレン受タンクに排水した。 

ドラム保管室 
(負圧管理) 

 

ドラム運搬装置 
メンテナンス室 
(負圧管理) 

粉末樹脂 
受入槽 

Ｐ 

Ｐ 

洗浄水 

乾燥機 
（B） 

Ｐ 

乾燥機給液 
タンク 
（B） 

 

 

粉末樹脂 

洗浄ドレン 
受タンク 

薬液床ドレン 
サンプタンク 

（B） 

乾
燥
機
給
液 

ヘ
ッ
ド
タ
ン
ク
（B） 
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事象発生の推定メカニズム 
 

 

 

②－３：洗浄ドレン受タンクの洗浄操作（建屋内排水系に自動排水） 

乾燥機給液タンク（B）と同様な詰まりの発生を懸念し，洗浄ドレン受タ

ンク洗浄操作を実施した結果，洗浄ドレン受タンク内の洗浄廃液は，粉末樹

脂受入槽に移送された後，粒状樹脂を多く含む洗浄ドレン受タンク内の残水

（粒状樹脂濃度 約 2.6wt％，粒状樹脂量 約 28.5kg）が建屋内排水系に自動

排水された。 

洗浄ドレン受タンク内の残水には，粒状樹脂が多く含まれており，粒状樹

脂の形状や密度等から沈降速度が速いため，多くの粒状樹脂（約25.3kg）は，

薬液床ドレンサンプタンク（B）に排水されることなく建屋内排水系配管内

に堆積した。 

 

②－３－１：粉末樹脂受入槽への移送工程 
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添付資料６５（５／６） 

 

事象発生の推定メカニズム 
 

 

 

②－３－２：建屋内排水系への排水工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②－３－３：建屋内排水系配管内への粒状樹脂の堆積 
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配管内に粒状樹脂が堆積 

（約 25.3kg） 

乾燥機 
（B） 

Ｐ 

 

粉末樹脂 

薬液床ドレン 
サンプタンク

（B） 

薬液床ドレン 
サンプタンク 

（B） 

乾
燥
機
給
液 

ヘ
ッ
ド
タ
ン
ク
（B） 

乾
燥
機
給
液 

ヘ
ッ
ド
タ
ン
ク
（B） 

 
210



添付資料６５（６／６） 

 

事象発生の推定メカニズム 
 

 

 

【③ 排水枡から床面への樹脂の堆積】 

平成 29 年 4 月 6 日の建屋内排水系への排水以降，本事象が発生した 5 月 2

日までの間に，洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系に排水した実績がないこ

とから，堆積した粉末樹脂及び粒状樹脂は徐々に乾燥した。 

その後，建屋内排水系配管内に堆積した粉末樹脂及び粒状樹脂は，粉状の堆

積物を確認した排水枡が設置されている部屋（ドラム保管室及びドラム運搬装

置メンテナンス室）の差圧（負圧管理）による建屋内排水系配管内の空気の流

れにより，排水枡から噴き上がり，床面に堆積した（約 3.3kg）。 

それぞれの部屋における樹脂の噴き上がりメカニズムについては，添付資料

６６に示す。 
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排
水
枡
か
ら
の
樹
脂
噴
き
上
が
り
メ
カ
ニ
ズ
ム

 
添付資料６６（１／２） 

樹 脂 の 乾 燥 具 合  

⑥
巡
視
点
検
に
お
い
て
，
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

室
及
び
ド
ラ
ム
保
管
室
の
排
水
枡
周
辺
に
樹
脂
の
堆
積
を
確

認
。
 

乾
燥
 

湿
潤
 

：
配
管
内
部
に
堆
積
し
た
樹
脂
の
乾
燥
具
合
（
推
測
）
 

平
成

29
年

4
月

6
日
 

樹
脂
の
流
入
 

5
月

2
日
午
前
 

ド
ラ
ム
保
管
室
扉
開
放
 

5
月

1
日
 

巡
視
点
検
 

：
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
差
圧
 

：
ド
ラ
ム
保
管
室
差
圧
 

※
差
圧
値
は
，7

月
2
6,
2
7
日
に
測
定
し
た
実
測
値
に
よ
る
。 

≈
 

差 圧 の 推 移  

0P
a 

-2
30
Pa
 

-2
55

Pa
 

-2
70
Pa
 

⑤
差
圧
変
動
に
よ
り
，
ド
ラ
ム
運
搬
装
置
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室

の
排
水
枡
（

N
W
F-
1
6
1
,1
6
2
,1
8
3
）
か
ら
樹
脂
が
噴
き
上
が

り
，
空
気
の
流
れ
方
向
に
移
動
。
 

④
差
圧
変
動
に
よ
り
，
ド
ラ
ム
保
管
室
の

排
水
枡
（
NW
F
-
15
0
,
13
7）

に
堆
積
し
た
樹

脂
が
空
気
の
流
れ
方
向
に
移
動
。
 

②
樹
脂
が
乾
燥
し
，
部
屋
間
の
差
圧
に
よ
り
ド
ラ
ム
保
管

室
の
排
水
枡
（
NW
F-
15
0,
13

7）
か
ら
徐
々
に
樹
脂
の
噴
き

上
が
り
が
開
始
し
た
と
推
定
。（

詳
細
な
時
期
は
不
明
）
 

③
巡
視
点
検
に
お
い
て
，
ド
ラ
ム
運

搬
装

置
メ
ン

テ
ナ
ン

ス
室
の
排

水

枡
に
樹
脂
が
な
い
こ
と
を
確
認
。
 

①
配
管
内
部
で

樹
脂
が
乾
燥
。
 

5
月

2
日
午
後
 

巡
視
点
検
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                      ●
：
粉
状
の
堆
積
物
を
確
認
し
た
排
水
枡

 

 
：
ド
ラ
ム
保
管
室
の
遮
蔽
扉
 

 
：
負
圧
管
理
エ
リ
ア

 

 
：
樹
脂
流
れ
方
向

 

 
：
扉
解
放
時
の
空
気
の
流
れ
方
向
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ド
ラ
ム
保
管
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ド
ラ
ム
運
搬
装
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メ
ン
テ
ナ
ン
ス
室
 

NW
F-
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NW
F-

15
0 

NW
F
-1
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 N
W
F-
16
2 

N
W
F-
1
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NR
W-
Ⅰ
地
下

2
階
に
お
け
る
樹
脂
の
堆
積
状
況

 
添付資料６６（２／２） 
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添付資料６７ 
 

粒状樹脂及び粉末樹脂の沈降速度の比較調査結果 

 

１ 調査目的 

粒状樹脂及び粉末樹脂は樹脂の形状や密度等が異なるため，水中での沈降速

度に違いがあると想定されることから，それぞれの樹脂の沈降速度について比

較調査を行う。  

 

２ 調査方法 

平成 29 年 4 月 6 日に洗浄ドレン受タンクより建屋内排水系に排水された残

水の樹脂濃度は約 2.6wt%であることを踏まえ，新品の粒状樹脂及び粉末樹脂

を用いて樹脂濃度 3wt%のサンプルを作製し，撹拌させた状態から粒状樹脂及

び粉末樹脂が沈降していく様子について，写真にて記録し比較する。 

 

３ 調査結果 

粒状樹脂及び粉末樹脂を含むサンプルの撹拌直後，3 秒後，5 秒後及び 10

秒後の沈降状態は以下の通りであった。 

 撹拌直後 3 秒後 5 秒後 10 秒後 1 分後(参考) 

粒
状
樹
脂 

     

粉
末
樹
脂 

     

 

４ 考察 

粒状樹脂は，撹拌して 10 秒後には大部分の樹脂が沈降しており，沈降速度

が速いことを確認した。また，粉末樹脂は，撹拌して 10 秒後においても，ほ

ぼ均一の状態であり，粒状樹脂と比較して沈降速度が遅いことを確認した。 

 

以 上 
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添付資料６８ 

洗浄ドレン受タンク洗浄操作の運用変更 

 

１ 目的 

洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系への排水を防止するため，ドレン弁の

常時「閉」運用及び自動排水手順の削除を実施する。 

 

２ 内容 

（１）洗浄ドレン受タンクドレン弁の常時「閉」運用 

①社内規定にドレン弁使用禁止（常時「閉」運用）を追記 

②ドレン弁の常時「閉」運用の「運転に関する運用」の新規発行 

・ドレン弁（空気作動弁）の CS「閉」，エアー元弁「閉」 

・ドレン弁（手動弁）の「閉キーロック」 

・ドレン弁（空気作動弁・手動弁）の「使用禁止」表示 

・配管計装線図，バルブ・電源チェックリスト及び JBA リストの記載を「閉」

に変更 

 

（２）自動排水手順の削除 

運転操作手順書の「洗浄ドレン受タンク洗浄操作」のうち，建屋内排水系

へ自動で排水する手順を削除し，洗浄ドレン受タンク内の洗浄水は手動で処

理元のタンク（槽）へ移送する手順に手順書の改正を行う。 

 

以 上 
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添付資料６９ 

運
転
操
作
の
要
因
に
対
す
る
再
発
防
止
対
策

 

要
因
 

要
因
の
ま
と
め
 

再
発
防
止
対
策
 

【
要
因
①
】

 

警
報
処
置
手
順
書
の
処
置
を
実
施
す
る
た
め
の

具
体
的
な
運
転
操
作
手
順
が
不
足
し
て
い
た

 

NR
W
に
対
し
て
，
警
報
点
灯

時
（
異
常
時
）
に
対
す
る
備

え
が
十
分
で
は
な
か
っ
た
 

【
再
発
防
止
対
策
①
】

 

警
報
処
置
手
順
書
の
処
置
を
実
施

可
能
な
手
順
書
の
作
成

 

【
再
発
防
止
対
策
④
】

 

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
に
対

す
る
警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
の
対

応
訓
練
の
実
施

 

 

【
要
因
②
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る
廃
棄
物
管

理
課
副
長
（
当
直
）
の
役
割
と
権
限
が
明
確
と

な
っ
て
い
な
か
っ
た

 

【
再
発
防
止
対
策
②
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る

廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
の
役

割
と
権
限
の
明
確
化

 

【
要
因
③
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る
廃
棄
物
管

理
課
副
長
（
当
直
）
か
ら
廃
棄
物
管
理
課
長
へ

の
報
告
事
項
が
明
確
と
な
っ
て
い
な
か
っ
た
 

【
再
発
防
止
対
策
③
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る

廃
棄
物
管
理
課
長
の
確
認
事
項
及

び
廃
棄
物
管
理
課
副
長
（
当
直
）
の

報
告
事
項
の
明
確
化

 
【
要
因
④
】

 

警
報
点
灯
時
（
異
常
時
）
に
お
け
る
廃
棄
物
管

理
課
長
の
確
認
・
判
断
す
べ
き
事
項
が
明
確
と

な
っ
て
い
な
か
っ
た

 

【
要
因
⑤
】

 

運
転
操
作
手
順
書
の
使
用
方
法
に
関
す
る
社
内

規
定
の
記
載
内
容
が
明
確
で
は
な
か
っ
た

 

 
【
再
発
防
止
対
策
⑤
】

 

運
転
操
作
手
順
書
の
使
用
方
法
に
関
す
る
社
内
規
定
の
記
載
の
明
確
化

 

【
再
発
防
止
対
策
⑥
】

 

協
力
会
社
社
員
に
対
す
る
運
転
操
作
手
順
書
の
使
用
方
法
に
関
す
る
教

育
の
実
施

 

【
要
因
⑥
】

 

洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
洗
浄
操
作
の
運
転
操
作

手
順
書
の
前
提
条
件
に
「
給
液
系
の
希
釈
運
転

後
の
廃
液
に
対
し
て
実
施
す
る
」
と
い
う
内
容

が
記
載
さ
れ
て
い
な
か
っ
た

 

 
【
再
発
防
止
対
策
⑦
】

 

洗
浄
ド
レ
ン
受
タ
ン
ク
洗
浄
操
作
の
運
用
変
更
 

（
ド
レ
ン
弁
の
「
常
時
閉
」
運
用
，
自
動
排
水
手
順
の
削
除
）
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添付資料７０ 

警報処置手順書の充実及び設備停止手順の新規制定 

 

１ 目的 

警報処置手順書に記載された処置を実施できるよう記載を充実させるとと

もに，設備不具合発生時に設備を安定した状態に移行できるよう，設備停止の

手順書を新規に制定する。 

 

２ 内容 

（１）警報処置手順書の内容の充実 

「乾燥機・B圧力高」の警報処置手順書の処置の記載を充実（具体的な手

順，補足説明の追加等）させ，乾燥機を停止させる場合には設備不具合発生

時運転操作手順書に移行するよう変更する。 

 

（２）設備非常停止運転操作手順書の新規制定 

非常時運転操作手順の中に，設備不具合発生時の乾燥機の停止手順を新規

に制定する。 

 

（３）その他設備への水平展開 

・警報処置手順書の内容の充実 

その他の警報についても，「乾燥機・B圧力高」と同様に警報処置手順書

の内容の充実を順次実施する。 

 

・設備非常停止運転操作手順書の新規制定 

NRW の主要設備である可燃性雑固体廃棄物焼却炉，可燃性固体廃棄物焼

却炉（第 2 焼却炉），雑固体廃棄物溶融炉，固化装置（セメント固化式）

について制定し，主要設備以外の設備については必要に応じて追加する。 

 

以 上 
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添付資料７２ 

異常時の対応訓練 

 

１ 目的 

本事象の再発防止対策として実施する異常時の対応ガイドに従って対応で

きることを確認するため，あらかじめ作成したシナリオ（NRW の単一故障によ

る警報点灯）に対して，警報処置手順書等を使用した初動対応とその後の対応

方針の決定，及び廃棄物管理課長への報告までの対応を確認・評価する訓練を

継続的に実施する。 

 

２ 内容 

（１）対象者 

   廃棄物管理課副長（当直） 

 

（２）実施頻度 

   1 回/半期（平成 30 年 4 月から開始） 

   ※実施頻度は評価結果により適宜見直しを行う。 

 

（３）評価者 

   原子力研修センター当社社員 

 

（４）評価項目 

   ①基本動作 ②情報収集 ③協力会社社員への依頼 

   ④安全確保の意識 ⑤態度 ⑥単一故障対応の総合力 

 

以 上 
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添付資料７３ 

運転操作手順書の使用方法に関する社内規定の変更及び教育の実施 

 

１ 目的 

社内規定における運転手順書の使用方法についての記載が不明確であった

ため，社内規定の記載内容を変更する。さらに，協力会社社員に対して，委託

仕様書で要求している当社の社内規定に関する教育のなかに手順書の使用方

法に関する教育を新たに追加し，継続的に実施する。 

 

２ 内容 

（１）社内規定の変更 

   NRW の運転管理に係る社内規定に記載されている「手順書どおりの操作」

について詳細な説明を追加し，運転操作手順書の一部流用は「手順書どおり

の操作」に該当しないことを明確にする。 

 

（２）教育の実施 

①対象者 

 協力会社社員 

②実施頻度 

1 回/年度 

※平成 30 年 1 月に対象者全員の初回の教育を実施済み 

③講師 

当社の教育を受講し，廃棄物管理課長が講師として認めた協力会社管理職 

④教育内容 

運転操作手順書の使用方法を含む運転操作に関する事項 

 

以 上 
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添付資料７４（１／６） 

 

水平展開対象の操作・機器の抽出結果及び対策 

 

１ 水平展開対象の抽出 

 本事象の水平展開として，建屋内排水系配管内への樹脂等の堆積を防止する

ため，図１の水平展開対象操作・機器の抽出フローに従い，運転操作及び保守

点検（保守点検時のアイソレによる水抜き，機器の点検に伴う排水）において，

樹脂等を含んだ廃液を建屋内排水系へ排水する可能性のある操作及び機器の

抽出を行った。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 水平展開対象操作・機器の抽出フロー 

 

２ 水平展開対象の抽出結果 

運転操作において水平展開対象として抽出した操作を添付１に，保守点検に

おいて水平展開対象として抽出した機器を表１に示す。なお，保守点検におい

て抽出した機器のうち，同じ系統内に多数の機器がある場合は，系統名のみの

記載とした。 

 

 

 

 

運転操作 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①濃縮廃液，固形物（粒状樹脂，粉末樹脂，活性炭， 

セメント，モルタル，アルミナ）を内包する系統の抽出 

②排水を伴う運転操作（異常時を含む） 

がある※1 

No 

 

 
③排水先が建屋内排水系である 

Yes 

No 

Yes 

 

 

④排水が基準値※2以内であることを 

確認して排水している 

No 

水平展開対象外 

Yes 

水平展開対象操作 

 

 

保守点検 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①濃縮廃液，固形物（粒状樹脂，粉末樹脂，活性炭，セメント， 

モルタル，アルミナ，化学除染の廃樹脂）を内包する系統の抽出 

③保守点検時に排水（アイソレによる 

水抜き又は機器の洗浄）がある※1 

No 

②濃縮廃液，固形物（粒状樹脂，粉末樹脂，活性炭， 

セメント，モルタル，アルミナ，化学除染の廃樹脂） 

を内包するラインの機器（タンク，ポンプ，弁等）の抽出 

 

 
④排水先が建屋内排水系である 

Yes 

No 

Yes 

 

 

⑤排水が基準値※2以内であることを 

確認して排水している 

No 

水平展開対象外 

Yes 

水平展開対象機器 

※1 可能性がある場合も含む 

※2 濃縮廃液：液体廃棄物処理系の設計仕様 

（例：高電導度廃液系 100ppm） 

固形物：フィルタで捕集 
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添付資料７４（２／６） 

 

表１ 保守点検における水平展開対象機器 

号機 系統・機器名※ 

1 号機 CD，FPC，RW 

2 号機 CD，FPC，RW 

3 号機 CUW，FPC，CD，LCW，HCW，SS，CONW，SAM，超音波洗浄機 

4 号機 CUW，FPC，CD，LCW，HCW，SS，CONW，SAM，超音波洗浄機 

5 号機 CUW，FPC，CD，LCW，HCW，SS，CONW，SAM， 

NRW 乾燥機・除染シンク，除染シンク 

※ CD：復水脱塩装置，FPC：燃料プール冷却浄化系，RW：液体廃棄物処理系及び固体廃棄物処理系， 

CUW：原子炉冷却材浄化系，LCW：低電導度廃液系，HCW：高電導度廃液系，SS：使用済樹脂系， 

CONW：濃縮廃液系，SAM：試料採取系 

 

３ 水平展開対象操作・機器に対する対策 

水平展開対象として抽出した操作・機器に対して，以下のとおり対策を実施

する。 

 

３．１ 運転操作 

（１）自動操作による排水 

本事象と同様に自動操作により，管理されていない状態（廃液の濃度の確

認ができていない状態）で建屋内排水系に排水される操作については，イン

ターロックの改造又は運転操作の削除等を実施することにより，自動操作に

よる排水を防止する。ただし，液体廃棄物処理系への排水基準値以内である

ことを確認できる場合には，十分に希釈したうえで排水する。 

 

（２）手動操作による排水 

濃縮廃液の場合は，サンプルの採取，測定を実施し，液体廃棄物処理系へ

の排水基準値以内であることを確認したうえで排水する（必要に応じて希釈

する）。また，固形物（粒状樹脂，粉末樹脂及び活性炭）を含む廃液の場合

は，排水枡にフィルタを取り付けることにより，固形物を回収したうえで排

水する。 

 

３．２ 保守点検 

「（２）手動操作による排水」と同様の対策を実施する。さらに，対策の内

容を社内規定に反映する。 

 

４ 添付 

１ 運転操作における水平展開対象操作 

以 上 
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添付資料７５（１／２） 

平成 30 年 1月 18 日に発生した事象との関連性について 

 

平成 30 年 1 月 18 日に発生した事象は，平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象と

状況が類似しているため，関連性の有無について粒状樹脂の流入源の観点から

以下のとおり確認した。 

平成 30年 1月 18 日に発生した事象では換気系主排気ユニット(A)内の排水枡

まわりに粒状樹脂が堆積しており，当該排水枡は換気系主排気ユニットの躯体

の中に設置されているため，粒状樹脂の流入源は，当該排水枡に繋がる建屋内

排水系配管又は建屋内排水系配管以外に換気系主排気ユニットの躯体内に通じ

るものが考えられる。このうち，建屋内排水系配管については，平成 29 年 5 月

2 日に発生した事象の際の調査結果の他に，平成 30 年 1 月 18 日に発生した事象

において堆積物を確認した排水枡と繋がる建屋内排水系配管に図面との相違を

確認したため，図面にない新たな流入源となるような接続先がないかという観

点で確認を行う。 

 

１ 建屋内排水系配管からの粒状樹脂の流入の有無の調査 

１．１ 平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象の際の粒状樹脂の流入源特定調査 

平成 29年 5月 2日に発生した事象の際に実施した粒状樹脂の流入源を特定す

るための調査において，本報告書に記載しているとおり，粒状樹脂の建屋内排

水系への流入源は洗浄ドレン受タンクであり，平成 29 年 4 月 6 日の洗浄操作に

より洗浄ドレン受タンクから粒状樹脂を排水したと特定した。 

加えて，平成 30 年 1 月 18 日に発生した事象において確認した排水枡まわり

に堆積した粒状樹脂と，平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象において確認した排

水枡まわりに堆積した粒状樹脂の性状を確認した結果，いずれも洗浄ドレン受

タンクから建屋内排水系配管に排水した粒状樹脂と同一であることを確認した。 

 

１．２ 図面にない新たな接続先による粒状樹脂の流入源特定調査 

平成 30 年 1 月 18 日に発生した事象において粒状樹脂の堆積を確認した排水

枡と，平成 29 年 5 月 2 日に発生した事象において粒状樹脂の堆積を確認した排

水枡に繋がる建屋内排水系配管に，図面にない新たな接続先がある場合，その

接続先が粒状樹脂の流入源となる可能性がある。このため，平成 30 年 1 月 18

日に発生した事象において粒状樹脂の堆積を確認した排水枡と繋がる建屋内排

水系配管内部を CCD カメラにより調査を行い，図面にない新たな接続先の有無

を確認した。 

この結果，換気系主排気ユニット（A）室内の排水枡（NWF-424）及び換気系

主排気ユニット（A）室近傍の排水枡（NWF-430）の 2 箇所の図面にない新たな

接続先があることを確認した。 
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添付資料７５（２／２） 

当該 2 箇所については，これまでの排水実績から粒状樹脂の流入の可能性が

ないことを確認した。 

 

２ 建屋内排水系配管以外からの粒状樹脂の流入の有無の調査 

粒状樹脂の堆積を確認した換気系主排気ユニット（A）内の排水枡は，換気系

主排気ユニットの躯体の中に設置されているため，建屋内排水系配管以外から

の流入源として考えられるものは，空調ダクト，貫通配管・貫通孔，扉がある。 

空調ダクトからの流入については，プレフィルタの設計（メーカ試験の粒子

径別捕集率：粒子径 10μm，99％）が粒状樹脂（直径約 0.5 mm）を通さないも

のであること，及び設計要求を満足するプレフィルタが健全な状態で取り付け

られており劣化等がみられなかったことから，粒状樹脂の流入の可能性がない

ことを確認した。 

換気系主排気ユニットの貫通配管・貫通孔からの流入については，当該ユニ

ットへの貫通配管・貫通孔は計器の検出配管及び電線管のみであること，当該

貫通配管はシール処理されており，有意な腐食がなく，粒状樹脂の流入の可能

性がないことを確認した。 

扉からの流入については，当該ユニットは施錠管理されており，鍵の貸し出

し実績の調査結果から，平成 28 年 12 月 13 日の前回点検以降に扉を開放してい

ないこと，及び扉近傍での粒状樹脂の取扱い作業がなく，粒状樹脂の流入の可

能性がないことを確認した。 

 

以上の調査結果から，粒状樹脂の建屋内排水系配管への流入源は，平成 29 年

5 月 2 日に発生した事象と同様に洗浄ドレン受タンクであり，平成 30 年 1 月 18

日に発生した事象において確認した排水枡まわりの粒状樹脂は，平成 29 年 4 月

6 日の洗浄操作により洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系配管に排水した粒

状樹脂が何らかの原因により堆積したものであると推定した。 

 

以 上 
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添付資料７６（１／２） 

粒状樹脂の性状確認 

 

１ 目的 

換気系主排気ユニット（A）内の排水枡（NWF-424）まわりの床面に確認し

た堆積物は，平成29年5月 2日に発生した事象で確認した排水枡（NWF-161，

NWF-150，NWF-137）まわりの堆積物と同様な粒状樹脂であることを確認して

いる。また，洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系に，浜岡 5号機の海水混

入時に使用していた復水脱塩装置の粒状樹脂を排水した実績を踏まえ，これ

らの粒状樹脂が同一の樹脂であるか否かを確認する。 

 

２ 確認方法 

洗浄ドレン受タンクに排水した粒状樹脂（復水浄化系使用済樹脂貯タンク

（B）から採取），及び排水枡（NWF-424，NWF-137，NWF-150，NWF-161）まわ

りの床面に確認した堆積物（粒状樹脂）について，中性塩分解容量に対する

R-Na+型イオン交換容量の割合を測定した。 
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添付資料７６（２／２） 

 
 

３ 確認結果 

それぞれの粒状樹脂について，中性塩分解容量に対する R-Na+型イオン交

換容量の割合を測定した結果，排水枡まわりの床面に確認した粒状樹脂は，

いずれも浜岡 5 号機の海水混入時に使用していた復水脱塩装置の粒状樹脂

と同等な R-Na+型イオン交換容量であり，浜岡 1～5号機の海水混入を経験し

ていない復水脱塩装置の粒状樹脂の R-Na+型イオン交換容量とは大きく異な

ることを確認した。 

以上のことから，排水枡まわりの床面に確認した粒状樹脂は，いずれも平

成 29 年 4 月 6 日の洗浄操作により，洗浄ドレン受タンクから建屋内排水系

配管に排水した粒状樹脂と同一であると評価する。 

 

粒状樹脂（R-Na+型イオン交換容量）の測定結果 

粒状樹脂 R-Na+型イオン交換容量 

① 復水浄化系使用済樹脂貯蔵タンク（B）※1 72.6 ％ 

平成 30 年 1 月 18 日の事象 ② 排水枡（NWF-424） 73.8 ％ 

平成 29 年 5 月 2 日の事象 ③ 排水枡（NWF-137） 75.3 ％ 

 ④ 排水枡（NWF-150） 71.0 ％ 

 ⑤ 排水枡（NWF-161） 76.5 ％ 

浜岡 1～5号機 復水脱塩装置 ※2 0.011 ％ ～ 1.18 ％ 

 

以 上 

 

                                                   
※1 浜岡 5号機 復水脱塩装置（A）塔の使用済樹脂（海水混入あり） 

※2 復水器細管のピンホールによる軽微な海水混入を経験した樹脂を含む。 
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図面にない新たな接続先による粒状樹脂の流入源特定調査 

１ 調査目的 

堆積物を確認した排水枡が図面と異なる建屋内排水系配管と接続されてい

ることを踏まえ，図面上にない接続先の有無を建屋内排水系配管内部調査によ

り確認する。図面上にない接続先を確認した場合は，粒状樹脂を含む廃液の排

水実績の有無を調査する。また，配管内部調査に合わせ，堆積範囲についても

調査する。 

 

２ 調査方法 

（１）建屋内排水系配管の内部調査 

接続を確認する排水枡等から目印となるもの（以下，「ターゲット」とい

う。）を挿入し，接続を確認するもう一方の排水枡等から CCD カメラを挿入

してターゲットを確認することにより図面上にない接続先の有無を確認す

る。また，配管内部調査に合わせ，堆積範囲についても確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

閉止板 

Ｄ区域設定 

CCD カメラ 

モニター 

Ｄ区域設定 

点検口 

ＣＣＤカメラ 

ターゲット 

調査の様子 

ターゲット 

図１ 内部調査方法 
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（２）排水実績調査 

図面上にない接続先を確認した場合，粒状樹脂を含む廃液の排水実績を廃

棄物減容処理設備運転引継日誌，点検作業実績及び不適合情報等から調査す

る。 

 

３ 調査結果 

（１）建屋内排水系配管の内部調査 

図面上にない接続先は，今回堆積物を確認した換気系主排気ユニット(A)

内の排水枡及びその近傍の排水枡の 2 箇所のみであることを確認した。ま

た，建屋内排水系配管内部の粒状樹脂の堆積範囲を特定した。（図２） 

 

（２）排水実績調査 

図面上にない接続先として確認した 2箇所の排水枡について，廃棄物減容

処理設備運転引継日誌，点検作業実績及び不適合情報を調査し，粒状樹脂を

含む廃液の排水実績がないことを確認した。 

 

４ 考察 

上記のとおり，図面上にない接続先を 2箇所確認したが，当該箇所からの排

水実績はなく，建屋内排水系配管への粒状樹脂流入の要因とならないことを確

認した。 
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参考資料１（１／３） 

通常運転時と事象発生時の運転操作の比較 
 

通常運転時 

 

①樹脂混焼                    

 

 

 

③乾燥機まわり処理後洗浄 

 

 

 

⑤洗浄ドレン受タンク「移送」モード 

 

 

 

 

②給液系の希釈運転 

 

 

 

④給液タンク残液排出 

 

樹脂を含んだ廃液 

乾燥した樹脂 

気体 

水 
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参考資料１（２／３） 

通常運転時と事象発生時の運転操作の比較 
  

平成 29 年 4 月 6 日「乾燥機・B圧力高」警報点灯時の操作 

 

 

①樹脂混焼 ②「乾燥機・B圧力高」警報点灯 

 

 

 

③給液系の停止 

 

 

 

 

 

 

④乾燥機給液タンク（B）からの排水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

樹脂を含んだ廃液 

乾燥した樹脂 

気体 

水 
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参考資料１（３／３） 

通常運転時と事象発生時の運転操作の比較 
 

 

⑤洗浄ドレン受タンク洗浄操作 

⑤－１粉末樹脂受入槽への移送工程 

 

 

 

⑤－３ 建屋内排水系配管内への粒状樹脂の堆積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤－２建屋内排水系への排水工程 

 

 

 

⑥排水枡から床面への樹脂の堆積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

樹脂を含んだ廃液 

乾燥した樹脂 

気体 
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